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●特集／第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）
熱

ガリン、石鹸、機械油等に使われ、生活水準の向上に敏

感に反応して用いられる。このためインドネシア政府は

1995年に指令を出し、1996年-2000年間に油椰子生産を

倍増する方針を出した。ここから、油椰子生産拡大のブー

ムが始まったのである。短期間に農園を拡大するため、

各企業・農園は木を切る手間を惜しんで山に火をつけた。

この火が地中の泥炭層に着火して、なかなか火が消えな

いという事態に立ちいたったのである。

これにエル・ニーニヨによる乾燥が煽りをかけること

になった。

エル・ニーニヨは南米チリ沖合いの、南からのフンボ

ルト海流と北からの親潮がぶつかる点あたりの海水温が

上昇する現象で、数年に一度クリスマスのころ発生する。

これは偏西風がなんらかの理由で吹かなくなり、暖かい

海水が停滞するためで、このため、気象学的には米州大

陸で雨が降りやすくなる。また、太平洋側では逆に雨が

降りにくくなる。エル・ニーニヨにより、プランクトン

が海面近くに上がってこず、チリとペルー沖合いの特産

であるアンチョビー（片口いわし）が不漁となる現象も

よく知られている。

97年から98年にかけてはエル・ニーニヨが発生してお

り、インドネシアを中心とする太平洋東南部でも雨期が

遅れ、干ばつ状態だった。パプアニューギニアでは広汎

な飢餓が発生している。

しかし、エル・ニーニヨは果たして偶然の自然現象な

のだろうか、ということは考えられてよい。東南アジア

では、最近数十年間にわたって熱帯林伐採がすすんでお

り、とりわけ、フィリピン（1960年代)、インドネシア

(1970-80年代)、東マレーシア(1980-90年代）では輸

出向けの木材伐採により、国土の森林被覆率は急速に減

少して、1970年代以降、干ばつや洪水､土壌流出がしょっ

ちゅう起こっている。インドネシアの農業相は、煙霧の

責任はエル・ニーニョにあると言明したが、実はエル・

ニーニョが異常干ばつをインドネシアにもたらした背景

としては、この国が既に顕著に森林伐採をとりわけ、ス

マトラ、ボルネオ（カリマンタン）両島で行っており

(インドネシアは1985年に丸太輸出を禁止している)、そ

れに近年の山焼きが輪をかけたことが背景にある、とい

うことは考えておいてよいことだろう。

つまり、エル・ニーニョによる干ばつが煙霧被害を拡

大したといわれるが、その背景には、油椰子栽培と同じ

く、森林伐採という営利優先の市場経済の伸展現象が存

在していると考えて、大きなまちがいはないだろう。

さて、マラッカ海峡を中心として東南アジアの空をお

おった煙霧という大きな天災が実は経済成長、市場経済

という経済現象を背景にもっていることが知られた。同

様の公害、環境破壊は、実はインドネシア、マレーシア

に限らず、成長アジアの随所で観察されるのである。

日本環境会議が1997年度より刊行をはじめた「アジア

環境白割は第一回の報告で、東南アジア・東アジア諸

国を中心に公害・環境破壊の実状を、「圧縮的工業化」

｢爆発的都市化」「環境汚染と健康被害」「生物多様性消

失」等の観点から検討している。アジアの急速な工業化

を通じる高成長に伴い、各地でみられる都市公害、工業

団地の垂れ流し公害、大気・河川・酸性雨等の環境悪化、

森林消失、水環境の危機等、環境の悪化にはまことに眼

をおおうものがある。

アジアの三大砂漠地帯（タール、ゴビ、イラン）では

砂漠化がひろがっており、主要デルタ地域では土壌流失

がすすみ、渤海、ジャカルタ湾等の汚染も目立っている。

各地で農薬や廃棄物等の化学物質による地下水と人体汚

染・健康被害も広汎にみられる。今度は煙霧被害がこれ

に加わった。フィリピンやタイに始まり、インドネシア、

東マレーシア、カンボジアから現在ではパプアニューギ

ニア、ラオスに広がる熱帯林と生物多様性の破壊、そし

て島喚部アジアで零細農民を直撃している水産資源の枯

渇はアジアの豊かさを急速にそこなっている。大都市で

軒並みにみられる土木建設や交通による塵挨や廃棄物、

水質悪化、騒音公害、交通事故、スラム増殖等等、『白

割のいう「爆発的都市化｣、都市への人の集中が都市

を一層住みにくくしている。1998年3月、筆者がバンコ

クに滞在していたときも、高架鉄道工事の現場で重さ二

百トンの橋桁が深夜に落下し、トラックやタクシーをつ

ぶした事件があったが、これが日中であれば東京のサリ

ン事件を上回る被害が出ただろうことは容易に推察でき

る。まことにアジアの環境は危機状態にあるし、それが

経済成長の基盤を蝕み、発展の持続性をそこなっている

というのが、現在の状況である。

アジアにおける「持続可能な発展」
蕊
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域の不況が自国の経済にはねかえってくるという事情は

十分あることだし、アジアの経済回復が自国の経済活況

に直結することは念頭におかれるべきである。

このように見てくると、一口にアジアの通貨・金融・

経済危機といっても実は国や地域によってその発現形態

は多様であることが理解される。ただし、共通している

ことは次の点である。すなわち、国家主導型、市場主導

型のアジア経済は今日経済のグローバル化時代に構造改

革の課題に直面するとともに、莫大な短資の移動から生

じる通貨不安定にさらされている。この場合に危機が増

幅して現れている国、経済の脆弱性が目立つ国は、例外

なく独裁的な経済運営により、貧富格差や地域格差など

社会関係の破壊が進行している国であり、それは同時に

独裁体制・家父長体制の下で、女性や社会的弱者等の人

権を踏みにじっている国・社会でもある。このような人

権を無視した国家・企業の手による上からの開発、貧困

者の増大が、今度は富者の浪費と貧者の自然依存という

両面で環境破壊を促進している、という因果関係の構図

を見てとることができよう。

環境破壊にせよ、経済危機にせよ、経済の市場化と国

家エリートによる仲間内の独裁的運営がその背景に共通

してある事情を見てきた。それでは最後に、経済危機・

環境危機からいかなる脱出の道があるか、を眺めておく

ことにしよう。

ネシア、タイ、韓国などではこのような意味での経済危

機が最近一年間に現れた。これは、経済のグローバル化・

市場経済化が進行しているのに、高度成長を担った国家

主導型の経済がズレを示したからだとも解釈できる。し

かしながら、国家主導型の経済成長の過程で既に現れて

いた貧富格差や地域格差、そこから生じる社会的弱者や

貧困者がこの市場経済化の過程で一層打撃を受けている

のもまた事実である。

アジア諸国の中でも、経済危機の影響が比較的軽微な

国々もすぐなからず存在することに注目しよう。これら

の国は第一に、経済のファンダメンタルズ（基礎的条件）

が比較的健全な国々である。第二に、経済の自由化がか

なりの程度進んでいる国や地域である。

香港やシンガポールの通貨がほとんど影響を受けてお

らず、香港ドルが1998年半ばの時点でも対ドルペッグを

維持できていることについては、これらの都市国家の経

済では自由化がすすみ、膨大なアジア・ダラーの拠点と

なっていること、地域経済と世界経済の仲介者として経

済のファンダメンタルズが良好なこと、国内経済が都市

型で所得が労働者にある程度配分され、それが国内の有

効需要を支えていること、市場経済の経験が深く、マク

ロ経済の運営も適切で、通貨の乱高下にも人々が直ちに

パニックに襲われないこと、等の理由が考えられる。だ

が、1998年半ばの時点で香港ドルに割高感が出ているこ

とは、1997年後半から98年前半にかけて香港の輸出が停

滞し、経済成長率が97年の5％から98年には3％(予測）

に落ちていることからも知られる。アジア諸国の通貨下

落効果が出てくる98年から99年にかけて、香港ドルと中

国の人民元の切り下げ問題もまた提起される可能性は十

分ある。

日本円の場合には、経済構造の不透明性(政官業の談

合システムや不良債権の累積）や改革(自由化、規制緩

和や権限委譲）の遅れから市場評価は低いが､経済のファ

ンダメンタルズはそれほど悪くないために、為替レート

の下落が必ずしも経済危機を導くという情況ではない。

ただし、日本経済についても、また、中国やベトナム、

フィリピンなど他のアジア経済についても、特に90年代

については経済パーフォーマンスがかなりの程度、他ア

ジア諸国との貿易に依存していたので、域内他国・他地

さて、それでは次に、通貨危機・金融危機と環境危機

の関連を検討したい。

することになり、銀行は1998年に入っても未だにその後

始末ができず、新規信用をひかえ、そのため日本経済が

二進も三進もいかなくなったことは周知のとおりである。

ところが、タイや韓国でもノンバンクを通じる膨大な貸

付けが不良債権化し、金融システムの麻揮を導いた。韓

国ではさらにこれらの貸付けが過剰生産をもたらし、不

況のもう一つの大きな原因となっている。こうした一部

エリート達の手による不透明な経済運営が、外国投資家

の眼にはこれらの国の信用ランキングを低め、不況の到

来とともにいち早くアジア通貨を売るビヘービアを導い

たのである。

第三に、経済のグローバル化時代には膨大な資本が国

境を越えて絶えず移動しており、このような短期の資金

移動が容易に投機行動を導くことがある。現在、世界の

GNPは約30兆ドル程度だが、その六分の一にも及ぶ五

2．経済グローバル化の下での通貨・金融危機

煙霧の広がりとほぼ時を同じくして、1997年7月、タ

イのバーツの対ドル交換レートが大幅にさがり、この通

貨不安定は、マレーシアのリンギ、次いでインドネシア

のルピアに飛び火した。バーツ、リンギは更に1998年1

月にかけて合計20-30%、ルピアは四分の一に切り下がっ

た。東南アジアの通貨不安定は東アジアにもたちまち伝

播し、韓国のウォンも40%以上下がった。香港ドルもこ

の間三度売り浴びせられたが、よく価値を守り抜いた。

東南・東アジアの多くの通貨価値が下落したのには理

由がある。

先ず第一に、輸出主導型経済成長の限界がある。これ兆ドル（貿易決済の総額に相当する）もの多国籍資金が
らの国の高い経済成長は、高い世界市場への輸出によっ絶えず利殖を求めて資本市場を移動している。いったん
て支えられてきたが、高成長国の生活水準が高まるにつある通貨に割高の兆候がみられると、その通貨は容易に

i 蕊譲
れ、中国の輸出競争力を強めた。メキシコのペソも構造長期の借入れ資金も争ってハードカレンシーヘの転換を
改革により大幅に切下がり、アメリカ市場への輸出シエ求めるようになる。通貨価値はその結果大幅に下落する
アを増やした。ことになる。それが、ルピアやウォンに起こった事態で
他方で、タイ等アジアの国は、ドルに自国通貨をペツある｡インドネシアや韓国の場合には、第二の要因とし
グして、外資を導入したが、1995-96年のドル高により、てあげた経済運営の不透明性、欠損企業増大の恐れが市
自国通貨がそれに引きずられて割高化した事情もある。場評価を低め、それがスパイラル的通貨価値の下落を導
この二つの理由から、輸出競争力が低下し、経済成長をいた。日本円がやはり1997年夏から98年初頭までの半年ダウンさせた。

間に約20％下がったのも、アジア経済とのリンクばかり
第二に、国家主導型成長の限界がある。東南・東アでなく、構造改革の遅れを市場が冷静に判断したと解釈ジアの多くの国々は、日本と同じく国家が諸資源を中央できる。

に集めて優先分野のインフラを整備し、外資を誘致した一国の通貨レートが下落するとき、中長期的にはそれ
り、自国財閥を育成したりして、経済成長を図つた｡しは輸出の増大という形での経済調整を導き得る。だが、
かし、こうした上からの開発は政治家、官僚、金融シス短期的にはそれは、輸入財．原料価格の上昇、利潤圧迫、
テムの汚職腐敗を招くと同時に、経済・金融システム自企業の先行き不安による投資控え、失業の増大、有効需
体を麻庫させることになった。日本の政官業体制がパブ要の低落、株価の下落、デフレ、投資意欲の一層の冷え
ル経済を通じて、じつに70兆円にも上る不良債桧を計上込み、赤字財政の拡大という悪循環を導き得る。インド

3．持続可能な発展の道一市民社会の役割

経済の偏った成長が人間社会に及ぼす望ましくない影

響をチェックする手段としては、通常国家が、「市場の

失敗」を是正する役割を担うといわれる。しかし、国家

が先進国へのキヤッチアツプ、工業化をすすめる役割を

担っている後進国では、「環境よりも煙突を」といわれ

るように、国家はしばしば煙突を建てることを国是とし、

環境保全は二の次となりやすいことは日本やインドネシ

アの例を見てもただちに知られる。国家が営利企業と結

んで、環境破壊に一役買っているような新興工業国では、

持続可能な発展の主体は、住民、市民の運動であり、ま

た今の開発＝環境破壊を批判する思想運動であるといっ

てよい。ここでは、オールタナティプな保全型発展を指
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向する主体として、一つには住民運動、第二は固有文化

に則った保全思想の展開を検討しておきたい。

アジアでいち早く経済の高度成長を経験した日本では、

成長の時期は公害と環境破壊の時期でもあった。公害に

反対する住民運動が各地で展開し、1970年代半ばに4大

公害訴訟一水俣、四日市、イタイイタイ、第二イタイイ

タイーのすべてで住民側が勝訴することによって、公害

防止が社会常識化したことが、その後の日本での環境保

全に大きな役割を果たした。環境庁力挫まれ、さらに20

年後、環境アセスメントや環境基本法が制定されること

になった原動力は住民運動にあったといってよい。東西

冷戦時代の1960-70年代に公害防止の住民運動はしばし

ば「アカ」呼ばわりされたり、大企業や地方有力者の手

によって執勤な妨害を受けた。つい1997年になっても廃

棄物処理場建設を拒否した岐阜県の村長が刺客に襲われ

た例を見ても知られるように、上からの開発が住民、市

民の立場を無視した非民主的風土の中で遂行されてきた

廷と嘩穏麹3，…電ある,。ところが寺この象うな布野士二

会不亮の搦診独裁戒高度成長期のアジアでも各地でみ

られてきたことは、フィリピン、インドネシア、中国な

どで広汎にみられる移住政策によっても知られる。すな

わち、ダムや工業団地建設の際に膨大な数の住民が、強

制的，半強制的に移住を余儀なくされる現象が開発にあ

い伴った。

住民の自治や人権の無視、住民不在の極点は植民地や

企業城下町で典型的に見られる。長い植民地制度の間に

天災や飢鐘が増発してくるケースはしばしば報告されて

いるが、例えば事実上華僑の植民地ともいえる東マレー

シアでは、都市に住む華僑商人が自分の居住していない

熱帯林の伐採利権を手に入れ、サバ州、サラワク州の森

林を丸裸にして、森林地帯で暮らす先住民を貧困のどん

底に陥しいれてきた。これは、企業城下町水俣で、東京

に本社をもつチツソエ場の水銀垂れ流しが多くの住民の

生命や健康を損ねた日本での事例と通い合うものがある。
このことを考えると、逆に住民の自治、団結が強いと

ころでは環境は保全されやすく、また災害の影響も限ら
れる傾向があることが理解されよう。

台湾は、NIESの一としての高成長を通じて、公害

でも名高い地域である。ところが、1980年代の反公害、

環境保護運動を通じて、住民たちの間から「文史工作室」

をつくり、郷土史や地方伝統を採集、保全しようとする

運動が起こってきた。こうした住民のアイデンティティ

確保の動きと平行して、街作りへの住民参加の動きも各

地で出てきた。その結果、1994年から中央政府行政院の

場で、「社区総体営造」政策が提唱され、地域社会が共

同して自治運営を行っていくことを支援する政策がうち

出された（陳亮全「台湾の環境問題と“社区”づくり」

｢世界」1996年12月号)。これは､社区一コミユニテイーー

の発展によって住民が責任をもった地域社会を形成し、

より質の高い居住環境や生活を形成していこうとする動

きである。このようなコミュニティ発展による環境保

全の運動が、台湾にもともと居住する台湾人（本島人）

をベースとした民進党の躍進とあい伴っていることに注

目しよう。1990年代に台湾政治では大きく民主化がすす

められ、ついには外省人支配をはねのけて本島人総統

(李登輝氏）が実現するにいたったのだが、それはこの

ような住民民主主義、自治意識に支えられるものであっ

たということができる。そして、このような郷土愛に基

く自治と民主の意識こそが持続可能な発展の基礎となる

のである。

日本の阪神淡路大震災の際にも、地域社会の結束の強

い淡路島では特に高齢者の死傷が比較的軽微だったのに

対し、上からの開発、「都市経営」を看板とした神戸市

では多大な被害が発生し、震災後四年を経てもいまだに

長田区等更地の部分も多く、高齢者を中心とした仮設住

宅居住者も数万世帯にのぼり、復興からほど遠いことは、

いかに地域の発展にとって地域社会の主体性が重要かを

示すものといえる。このことは同じ長田区の真野地区で、

3割の家が全・半壊し、長田区の他地区と同じく火の手

が上がったにもかかわらず､住民がいち早くバケツリレー

で消火し、被害を奇跡的に40戸ほど（全世帯数2400戸）

で食い止めた例からも知られる。真野地区は、一九六五

年の反公害運動から30年にわたって住民の自主的な街作

りをすすめてきたことで、全国に知られているところな

のである。（以上の叙述については、市民がつくる神戸

市白書委員会編『神戸白書一阪神大震災と神戸市政」労
働旬報社、及び阪神復興支援NPO編『真野まちづくり
と震災からの復興』自治体研究社、を参照）
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以上の二例からも、環境保全や災害防止にいかに市民

社会の結束や自主的な地域社会作りの努力が重要である

かが推しはかられる。実際､1995年にデンマークのコペ

ンハーゲン市で開催された社会発展サミットでも､今日

の世界における貧困､失業、民族紛争､環境悪化等の社会

問題の原因を､国家及び企業主導型の開発体制に求め、

これをチェックすると共に積極的に社会問題を解決して

いく動因として、市民社会(NPO、NGO、言論機関

等）の役割を重視している。社会開発／発展とは一方で

は従来の経済成長一辺倒の開発体制に代えて、社会と人

間の発展を重視するような開発体制を構築することであ

り、また他方では、国家及び企業と並んで、市民社会の

開発過程への参加を重視していくことにほかならない。

｢持続可能な開発」とは、このような開発概念の転換に

よって始めて実現し得るものであることをここで強調し

ておきたい。（さらに詳細な議論については､拙編「社会

開発一経済成長から人間中心型発展へ－』有斐閣、参照）

ところが、アジア各地ですでにこのような開発概念の

問い直しが、草の根レベルで伝統文化の再生の形をとり

ながらすすめられていることに最後に触れてこの稿を終

わりたい。

このような自然保護運動として注目すべきものに仏教

文化のリバイバルがある。その一例としてここでは、タ

イの上座部仏教僧侶による環境保全と地域興しの運動を

紹介しておきたい。これら草の根開発に携わる僧侶たち

は開発僧と呼ばれる。

その理論的支柱としては南タイのチャイヤーにスワン

モーク（解脱の園）と名ずけた道場を開いたプッタター

ト(1906-1993)、バンコク郊外のサイチヤイタム僧院

の住持パユットー（1939-）の両師がある。

プッタタート（｢仏の僕」の意）は若い時、バンコク

に勉学に出た。1930年代のバンコクは近代化が始まった

時期だが、かれはそこに人間の慾や迷い力渦巻くのを見、

故郷のスラタニ市近くのチヤイヤーに戻り、森の中に道

場を開いた。プッタタートとその弟子たちの寺は、タイ

随所でみる金ピカの壮大な伽藍とはまったく縁がなく、

多くは森や林の中の質素な建物で、自然と共生しながら

戒律と瞑想と学問（戒・定・慧）を実践し、人間にとっ

ての真に望ましい生き方（ダルマー真理の法、または道

理を弁えた生き方といってもよいし、また悟りと端的に

いってもよい）を追求する場となっている。

プッタタートは、人がダルマを理解せず貧欲な暮らし

を追求するとき、自然もまた乱れる、と教えた。「日月

や星座の運行が乱れるとき、雨も降らず、米の収穫は悪

く、人々 の生命も縮まり、大病が流行する｣。これは人

が自然の道理を理解しないことから、人と自然の関係が

悪化したのである。生態系の悪化には二つの理由がある。

一つは、人間の心が乱れていること。第二はその結果、

社会が乱れること。人力填理の道を理解しないことから、

社会関係が悪化し、それが自然の乱れとなって人にはね

かえってくる。(Buddadhasa"TheCauseofExternal

Degeneration:ANotionofBuddhistEcology",m

A.H.Badiner(ed),DharmaGaia,California:Paral-

laxPress,1990)

パユットー師はこのようなプッタタートの教説を体系化

し、「持続可能な世界」を支える「持続可能な科学」を提唱

した(BhikkhuP.A.Payutto,Tbuﾉa7rZ&Lstα加a6je&j-

e7zce,Bangkok:BuddhaDhammaFoundation,1993)。

これら学僧の思想を手引きとして、今日ではタイ各地

で開発僧たちの草の根活動がめざましい。開発僧たちは

都市でも農村でも活躍しているが、かれらに共通して

いるのは次の諸点である（詳細は西川潤編『仏教に基く

内発的発展一タイ草の根開発の思想と行動一」同文館、
近刊)。

(1)貧困や不和、環境の悪化やエイズの流行など、人間

にとって望ましくない社会や環境の変化を人間の心

の中の食欲に発するとみて、中道（食欲、禁欲の両

極端を排する）思想を実践することにより、地域社
会の立て直しをはかる。

(2)仏教の教えの根本にあるダルマへのめざめ＝自立を

達成するために、戒律を守りつつ、学習、瞑想、勤
労に励む。

(3)森林を保全し、自然と共に生きる生き方を学ぶ。そ

のため、森や川に黄色の僧衣をかけ、伐採や殺生を
禁じる。

(4)有機・複合農業、植林を奨励する。家畜を飼い、堆

肥をつくり、地域循環型農業を創る。米・野菜・薬

草など多面的な農業を勧める。そのため、苗床を寺
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｢人間開発」「人間中心型発展」の思想が強まっているが、

仏教リバイバルを通じて更に人々の心の深層の次元で

｢自己開発」「人間開発」（かいほつとはもともと仏教用

語である）思想が提起されてきたことはまことに興味深

い。このような発展／開発思想の近年における転換と深

化は、世界的に他律的開発（近代化論でいう「トリック

ルダウン」説）に代わって内発的発展の考え方が重要に

なってきたことのアジアにおけるひとつの表現であると、

これを考えることができる。「持続可能な発展」はただ

このような人間の思想と行動の両面における変化を契機

として、始めてその実現がわれわれの視野に入ってくる

ぴ付いていく。

開発僧たちの実践は、国家・企業主導型の開発を

批判しながら、住民参加型の発展を導くものであり、

その意味でアジア的な市民社会形成の動きとつながっ

てくるものである。

につくり、苗木を村人に分け与える。

水牛銀行や米銀行など、小規模の融資機関を寺や村

に設ける。村人は水牛や種籾を借り、これを増やし

て返済する。先進国や都市の消費者との提携により、

市場関係に代わる「顔の見える」社会関係の構築を

はかる。

寺子屋や幼稚園、図書館をつくり、教育や知識の普

及に勤める。

孤児やストリートチルドレンを引き取り、授産施設

を設け、やがてかれらを社会に送り出す。

村人の悩みにコンサルタントを勤め、瞑想による心

の癒しを指導する。

僧たちの中には、バンコク北方150キロのロプリー

のプラパットナンプー・コアサムヨア寺で、政府も

手を出さないエイズ患者のターミナル・ホスピスを

経営するアロンコット師のような人もいる。また、

カンボジア国境に近いプリラム県のドンヤイ地域の

森林ではプラチャック師が森林保全にとり組んだ。

この地域は、1990年ころ政府のユーカリ植林計画の

対象地域となり、村人が立ち退かされることになり、

原生林の不法伐採もすすんでいた。多国籍製紙企業

と結び、日本の海外経済協力基金(OECF)等

ODAの融資をも用いたこの森林開発計画に住民た

ちは反対運動を始めた。住民たちに招かれたプラチャッ

ク師はこの地域の森林を僧侶安居の地であると宣言

し、住民の寄進を受けて寺を開き、森林に黄布をま

とわせて、伐採や殺生を禁じた。森林開発計画はタ

ナ上げになったが、その過程で違法伐採者やかれら

と組んだ警察との衝突も起こり、プラチャック師は

起訴されて強制的に還俗させられ、1998年5月現在

も係争中である。プラチヤック師は私に「自然と生

命は一つのもの。自分の闘いは生命を守る闘いだ」

と語った（1995年3月）が、仏教の教えの基本であ

る「宇宙の生命の中で、宇宙の法を弁えて（縁起)、

宇宙の流れと共に生きる」という考え方を実践して

いく（めざめ）と、それは必然的に人間同士の関係、

社会関係をよくし、そのことによって人間・自然環

境を守っていく行動とならざるをえない。それは人

間的な行動の蘇りであり、それが自然の再生へと結

(5)

性質のものだといえよう。

結びに(6)

アジア諸国が最近数10年間にわたって経験してきた高

い経済成長は雁が次々と飛び立つさまにたとえられ、

｢雁行型発展」と呼ばれたが、1997年になって多くの国

が経済危機、環境危機の二重の危機にみまわれて、発展

の持続可能性が危ぶまれる事態に陥っている。

その背景には経済のグローバル化．市場経済化と国家

主導型の開発体制・統制主義が今日まですすめてきた開

発至上主義、高成長路線による社会関係、人間環境の破

壊が存在する。独裁的開発体制は営利追求の資本主義と

癒着して高い経済成長をすすめてきたが、経済グローバ

ル化が進展すると共に両者の相克．矛盾もまた現れるよ

うになっている。いずれにしても、今日までの国家・企

業主導型の上からの開発体制がアジア諸国の環境を大き

くそこない、それが発展の持続性の基礎自体を掘り崩し

てきたことは確かだろう。

このような経済・環境危機に際して、住民、市民の側

から発展過程に参画することで発展過程をより民主主義

的なものにし、そのことによって経済成長主義から起こ

る矛盾を是正しようとする社会発展の動きが始まってい

る。思想的には仏教の人の心の乱れが人間環境をこわし、

社会関係の崩壊が自然環境の悪化を導くとする教説が、

こうした草の根レベルからの発展の動きに理論的な基礎

を与えている。

アジアにおける「持続可能な発展」が成り立つとすれ

ば、それはただ、以上に見たような人々 の発展過程への

参加、市民社会と民主主義の展開、そしてこれまでの経

済成長を導いた国家・多国籍企業がっくり出した家父長

体制への批判、これらを理論付ける人々 の自立．共生思

想の開花、これらによってはじめて支えられる性質のも

のだろう。今日、国際開発の分野では従来政府．企業が
掲げてきた経済成長、「上からの開発」思想に代わって、

(7)

(8)
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●特 集／第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）

ポス ト 東 アジア危機の構図

一国家主義的レギュラシオンの限界一

東アジア経済の基本的な性格を把握しようとする場合、

まず考慮に入れねばならないのは、これらの経済が二重

の問題に現在直面していることである。すなわち、規則

的で持続可能な経済成長を達成しなければならないと同

時に、洗練された金融システムを出来るだけ早く実現し

なければならない。こうした二重の課題は、1980年代半

ば以降における経済発展の新しい側面を物語っている。

実際、この時期まで工業化は国民経済の枠内で可能であ

り、実現することができた。そして、現在のように、金

融自由化を工業化と同時的に実現する必要はなかった。

かつて日本がたどったのも、このような工業化の過程で

あった。だが、現在の日本もまた二重の課題に取り組ま

ざるをえなくなっている。製造業を中心とする工業部門

は対外競争に開かれているのに対して、流通および金融

部門は国内の規制によって大きく保護されている。この

意味で日本は構造的危機の中にあるのであり、たんなる
景気浮揚政策で現在の不況から回復できるわけではない
だろう。危機は、経済システムにおける産業と金融の新
しい接合関係を要請している。東アジア経済にとり、社
会システムそれ自体が不安定であるだけに、金融システ
ムの整備を伴う工業化の過程は一層錯綜せざるをえない。
こうした現実の側面は、1997年半ばタイで起こった通

貨危機に端を発する東アジア危機から2年半余り経過し
た現在、ますます鮮明になっている。タイの通貨危機が
起こって当時、大半の観察者たちはタイの危機が燐国に
波及するはずはなく、一国内で早急に克服されると判断
していた。だが、現実にはまったく正反対の事態が起こっ
たのであり、この地域全体が多かれ少なかれ危機のウィ
ルスによる被害を受けることになった。したがって、19
95年のメキシコの危機と比較して、東アジアの危機が長
く持続していることを分析する必要がある。第2に、危
機以前の状況のなかで「万能薬」として通用していた輸
出主導型経済モデルの将来性を問い直す必要があるだろ

名古屋市立大学井上泰夫

う。最後に、ポスト危機の構図について仮説的ではある

が、現時点で言及することができるだろう。

1．持続的な危機一複数の危機

複数の国が危機に直接対時することになったが、危機
の性格は国ごとに大きく異なっている。複数の危機が存

在するのであり、ある国では通貨・金融危機にとどまっ
ているのに対して、政治的・社会的危機を引き起こして

国ぐにも存在する。共通の現象として指摘できるのはつ

ぎのような連鎖的関係である。すなわち、アメリカのド

ル相場と連動した為替システム、短期資本の莫大な流出

入、半導体生産のようなキー部門における過剰生産のリ

スク、輸出主導型経済。危機の具体的な性格を確定する

ためには、これらの共通の現象の背後にある内生的な因

果関連について言及すべきである。

1一1メキシコ危機との比較

1980年代に起こったラテンアメリカ諸国の危機と同様

に、メキシコの危機は財政赤字と経常収支の赤字によっ

て特徴づけることができる。この意味で、危機の責任を

政府のマクロ経済政策に帰することができた。これに対

して、東アジア危機において特徴的であったのは、設備

財生産だけでなく、金融・不動産市場における投機を狙っ

た民間部門の加速度的な投資であった(表)。

東アジア危機における通貨危機の引き金となったのは、

経常収支赤字、通貨切下げ、短期資本の流出という事態

であった。これに対して、金融危機は国内の金融システ

ムの弱体化によって引き起こされた。メキシコ危機では

金融危機は現実化しなかった。にもかかわらず、IMF

の救済策は危機の通貨的側面に関わっていたのであり、

東アジアの実際の状況に十分適応したものではなかった。

メキシコ危機とのもう一つの大きな違いは、市場構造
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の相違に関わっている。メキシコの輸出市場はその80-

90％がアメリカによって支配されている。当然、アメリ

カのヘゲモニーが隅々まで及ぶことになる。これに対し

て、ASEAN4か国（インドネシア、タイ、フィリピ

ン、マレーシア）の輸出市場はその50％以上が域内貿易

によって占められている（対日本一20％、対アジアNI

ES-29%、対ASEAN-7%、1996年)。アジア

NIESの輸出市場もまたその40%力城内貿易によって

占められている。したがって、危機以前において東アジ

ア諸国は堅固な成長の連鎖を誇ることができた。高い水

準の成長がNIESからASEAN、中国に波及したの

だった。この時期、楽観的な論者たちは市場メカニズム

のパワーを強く礼賛していた。だが、こうした大半の楽

観主義的予想に反して、東アジアの成長の好循環はそれ

ほど持続しなかったのであり、アメリカという巨大な市

場を抱えていないだけに、危機からの脱出はそれほど容

易ではないことになる(1)。

危機直前の経済状況(96年)(GDP比､%)

民間貯蓄一

民間投資
財政収支 経常収支

インドネシア ▲5.9 2.5 ▲3.3

韓国 ▲9.6 5.7 ▲4.9

タイ ▲8.7 0.7 ▲8.1

メキシコ（94件） ▲6.9 (▲0.7） ▲6.9

(出所)経済企画庁、1998年、p.144。

(注）1．メキシコについては、国内総貯蓄一国内総投資。
2．インドネシアの財政収支は、中央政府の収支。

経済企画庁1998年

1－2国内生産の停滞

国内生産の停滞は二つの直接的な要因によって説明す

ることができる。第1に、すでに見たように、IMFの

提案した緊縮政策はインフレ抑制の効果を上げることは

できても、国内景気の後退の歯止めとなるものではなかっ

た。第2に、バブル経済の崩壊にともなう貸し渋りが工

業部門にもマイナスの影響を与えている。たしかに、東

アジア諸国の金融システムは未来整備であり、対外的な

ショックに耐えうるほど制度化されていなかった。だが、

逆に言えば、金融自由化の波がこれほど急速に波及しな

ければ、深刻な状況にならなかったはずである。1998年

現在、不良債権がGDPに占める割合はタイで37%、韓

－－－

国で27％、マレーシアで22％、インドネシアで19％に達

している。さらに貸付残高に占める不良債権の割合は、

インドネシアで61％、タイで48％、韓国で33％に達して

いる（1998年)。言い換えれば、各国の株式市場で上場

されている大半の企業は金融問題を抱えているといって

も過言ではない。

こうした問題の深刻さを受け止めて、IMFは当初の

緊縮政策プランを修正することになる。1997年12月から

1998年7月にかけて、三つの修正が行われている。たと

えば、韓国に対するマクロ経済政策は当初財政均衡政策

が指導されたが、のちにGDPのl.75%、ついで4%の

財政赤字が容認されたのだった。それにともなって、金

利水準も下方修正された。

1－3労働市場の悪化

にもかかわらず、労働市場にも経済危機の影響が現れ

ている。韓国では、1年間に失業率が2％から9％に上

昇した。そして、危機の影響をまともに被ったのは、韓

国では主として正規労働者であった。独立自営業者、日

雇い労働者はむしろ危機の影響を免れている（経済企画

庁、1998)。通常、テイクオフしつつある国では、失業

者を吸収するのは農村である。だが、農村もまた景気後

退の影響を受けるようになると、帰るべき場所を失った

過剰労働者はもはや都市のインフォーマルセクターでし

か吸収できなくなる。したがって、東アジア諸国におけ

る社会保障制度を中心とする安全網を実現することが差

し迫った課題になっている。

2．輸出主導型成長の再検討

アジアの成長は所得分配の観点から見て、どのような

結果を引き起こしたのだろうか。工業化のテイクオフの

初期にはむしろ社会諸階層の所得格差が拡大することが

知られているいる（｢クズネッツの逆U字仮説｣)。たし

かに、1980年代アジア各国では所得格差の悪化を観察す

ることができる（溝口・松田、1997)。だが、他方で、

貧困率の推移はこの時期について貧困問題の改善を指摘

している。いずれにしても、経済的な平等の実現のため

に高い成長が必要であるにしても、成長の成果の平等な

- 1 0 -
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分配は決して自動的に保証されるわけではない。クズネッ
ツの仮説はあくまで西欧諸国の経験力輔提になっている
ので、それをそのまま現在の途上国に適用できるかどう

かには疑問の余地がある（南・中村・西沢、1998)。
経済成長のパターンに関わって今回の危機が示したの

は、輸出主導型成長のもつ脆弱性である。輸出主導型成

長は、世界的な需要の動向に大きく依存している。そし
て、IMFの経済回復プランのシナリオに従うと、世界

的な需要の収縮力覗実化することになる。「緊縮政策の

導入→需要水準の低下→輸出競争→通貨切下げ→価格競

争」という回路のなかでデフレ・スパイラルが一般化す
るリスクは存在する。さらに加えて、急成長の間に設備

投資きれた過剰生産能力がこの時期になって問題を引き

起こしている。世界的な需要の増大を信用経済の発展に

よって先取りしているかぎり、過剰生産は現刻上しない。

しかし、信用経済による問題の先送り（価格の世界の自

立性）には限界があることを、今回の危機は明らかにし

た。これはある意味で、きわめて一般的で、常識的な帰

結であるが、バブル経済の時期にはまったく省みられる

ことのなかった論点である。金融は経済の追い風の状態

（好況期）においても過大な増幅効果をもたらすし、逆

に、向かい風の状態（不況期）においても必要以上の収

縮効果をもたらすのである。今回の危機からの回復の道

は開かれた問題であるが、金融のレギュラシオンが製造

業の再活性化にとって決定的な重要性をもっていること
は確かである。とはいえ、あらゆる国に普遍的に通用す

るような金融システムが各国に導入されるのではなく、
むしろ各国の国民的特性を反映したかたちで独自のシス

テムの並存に向かうことになるだろう。

2－1経済成長のもつ意味

今回の危機のなかで限界が明らかになったバブル経済
は主としてどのような社会層によって支えられたのだろ
うか。言い換えれば、一時的にせよバブル経済による好
況は社会のどの階層に有利に作用したのだろうか。この
点に関して個別研究は、バブル経済と新中間層の登場が
同一時期に起こったことを指摘している（寺西、1998)。
彼（彼女）らは金融自由化の波に乗って、多少とも投機
的な経済活動に参加する（株式投資、不動産投資）こと

によって、規制緩和のレントを獲得することができた。

平均して、大学卒業資格、あるいはMBAを持っていて、

主として外資系の企業の中間管理職のポストを得るとい

うのが、彼らの平均的な姿であった。彼らは、財閥的な

企業管理に対して批判的であり、効率性を基準にして、

機能的な専門職による経営の革新を意図していた。

バブル好景気は投機的な投資に参加できる層に利益を

もたらした点で、アジア諸国、1980年代後半のバブル期

の日本、さらには現在のアメリカ合衆国の経済構造に共

通している。いずれにしても、それはかつてのフオーデイ

ズムのように社会階層全体の生活水準の同質的なレベル

アップを引き起こしたのではなく、社会の少数から構成

される「ニューリッチ」を生み出すことに終わったこと
が特徴的である。金融主導型の成長は結局、所得分配の

二極化を不断に生み出す傾向がある。いわゆる中間所得
層が社会の過半数を占める「樽型社会」ではなく、「砂
時計型社会」が金融経済の基本的な社会モデルなのであ
ろう。砂時計型社会の比嶮は、社会の二極化と同時に、
富裕層の占める割合が急速に減少して、貧困層が増大す
る状況を物語っている(Lipietz,1996)。不況からの

回復のめどが立たない日本、そして通貨・金融危機が実
体経済に悪影響を及ぼしているアジア詫国では、調整イ
ンフレを通じたバブルの「再来」への期待が少なからず

存在する。しかし、結局活動人口の10％程度に対してし
か社会的なレントの配分が行われないのであれば、「バ

ブル経済よ、もう一度」の期待は社会的にまったく空し

い掛け声であると言えるだろう。

2－2自立的、内生的成長レジームの確立を目指して

伝統的な理解によれば、東アジアにおける急成長はつ

ぎのように説明されてきた。GATT，WTOによって

貿易の自由化が国際的に実現しているので、輸出主導型

経済は直接投資の流入を可能にした。そして、国内には

基礎技能の習得に適応した人的資源が豊富に存在した。

好調な輸出に支えられるかぎり、全体として好循環が実

現した結果、多国籍企業の直接投資はさらに増大した、

と。だが、1995年にそれまでの円高．ドル安局面から反

転して、円安・ドル高局面になったことによって、自国

通貨をドルに実質的にリンクさせていたアジア諸国は自
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国の工業製品の輸出競争力を一挙に喪失することになる。

価格競争力力職能しなくなれば、当然、品質の競争力が

問われることになる。問題は、価格競争力は外的要因に

よって容易に決定されるのに対して、品質の競争力の形

成には多大の時間を要することにある。成長のテンポが

急速であったあまり、より高い品質の形成に必要な諸要

因は軽視されていたと言っても間違いではないだろう。

それらの要因とは、より高度な技能を習得しうる人的資

源の育成、中小企業のネットワークの形成、さらに社会

的インフラストラクチャーの整備などすべて長期的な投

資、育成の対象となるものである。

アジアの成長が一過性のものでないためには、おそら

くこれらの長期的な成長要因が相互に有機的に機能する

ようなシステムを作り上げる必要があるだろう。それは、

輸出需要の好不調という一時的な成長要因に依存しなく

ても、首尾一貫した経済成長を実現するために必要であ

ろう。あらゆる国ぐにが、これまでの日本のような「フ

ルセット型産業構造」を国民経済レベルで実現する必要

は現在のところないだろう。相互的な産業構造の補完関

係を地域的に実現することは可能であるが、産業競争力

の形成はどの国においても内生的な工夫によってしか実

現できないだろう。

2－3円圏の可能性

今回のアジアの危機をめぐる論議の中でとくに目立っ

たのは、円圏の形成を推進すべきであるという論調が日

本人の間で強まったことである（山本、1998)。マクロ

経済の動向がドルの為替レートによって容易に撹乱され

る以上、自国通貨価値の安定を求める声が強まるのには

当然である。1985年から1995年まではドルの為替レート

はアジア諸国の通貨にとって追い風の役割を果たしたの

に対して、1995年以降は現在まで、向かい風の状態が続

いている。したがって、理論的にはドルの為替リスクを

回避すべ<、円圏の可能性が模索されるのは現実的な戦

略である。だが、そのためには、多大の準備が必要にな

る。まず、すでに述べたように、国際資本市場の世界基

準を左右するのは、主としてアングロ・サクソン諸国の

金融機関であり、これらの金融機関は日本を含むアジア

の金融機関よりもはるかに高い生産性、効率性を示して

いる。円圏がローカルな金融機関によって維持されない

のであれば、アジアの資本市場が外国の金融機関の出先

によって牛耳られるというウインブルドン現象が起こり

かねない。

アジアの金融システムを強化するためには、公的なイ

ニシアチブが必要になるだろう。民間の金融システムは

国民レベルでの介入、そして超国民的レベルでの調整に

よって補完されて初めて効率性を発揮することができる

のである。この点で参考になるのは、ユーロの例である。

ユーロの発足は、度重なる通貨危機の経験を通じて考案、

準備されたことを想起すべきだろう。それは、資本市場

における特定の通貨への通貨投機を回避するための手段

でもある。いわば、市場における投機的活動を抑制する

ための政治的なイニシアチブである。しかも、超国民的

レベルでのイニシアチブであることによって、国民国家

の主権力刺制されるという性格も備えている。円圏の成

立には、そのような単一の共通通貨の実現の困難がとも

なっているのではないが、アジア諸国の政治的利害が複

雑に絡む問題が存在するのである。

2－4国家主導型レギュラシオンの危機を超えて

要するに、今回のアジアの金融・通貨危機は起こるべ

くして起こったといえる。数年前からすでに、東アジア

の急成長の脆弱性を指摘する分析は少数ではあるが存在

した。それは、構造的分析に重点を置くアプローチのメ

リットであった。脆弱性は二つの点に関して存在した。

成長モデルの観点に立てば、アジアNIESの発展は第

二次世界大戦後の特定の戦略圏と参入の論理にしたがっ

ていた（井上、1996)。貿易の自由化が維持されるかぎ

り、多国籍企業の直接投資と工業品の加速度的な輸出に

よって工業化を開始することができた。それは、イギリ

ス（第1世代)、アメリカ合衆国、ドイツ、フランス

(第2世代)、そして日本、イタリア、ロシア（第3世代）

に続く「第4世代」の工業化の例であった。だが、第4

世代の成長の脆弱性は、工業化に必要な設備財をアメリ

カ合衆国、日本から輸入し続けていることにある。現在

よりも段階の高い工業化を進めるためには、この技術依

存を克服する必要がある。そのためには、単純労働集約

的製品から熟練労働集約的製品へ、さらに資本集約的製
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品、知識集約的製品へと中心産業が移行するように、産

業構造を再編成しなければならない。おそらく現在のA
SEAN諸国は単純労働集約型から熟練労働集約型へ、

そしてNIESは資本・知識集約型へそれぞれ産業構造

をシフトさせつつある。そうした産業構造の再編成のた

めには、国家の介入主義だけでもうまく行かないし、市

場メカニズムだけでも不十分である。歴史的な経験の示

すことでもあるが、公的イニシアチブと私的イニシアチ

ブが融合して、適応的な制度を産みだすことが重要にな

る（青木・金・奥野、1997)。いれにせよ、こうした仲

介的制度の形成は試行錯誤を含む長い準備期間を必要と

するだろう。

成長モデルの脆弱性は国際通貨レジームにも起因して

いる。すでに見たように、国際資本移動はますます民間

によって推進されている。そして、国際的な債権．債務

関係には大きな非対照性が生まれている。日本は世界最

大の債権国であるが、1990年以降長期的な不況から抜け

出せないでいるのに対して、最大の債務国アメリカ合衆

国は1991年3月以来すでに7年に及ぶ長期的な好景気を

躯歌している。そしてアメリカは巨大な経常収支の赤字

を記録している（1996年、1997年についてそれぞれ、16

00億ドル)。アメリカは基軸通貨国としての特権を利用

することによって、財政的な規律を尊重しないで、世界

の貯蓄を吸収し続けている。すでにアメリカ国内の政府

債券市場は1997年現在、1800億ドルに及ぶ外国資本の流

入によって維持されているが、外国資本はますます民間

資本によって占められているのである（54.8％、1997年)。
このように、1997年にはアメリカの政府債券の三分の一

は外国人によって購入されている。1994年には外国人に

よる購入は、四分の一にとどまっていた。基軸通貨ドル

のパワーは強大であるにしても、それがドルへの信頼に

依存している以上、その基盤はきわめて不安定である。
この点から判断してもしたがって、債権国は過大評価

きれたドルを永続的に維持することはできない。だから
と言って、ドルの大幅な切下げは世界的な需要の収縮を
引き起こす恐れがある｡ドﾙに対する自律性を高めるた
めにも、アジアで自律的な通貨圏力轆立される必要性は
存在する。
アジアにおける国家主導型レギユラシオンはいくつか

の側面からゆらぎを見せている。まず、権威主義国家が

長期的にも機能したのは、この地域における成長による

生活水準の上昇が存在したからである。政治的自由は制

限されるけれども、それと引換えに規則的な成長が存在

したことが、社会的な妥協の内実だった。言い換えれば、

規則的な成長をもはや保証できなくなれば、政権の正当

性は大きくゆらぐことになる。したがって、開発独裁は

成長過程における「必要悪」では決してない。むしろそ
れは、冷戦によって特徴づけられるような国際レジーム

が産みだした産物であった。経済成長の達成はそれ自体、
社会主義諸国とのイデオロギーの闘いに勝つための主要
な手段としてみなされていた。

つぎに、多国籍企業はアジア地域レベルで生産と流通
のネットワークを形成し始めている。日本からの生産の
海外移転は1985年以降加速化したが、それはほぼ不可逆
的過程であるだろう。もちろん1995年以降の円安局面で
企業の海外進出は相対的に大きく後退しているが、世界
的な生産の最適化をめざす多国籍企業の海外戦略自体は
基本的に変容していない。国際分業の性格はしたがって
質的な転換を示している（井上、1996)。
最後に、国家の正当性は1990年代に入ってますます金
融自由化の影響を被っている。すでにみたように、政治
体制が資本市場の動向によって制裁されるという現象が
ますます強まっている。これは新興市場においても、日
本においてもそうである。今回の危機が提起した問題の
ひとつは、自由化のメリットを維持しつつも、どう国際
的な私的資本の移動を制御するかであった。自由化から
完全な門戸の閉鎖へという後戻りは不可能であるが、だ
からといって、世界基準の世界制覇が進行することも決
して長期的に望ましい方向ではないだろう。
以上の分析は、冒頭で述べた現代における自由主義の
浸透と経済の制度化の関連についても示唆的であるよう
に思われる。たしかに、1994-95年のメキシコの危機は
ラテンアメリカの他の諸国に波及することなく比較的短
期間にショックは吸収された。だが、その背後には、ア
メリカ合衆国政府の金融経済への迅速な介入が存在した。
自国へのショックの波及を恐れたアメリカ合衆国の対応
は素早かった。同様のシナリオを今回のアジア危機にあ
てはめることは困難である。ドルのヘケモニーに対応す
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るパワーを日本はこの地域で未だ持ち合わせていない。

そうした状況のなかで起こった今回の危機は、短期資本

の急流出入によって特徴づけられるように粗野な市場の

パワーをまざまざと見せつけたのではないだろうか。市

場メカニズムがときには裸の姿を見せることは、資本制

経済が本来的に成長と危機を内包する以上、回避できな

いことではないだろうか。1930年代の恐慌が今日そっく

り同じかたちで再現することはありえない。資本制経済は

決して単線的な軌跡をたどらない。自由化、そしてグロー

バリゼーシヨンを自国の発展のために活用することはそれ

ほど容易なことではないのである。自由化は今日、多国籍

企業による直接投資を通じて巨大なメリットを新興経済諸

国にもたらしている。しかし、直接投資の巨大なフローは

大戦間期にも存在した。したがって、現代の自由主義の力

を直接投資の水準に求めることには限界がある。

要するに、フォーデイズムの危機以降における自由主

義原理の導入、波及は行き着くところまで行き着いたの

感がある。いわば、自由化の過剰、疲労によるほころび

が1990年代後半以降目立ちはじめているのではないだろ

うか。自由主義のさらなる放任ではなく、その一定の制

御＝調整が経済の制度化、つまり、再規制化の社会的文

脈のなかで浮き彫りになりつつある。現代の国際経済は

かかる地平での分析の深まりを要請しているのである。

注

※本稿は、内容的に拙稿「東アジア経済の成長と危機の

レギュラシオン」（山田・ポワイエ編『戦後日本資本主

義』藤原書店、1998年、所収）と一部重複している。

(1)メキシコ危機と同様に、危機の1年後には東アジア

諸国は当初の為替相場の水準を回復している（実質．

実効為替レート、ただしインドネシア．ルピーは例外)。

だが、輸出の回復（実質・名目ターム）は当時のメキ

シコよりもはるかに遅く、危機の1年後にも国内生産

は依然として停滞し続けている（経済企画庁調査局、

1998年、参照)。メキシコは1996年初めに危機の収束

を宣言できたのに対して、東アジア諸国の政府は株式

市場における活況の回復にもかかわらず、将来の景気

展望に関してきわめて慎重である。
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第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）●特集／ まれる重大な構造上の欠陥が日本のパフォーマンスと将

来展望にマイナスの影響を与えていると確信している。

したがって彼らは、規制緩和を促進し、競争を拡大し、

官僚の権力と影響力を減じるような、根本的かつ包括的

な改革の断行を訴えている。彼らは、こうした改革によっ

て日本の経済システムに特有の要素の多くが排除され、

日本が他の先進工業国に近づくことができると考えてい

る。この見解は確かに主流となっており、既述のとおり、

多くのビジネス・リーダーや評論家だけでなく影響力の

ある政治家によっても共有されている。

日本が独自の、新古典派的な考え方に反するような経

済システムー「人本主義」あるいは「非資本主義的市場

経済」と呼ばれることもある－を発達させたと最近まで

主張していた者の中にも、この見解を支持している者が

いる(‘)。彼らは最近では、「構造上の変化に対する切実な

必要性」(Shimadaetal.(1997),pp､193-196)を示唆

するパラダイム転換を支持している。

他方、第二の思潮は、普遍的なモデルの存在を否定し、

したがって資本主義の多様な形態（日本型も含む）の肯

定面を強調するより、相対主義的なアプローチに立脚し

ている。こうした考え方を共有する者は、変化の必要性

を否定してはいない－それどころか、一部の者は環境問

題に深い関心を寄せており、この問題に関してより積極

的な政策を要請している－が、後述するように、日本社

会の基本的編成や政治制度に関する国内の改革の問題に

ついてはより保守的かつ批判的である。この第二の思潮

は現在は少数派だが、その支持者の中には影響力のある

学者や知識人が含まれている。

第三のグループは、ナシヨナリストもしくは伝統主義

者とでも言うべき一派で、伝統的な価値を重んじている

とはいえ、彼らが復帰しようとしている伝統的な価値は

必ずしも明確に定義されているとはいえない。こうした

考え方は、哲学者、歴史家、知識人が支持しており、経

済学者の中には支持者が少ない。ただし、不況と経済的

な苦境の深刻化や政治的な不確実性、そして特に日本の

内政に対する現実の、または想像上の干渉は、ナショナリ

ストのメッセージをより魅力的なものにするかもしれない。

第四の、つまり最後の思潮はマルクス主義のそれであ

る。学界ではいまだに影響力があるが、80年代から90年

グロ･サクソン型資本主義に対抗しうるオルタナティヴ

だと主張した。こうした自信に満ちた積極的な見解は主

に経営学者から発せられたが、影響力のある官僚、政治

家、ビジネス・リーダーの中にも支持者がいた。一時期、

日本は知的分野においても米国の覇権に挑む用意と意志が

あるかに見えた。しかし、この段階は長くは続かなかった。

1990年代が経過するなかで、まずバブルが崩壊して経

済成長が数年間停滞、さらにいくつかの金融機関が事実

上倒産したことにより、経済が麻津したばかりか、日本

モデルが効果的で優秀だとする考えも深刻な打撃を受けた。

今日、エコノミスト、経営学者、政治家、識者は、明

らかに、日本経済モデルが深刻な欠陥を抱え、日本は根

本的な構造改革を必要としているという点で一致してい

る。日本の経済企画庁でさえ、既存の制度はもはや歴史

の「大きなうねり」に耐えうるものではなく、「日本の

社会経済構造の抜本的な改革と個々 人の意識改革」

(EconomicPlanningAgencyandEconomicCouncil

(1995))を必要としていることを認めている。

1980年代とは異なり、いまや論争は日本人の間で、日

本人のために交わされている。政治の方向性や政策の立

案に直接影響することもあり、きわめて活発で、生き生

きとした論争となっている。しかし、日本の制度改革の

必要性については合意ができているとしても、改革の方

向性と規模については一致をみていない。国民の考え方

や事態の成り行きに影響を与えようと、対立する考えや

意見が活字化されたり、テレビを通じて放映されたりし

た。どのような解決策が浮上するのかは明らかではない

が、提唱者の知的ステイタス、もしくはその思想の堅固

さのからより多くの聞き手を獲得し、大きな影響力を発

揮している思潮を拾い上げることは可能だ。具体的に言

うと、私は、何を、いかに改革するのか、という問題に

ついて書かれた膨大な評論、論文、文献を4つの基本的

なグループに分類できることがわかった。すなわち、リ

ベラル改革派、文化相対主義者、伝統主義者、マルクス

主義者の4グループである。

第一の思潮は、「普遍的」な経済原理、あるいはもつ

と端的に言えば、新古典派の経済原理を信じるリベラル

改革主義者の立場に立つ一派である。彼らは、いくつか

の重要な例外を除いて、日本の社会経済システムにはら

ｊ
・
Ｉ

日本経済モデル論争

アジア社会経済研究所コッラード・モルテーニ
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だし日本資本についても同様なのだが）買収の障害となっ

ている株式持合制度、などに見て取れる。米国政府に対

しジョンソンは、一部の日本的慣行（貯蓄奨励策、協調

的な労使関係、一部の産業政策）を採用し、同時に、日

本に重商主義的な慣行を改めさせるか、そうでなければ

罰金を支払うよう求めることを提案した。

当時、日本で最初の公式の反応は、日本の独自性を否

定し、日本経済も新古典派の枠組みに従っていると論じ

るものだった。東京大学の経済学者である三和芳朗は、

｢日本に特有なものなど何もない(...)日本経済の現象に

みられる支配的なパターンは経済学の標準的な原理で説
明できる(…)日本経済に内在するメカニズムの本質は、
他のほとんどの経済に内在するメカニズムの本質に酷似
している」(Miwa(1995),p.viii)。一方、政府、特に
通産省は、日本の市場が開放されていることを証明しよ
うと精力的なキャンペーンに打って出た。通産官僚は、
関税率から見れば日本市場は世界屈指の開放性を誇って
おり、輸入量が着実に伸びていると指摘した。また、外
国企業が占める市場シェアの小きさは、差別的な慣行の
結果ではなく、日本企業との競争力（価格、パフォーマ
ンス、信頼性、アフターサービス）の差、外国企業の努
力不足、消費者の嗜好に由来するとした(3)。その後、い
わやる数値目標に基づく貿易政策をめぐって米国と対立
するようになると、通産省は、一国の経常収支は本質的
には国内の貯蓄と投資との差によって決定されるのであ
り、したがって、その国の市場の開放度を測る手段とし
て利用することはできない(MITI(1994))、とのマクロ
経済的立場を採用した。こうした議論は、数回にわたる
貿易相手国との交渉において効果的に利用きれた。

しかし1990年代初頭になると、影響力のある日本人評
論家やアナリストが提唱する新たな論調力治頭してきた。
彼らは、自国の経済システムの独自性を認めはじめただ
けでなく、日本のシステムがきわめて優れており、アン

はじめに

現在、日本では、学者、評論家、ビジネス・リーダー、

政治家、高級官僚が、日本資本主義の構造上の特質やそ

の特異性（あるいは特異性の欠如）について、さらには

現在の社会経済システムを変えるのに必要だとされてい

る根本的な改革について、幅広い議論を繰り広げている。

この議論は非常に息の長いもので、場合によっては'9

20年代に日本資本主義の「真の性格」をめぐって交わさ

れた有名な論争'1にまで潮ることもできよう。しかし数

十年の間は、これらの問題に対する関心は主に学界に限

られ、一般大衆や日本の政策責任者に本格的な関心を呼

び起こすには至らなかった。

ところが、日本が米国の覇権を脅かす経済大国として

台頭する1980年代半ば以降、日本が他の国々と異なって

いるのかどうか、また、自己変革をしなければならない

のかどうかが、重要かつ微妙な政治問題として浮上して

きた。ただし当時は、米国人学者の一派一のちに「リ

ヴイジヨニスト｣(2)として知られるようになる一が論争

の中心をなし、日本経済が他の資本主義国、特に米国の

モデルと根本的に異なる一連の原理やルールに従ってい

ると主張していた。リヴイジョニストらは、日本モデル

に特有の要素として、行政指導による徹底した政府介入、

閉鎖的な企業集団、未熟で非効率的な資本市場と労働市

場を指摘し、日本は世界市場において別個に扱うべきア

ンフェアなプレーヤーだと論断した。リヴィジョニスト

の指導的存在であるチヤルマー・ジョンソンによれば、

日本は自由貿易を支持しておらず、「自国の製造業の輸

出量を最大化し、輸入量を最小化するために国家の力を

利用する重商主義国家である」(Johnson(1990),p.71)。

ジョンソンによると、このことは、日本製品の内外価格

差、日本企業の馴れ合い主義､行政手続きを規制するルー
ルの不透明性、搾取的な価格慣行、外国資本による（た

I
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代にかけて地場を失った。とはいえ、現在の危機は、彼

らによると寡占的・国家統制的な日本型資本主義に対す

る彼らの批判に、新たな武器を提供した。しかし、その

一方で、マルクス学派は実現可能性のある、実際的な解

決策を提供できずにいるように思える。マルクス主義者

らは、今のところ、政策決定過程に影響を及ぼすことが

できずに、むしろ単に異議申立てをしているにすぎない。

この論争の争点は多様だが、主要な関心事、あるいは

注目の焦点は、市場に対する国家の役割、民主社会にお

ける官僚の権力や能力、資本市場の機能およびそれに関

連するコーポレート・ガバナンスの役割、労働市場およ

び人的資源管理のモデルである。本稿も、主にこれらの

問題、特に国家の役割について論じる。私が代表的と考

えるオピニオン・メーカーの仕事を見ることによって、

4つの思潮の思想や提案を検討する。使用される材料は

主にモノグラフだが、日本のメディア、特に日本の代表

的経済新聞である「日本経済新聞」に掲載された記事や

論文も取り上げる。できるかぎり網羅的・客観的な紹介

を試みたが、見落としたものがあった場合には、すべて

筆者の責任である。

1．リベラル改革派

リベラル改革派の中では、東京大学の経済学者である

野口悠紀夫が根本的な改革を提唱した第一人者であり、

最も権威がある。彼は、多数の著書や記事を手がけてお

り、特に『194岬体制：さらば鞠寺経済｣(Noguchi(1995))

は良く読まれているが、今のところ日本語版しかない。

この本の中で野口は、日本の基本的な経済制度一例え

ば、従業員中心の企業、特定の産業や低生産性部門の保

護・育成を目的とした積極的な国家介入など－が日本の

伝統文化や価値観の遺産でもなければ、戦後改革（すな

わち米国による占領期に採用された改革）の産物でもな

いことを十分に論証する材料を提供している。彼の意見

によると、日本経済の構造上の特質は戦時政策の産物で

あり、工業生産を増大しつつ、社会の平和と安定を維持

しようとする努力の産物である。この意味で「日本経済

にとって、大戦は終わっていない｣。

これは一般的な見方ではないが、野口自身も指摘して

いるように、まったく新しい見解でもない。日本におい

ても、海外においても、戦争の遺産の重要性を強調した

学者は初めてではない。中村隆英(Nakamura(1978))と

いった著名な経済学者が「戦後日本の社会経済制度は太

平洋戦争中に設計され、発展した」と述べている。また、

最近では、東京大学の経済学者である岡崎と奥野がその

著書の中で「現代日本に最も特徴的な性格は、重化学工

業と経済の軍事化と並んで、1930年代と40年代初頭に登

場した」(OkazakiandOkuno(1993))ことを強調して

いる。また、20年以上前、野口自身が榊原英輔とともに

「日本経済の高度成長を支えた経済．金融システムは本

質的には戦時システムの延長線上にある」(Noguchi
andSakakibara(1977))ことを力説した論文を執筆し

ている。

それならば、野口の見解はなぜ今になってこんなに活
発な議論を呼び起こしているのだろうか。彼の著書や論
文はなぜこんなに論争の種になっているのだろうか。

一つには、野口が仮説を注意深く検証し、主張を支え
る証拠を大量に集めたということがある。

第二に、上にも述べたように、野口の著作のタイミン
グである。すなわち、日本の戦後史における最も長い不
況のというタイミングである。しかも、日本が今や一方
で他のアジア諸国の低価格競争にさらされており、他方
で先端技術開発の分野で米国に遅れをとっている時期で
もある。換言すれば､野口の著作は、日本が自らの制度に
ついて、そして国際競争の時代の挑戦に立ち向かう能力に
ついて、自信を喪失している時期に出版されたのである。

第三に、野口は原因と対策を明確に指摘している。原
因については、戦後経済発展を維持するのに決定的な投
割を果たした戦時システム（野口の用語法では、「1940
年体制｣）こそが、現在の日本の構造的諸問題とそれら
を乗り越えることができないことの主因としている。ま
た、対策については、野口は、日本の経済システムを徹
底的に改革し、規制緩和や分権化を推進し、そして何よ
りも他の欧米諸国同様に、より競争的なシステムに近づ
けることを提言している。

重要なのは、野口の見解が孤立したものではないとい

うことである。上述したように、日本の経済学者の多く
が同様の見解や認識を共有している(51･例えば、1980年
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代には日本資本主義やその企業システムの優位性を強調

する傾向にあった経営学者の島田晴雄や伊丹敬之もそう

である。特に伊丹は、日本企業の「人本主義」パラダイ

ムを造りだした。伊丹によると、人本主義とは、「物質

的な資源ではなく、人的資源が資本基盤となっていおり、

金を提供するものではなく、この人的資本基盤を提供す

るものが支配する資本主義」(Itami(1987))である。

明確に述べられてはいないが、伊丹の分析においては、

この異なる種類の資本主義がより「人間中心」なだけで

はなく、低コストでの情報の交換・集積を確保するにあ

たってより効率的であるとの考えが暗示されている。と

ころが、1980年代に「人的資本パラダイム」を主唱者で

あった伊丹は、最近になって「パラダイム・シフト」と

題する論文を共同執筆している。この論文では、「製造

業を支えて来た社会システムのあらゆる分野における構

造変革の切実な必要性」(Shimada,Itamiand

Takeuchi(1997))について言及されている。なかでも、

競争パラダイムや終身雇用制を含む日本的雇用慣行の変

化が特に強調して提唱されている。

改革を特に強く提唱しているのは一橋大学の経済学者

で、膨大な数の著書を持つ中谷巌教授である。最近では

『日本経済の歴史的転換点」(Nakatani(1996))と題す

る著書を書いている。

中谷によると、転換点に達したのは、戦後高度成長を

支えてきた制度が疲弊し、根本から改革せねばならない

からだ。中谷は、急速に退化しつつある日本経済システ

ムの要素として特に次の4つを挙げている。

①行政と民間部門との間の密接な関係、②日本の戦後金

融システムの柱を成すいわゆるメーン・バンク制度、③終

身雇用と年功序列に基づく雇用制度（これは今や「ほとん

ど化石化している｣)、④生産設備の海外移転のために崩壊

しつつある消費者向けエレクトロニクスや自動車産業にお

ける垂直的な「系列｣、の4つの要素である。

中谷から見て、これらの要素はすべて、日本が欧米工

業国に追いつこうとしていた過去においては、重要かつ

積極的な役割を果たしたが、今日では、さらなる経済発

展にとっては足かせ、もしくは障害となっている。例え

ば、過去においてメイン・バンクは、成長しつつある戦

略的部門に資金を提供するだけでなく、一般に株主が軽

視されている日本の企業システムにおいて、監督機関と

して重要な役割を果たしていた。しかし現在、金融の規

制緩和や間接金融から直接金融への移行のプロセスを経

て、メイン・バンク制度の重要性は大幅に低下した。し

たがって中谷によると、革新的な部門や企業に対する資

金提供を可能にするような、より効率的な資本市場やそ

の他の制度の整備力穏務となっている。

また中谷は、政府と民間企業の関係が親密すぎる点に

ついて、日本の戦後経済を効果的に支えてきたことを認

めながらも、いまではむしろ、経済活動を阻害する足か

せとなっていると主張する。

中谷が「制度疲労」と呼ぶ問題を乗り越えるために、

彼は、規制緩和や透明化を進め、技術革新を中心とした

システムを確立し、現在の平等主義の行き過ぎを改める

プログラムを提案している。具体的に言うと、『日本経

済新聞』に掲載された記事(Nakatani(1995))の中で、

中谷は、4つの点を挙げている。第一に、伝統的な産業

政策を転換し、より厳格で効果的な競争政策を導入する

こと。第二に、労働力の流動性と効率的な労働市場の発

達を促進するために解雇手当を改革すること。第三に、

すでに述べた金融システムの改革。第四に、リーダーシッ

プを発揮できる政治指導者層が官僚の隠れた権力に取っ

て代わることが可能になるように、政策決定プロセスを

再編することである。

この最後の提案は、当然のように、多くの政治家が支

持している。たとえば、小沢一郎は、総理大臣や内閣の

権限を強化するための運動を展開している(Ozawa(19

93))。また、メディア、特に日本最大の新聞である「読

売新聞」の支持する行政改革プログラムとも一致してい

る(Yomiuri(1996))。

しかしリベラルなエコノミストの見解は政界でよりも、

実業界で広範な支持とコンセンサスを見出した。実際、

『経団連の2020年に向けてのヴィジョン』(Keidanren

(1996))は、この思潮の前提や処方菱と多くの点で一致

している。何よりもまず、次の考え方が一致している。

｢現在までの日本に繁栄をもたらした政治的、経済的、

社会的システムは様々 な点で行き詰まっており、その結

果、社会のあらゆる部門で活力と方向感覚を喪失してい

る｣。というのも、「日本が怠慢を続け、自己改革を怠れ
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また、「E

要因につい

特に政府に

癖」を指摘

心的な姿勢

失による社

ている。こ

作に登場す

頼に基づく

者にとって

採用すべ

(いわゆるう

これもやは

一致してい

①政府規制

経団連は

－

作に登場する可能性は低いだろうが、秩序を重んじ、信向転換し、「欧米の経営哲学とは異質な経営哲学はもは
頼に基づく社会の利点を享受することに慣れている経営や許容されえない」と主張している。
者にとって、確かに懸念材料となっている。それ以来、実業界は改革の最も強力な支持者となった。
採用すべき改革については、経団連は'0項目のリストこうした論調の変化の背景にある副次的な要因としては、
（いわゆるアクション2'プログラム）を提案しているが、外圧や国内経済の条件が悪化していることに対する懸念
これもやはり多くの点で新古典派エコノミストの論調とが大きくなっていることが挙げられる（後者の方が重要
一致している。リストには下記の点が含まれている。である)。しかし、実業界がこのように自己主張するよ
①政府規制の徹底した見直しを行なう。この点についてうになったことは、日本における経済的・政治的権力に
経団連は次のように指摘している。「新規参入に対す根本的な再編が起きていることの現れである。実際、企
る規制は2000年までに全廃するべきである。他の経済業はもはやかつてほど国家の支援に依存してはいないし、
規制については、ごく一部の例外を除いて、2010年ま現在直面する問題の解決にとっては政府介入よりも規制
でに全廃するべきである。また、社会的規制について緩和の方が役立つと考えている。つまり、企業部門は成
もすべて徹底的に見直されねばならない。残るのは、熟し、自分の考えや要求を表現する自信を身に付けたの
安全、健康、環境対策を維持するための最低限の規制である。経団連の表現を借りれば、「日本がそのアイデョーーニーー

ンテイテイと方向感覚を取り戻したいのであれば、財界
だけだ｣。

／亥‘ ②透明で効率的な「小さな」政府を実現するために、行は率先して日本が歩むべき道を示さなければならない」

議騒襄蕊醗
団連は、その象徴として、1998年末までに首都移転をられているのも不思議ではない。
決定するよう求めている。

③労働の流動性を促進するために労働市場の規制緩和を進2．文化相対主義者と伝統主義者
め、個人の業績にのみ基づく退職金制度の浸透を図る。

④原則として規制のない、効率的で透明性の高い金融．大蔵省財務官であり、率直な発言で知られる榊原英輔
資本市場を確立する。経団連にとって、これには、政は確かに新古典派エコノミストに対する主要な批判者の
府が掌握している郵便貯金や郵便保険の「分割民営化」一人である。彼は傑出した人物であり、縦社会である日

本にあって様々な機関を渡り歩いてきた異色なキャリア
も含まれる。

を誇る。榊原は、親しい友人でもある野口と同様、東京
⑤円のグローバル化を図る。
これはきわめて自由主義的なプログラムであり、かつ大学経済学部を卒業後、大蔵省に入省した。その後1960
て企業が「高度成長と呼ばれる全面戦争において、戦場年代の後半に米国に留学し、1969年にミシガン大学から
の指揮官としていた銀行や経済官僚」(Sakakibaraand博士号を取得している。

ｼジジ
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当時、榊原の思想は新古典派エコノミストの影響を大

きく受けていた。（東大で榊原を指導したのは、ハーヴァー

ドから帰国したばかりの小宮隆太郎であった。小宮は当

時の日本の学界を支配していたマルクス主義の影響と戦

おうとしていた)。それどころか、すでに述べたように、

1977年の時点で榊原は野口とともに、大蔵省と日本銀行

の「帝国」(SakakibaraandNoguchi(1977))を批判

する論文を執筆している。榊原が最近振り返ったところ

によると、当時、石油ショック後の日本は、今日と同様

の「改革」ムードの第一波のただ中にあったが、そうし

たなかで榊原は新自由クラブから国会に立候補するため

大蔵省退官を決定した。上記の論文は大蔵省に対する一

種の告別の辞のつもりだったという。

ところが榊原は結局出馬せず、（当時野口も教鞭をとっ

ていた）埼玉大学に移籍し、数年後には大蔵省に復帰し

た。その頃までには、本人も最新の著作「進歩主義にさ

ようなら」(Sakakibara(1996))で明白に認めているよ

うに、榊原の思想は劇的な変化を遂げていた。かつて日

本独自のシステムを批判していた榊原は、いまや日本型

市場経済の強力な支持者となっている。

榊原は、時空を超越するような普遍的・標準的価値を

有する経済体制などというものはありえず、複数の経済

体制が存在しているという前提から出発し、いまや、日

本のシステムは成功しているのみならず、欧米（アング

ロサクソン）流の資本主義に対抗する正当なオルタナテイ

ヴを成していると主張する。榊原によると、「日本は過

去六十数年あまりの間に一種独特のモデルを発達させ、

多元的な政治体制を備えた非資本主義的市場経済とでも

言うべきものを確立した｣。ただし、「資本主義の多様な

形が、その国の歴史的・文化的進化の在り方に応じて各

国が選択・発達させることができる正当なオルタナテイ

ヴとして認められるならば」(Sakakibara(1993))、こ

れを日本的資本主義と呼ぶことに特に異存はないという。

基本的に日本モデルの特徴は、榊原の言うところの、

伝統的な「株主主権」に取って代わった「従業員主権」

である。「従業員主権」の概念は伊丹敬之から借りたも

のである。伊丹によると、「従業員主権」は、「企業は、

企業に献身し長期にわたって企業の中で働いて来た者に

属する(･･･)。彼らこそ主権の持ち主である。すなわち、

企業活動の経済的産物の配分に関する決定権と優先権を

有している人間である」(Itami(1984))という考えを

表わしている。したがって、榊原にとって、日本企業の

経営トップはもはや株主のために働いているのではなく、

従業員の利益のために働いているのである。

これらは、大胆で、急進的な考えであり、それだけに

内外で議論の対象となったり、疑問視されてきた。しか

し、厳密な定義からは程遠いとはいえ、「従業員主権」

の概念（ただし「中核従業員主権」の方が適切と考える

が）は、日本の企業構造（蒋に大企業）における現実と、

その特殊性を反映してはいる。しかも、榊原などのオピ

ニオン･メーカーは、日本モデルの正当性を信じている

だけでなく、その長所が短所を大きく上回っているとの

考えを共有していることを指摘しておくことが肝要であ

る。榊原の考えでは、この体制の最大の利点とは、従業

員側の参加・モチヴェーシヨン・協力の度合の高さ、な

らびに、使用者側によるより効率的な情報の使用である。

榊原にとって、日本のシステムは改革するよりも、ま

ず日本人自身によって理解され、評価されるべきもので

ある。榊原の考えでは、「日本のシステムの現実を明確

に認識しないまま改革を叫んできたことが、日本力埠屈

に米国や欧州の要求に迎合する結果を招いてきた（…）

そして、まさにこの認識不足が現在の困難と停滞の主因

である｣。榊原の結論は、日本が自らの成功の理由を理

解しないかぎり、「彼らは永続的なキャッチ.アップ．シ

ンドロームに身を置くことになる｣。したがって、榊原

は「日本が自らの置かれている状況をよく見極め、（…）

それに応じて政策を決定する時がやってきた」

(Sakakibara(1993))と考える。

しばしば論争の的となる榊原はまた、16人の学者と思

想家から構成される勉強会を組織し、日本、米国、欧州

の経済・社会システムの徹底した比較研究を行なってい

る(Sakakibara(1995))。この研究の結論は、相対的に

言って、日本は一般に描かれるほど異質ではなく、しか

も、日本は「開発国家の制約から自らを解放し、国民の

権利や消費者主権に基づく普通の国になるべきだ」

(Sakakibara(1995))と考える主流の「エコノミスト、

経済誌、多国籍企業の経営者」にさえ教訓を与えること

ができる、というものだった。なかんづく、この研究は、
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しかし、官僚の権力と影響力を日本における諸悪の根源

とみなす最近の傾向には賛成しかねる。

したがって、過去10年間における劇的な変化を考慮に

入れるならば、日本は改革を必要としているという意見

に私は賛成である。なかんづく、知識集約型産業の発展

に必要な人的資本を確保したければ、教育制度の改革、

何よりもまず大学制度の改革が必要である。しかし、日

本モデルが過去の遺物であり、これを捨てて代わりにア

ングロサクソン・モデル、より適切には米国モデルに多

くの点で類似する新たな制度を採り入れなければならない

かどうかについては、確信がもてない。改革は確かに必要

なのだが、漸次的な改革を導入した方が効果的であろう。

部外者の目から見ると、日本にとって必要なのはイデ

オロギー上の論争ではなく、すでに述べたように、日本

に発達したシステムの利点を理解しながら同時に、環境

の変化に適応しうる実際的なアプローチである。

それどころか、実際的なアプローチこそが支配的にな

るかもしれない。多くの官僚できえ、特に強大な通産省

の官僚が改革の必要性を理解しており、しかもそれは、

そうすることによって改革を自分たちの期待通りの方向

に向かわせるという思惑からだけではないのだ｡徐々 に、

しかし、着実に、終身雇用制のような「神聖な」制度も

変化しつつある。一部の企業は徐々 に開かれた、一年中

の採用に移行しはじめている。また一部の企業は、経験

のある、特に退職後の労働者を臨時従業員として雇用す

ることに利益を見出しはじめている。経団連は野やる気

のある従業員に昇進の機会をより多く提供するために社

内採用制度の導入を検討している。しかし、こうしたこ

とは、日本に米国と同様の労働市場が形成されることを

意味するのではなく、社内競争の度合が高まることを意

味するのである。したがって、将来も日本の大企業の頂

点は同じ企業で働いてきた経営者が占めるのだが、生存

率が低下し、競争が激化するのである。

私の意見では、日本はまた、コーポレート・ガバナン

スの在り方も維持する努力をすべきだ。むろん、部分的

な改革は必要だ。しかし、株式の相互持合制度に基づく

日本のシステムが、（中核従業員の注意深い監視のもと

にある）経営に対する株主の管理能力を低下させるので

あれば、このシステムは、健全な企業を食い物にする、

良心的とはいえないような乗っ取り屋から、そして、物

質的・人的資源の拡散から、企業を守ることができると

いう大きな利点がある。

結論を言うと、経済システムの差異や特異性は消滅す

ることはないだろう。特に日本に関してはそうである。

それは、少なくともある程度は、欧米諸国の道を歩むだ

ろうが、同時に独自の特質を維持し、さらに重要なこと

には、今まで通り、他国、特に東・中央アジアの発展途

上国に影響を与え続けるだろう。日本の経験から最も利

するのは、まさにこれらの諸国である。

第一に、多くのエコノミストが指摘したように、バブ

ル経済とそれに続く不況の主因が、金融機関の賢いとは

言い難い振る舞いや金融当局の誤った政策判断にあると

するなら、コーポレート・ガバナンスなど、日本モデル

の他の要素までやり玉に挙げる必要があるのだろうか。

制度の編成が違っていれば投機的な行動を防止すること

ができたと自信をもって言えるだろうか。市場に出回る

流動性が高かったことや期待が大きかったことを考え合

わせると、バブル現象はおそらく不可避だったであろう。

また、労働市場については、どうして（中核）従業員

中心企業システムを放棄しなければならないのであろう

か。私の意見では、日本の企業は、複雑な組織における

人的資源の管理において、より効率的であるとともに、

より民主的でもある方法を編み出したのであり、その結

果、協力と競争の間の均衡をうまく取っている。

このシステムが日本の産業のリストラクチャリングを

妨げていると言えるだろうか。私が理解する限りでは、
この点について野口は明確で動かしがたい根拠を示して

はいない。野口は、効率的な労働市場･資本市場が欠如

しているために、日本にはマイクロソフトやインテルの

ような企業が育たないとしている。にもかかわらず、日

本の戦後史は、多くの企業（本田、ソニー、キャノン、

京セラ、任天堂、アマダ、ミツトヨ、そして様々 な部門

や分野の中小企業）の成功の歴史である。あるいは、大
企業の革新性についてはどうだろうか。この点でも、明

白な根拠があるとは言い難い。大きな企業も、経営者が

新たなヴェンチャー･ビジネスを育成する先見と勇気が
あれば、革新的であることができる。そして、私が理解
しているところでは、日本の大企業の経営者は無為に時
間を過ごしているわけではなく、新世紀における課題に
よく気付いており、それらに直面する準備ができている
のではないだろうか。自らの企業の成功と生き残りのた
めに努力するしか道はないという理由からも、彼らはそ
うするだろう。絶えず新古典派エコノミストの矛先が向
けられている官僚権力の問題に関しては、確かに官僚や
政治家は農業や小売といった低生産性部門の利害を保護
することに成功してきたと言える。こうした保護は地方
および都市の環境を守るために必要だと主張することも
できる。とはいえ、経済効率の観点からは理不尽である。

支配的な見方とは異なって、日本政府は米国を含む他の

先進諸国政府よりもはるかに小さな政府であると指摘し
ている。実際、人事面で見ると、日本政府（中央と地方

合わせて）の職員数は住民1000人あたり40.5人（軍隊を

除くと38.3人）にすぎない。一方、米国では79.3人（軍

隊を除くと68.7人)、ドイツでは78.3人（同75.2人)、フ

ランスでは95.4人（同88.2人）である。また、他の側面

(金融や株保有制度）では、日本は米国よりもドイツや

フランスに類似している。榊原の考えでは、従うべき普

遍的なモデルが明白に存在しているわけではなく、日本

は独自のモデルを発達させるべきだし、また発達させる

ことができる。

「進歩主義にさようなら」でも榊原は、「アメリカ人

自身がアメリカン・ドリームの妥当性を疑問視しはじめ

ている」いま、日本をアメリカ化することを望んでいる

｢改革派」の大多数に反対している。すなわち、「新保守

主義革命の原理や思想に賛成していないのであれば、日

本人は新たなパラダイムを模索するべきだ｣。

しかし、この新しいパラダイムの基本的な前提が何で

あるか、現在の病理を治療するための処方菱が何である

かについては明らかになっているとは言えない。このこ
とがおそらく榊原の主張の最大の弱点である。が、こん
にちの日本において榊原の見解が主流に対する最も強力
な挑戦となっているのは否めない。
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(1990)、Fallows(1989)、Johnson(1990)、Prestowits

（1989)、VanWolferen(1990)などがある。

(3)NewsfromMITI,1990-1992年の各号を参照。

(4)例えばItami(1987)(1994)を見よ。

(5)構造的改革を支持する立場から発された意見の中で

も特に影響力のあるものとして、日本経済研究所の香

西泰所長のそれや(Kosail997)、日本筆頭の経済新

聞、「日本経済新聞」(NihonKeizaiShinbun(1995))
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小野田若菜／訳

3．伝統主義者（未完）

4．マルクス主義者（未完）

おわりに

日本の将来の方向を決めるのはどの思潮だろうか。野

口のような改革派のリベラル・エコノミストのそれだろ
うか、それとも日本型市場経済の擁護者のそれだろうか。
日本とその政策立案者は今後も欧米の方を向き続けるの
だろうか。それとも、現在の経済・社会的な問題の解決
策を国内で探すのだろうか。
私はリベラル改革派の分析に多くの点で賛成するが、

結論と処方菱には賛成しかねるものもある。 －22－
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集／第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）

国際経済の変革期における新興小国

歴史学者、そして経済学者たちは長い間、ヨーロッパ

でもアジアでも諸大国の動向、すなわちそれらの戦略、

軋櫟、成功と凋落に注意を傾けてきた。20世紀を通じ

(今日、ある点では冷戦の終焉とともに1990年ごろにそ

の完成形態に近づいたものと考えられているが)、諸大

国は小国に対する相対的な優位を拡大し続け、また多少

なりとも統合された広大な地域圏をめぐって世界地図を

再編成するに至ったといわれていた。実際、多くの証拠

に反してしばしば想起される、有名な3大陸の「3棚上」

地域圏はその一例である。

現在、90年代という長い移行期に、さまざまなグローバ

ル化の脅威を前に一つの従来とは異なったビジョンが形を

なしてきている。それは世紀転換期に「スモールイズビユー

テイフル」という有名な格言を告げるかもしれない。

一政治的な面では、20世紀の後半は、まずヨーロッパ

以外の地域から、次に（ソ連崩壊後）ヨーロッパを通

じて、小国の数の増大とともに世界地図上絶え間ない

分裂がおきた。

一経済的な面では、今や、3大陸の先進諸国（そのう

ちいくつかはアジア諸国）で結成されているOECD

諸国内部にて、さまざまな形態の地域統合を伴った対
外開放路線が、国内市場の広さに長らく結びついてい
た大国の優位を侵食することになった。かくして目下
のヨーロッパの冒険的試みにおいて、メディアはこの

変化を導くあるいはブレーキをかけると考えられる超

大国メンバー（統合ドイツ、フランス、イギリス）の

動向を見守り続けている。しかし国家的競争力、一人

あたり所得、成長率という点で集計的な経済パフォー

マンスの勝者の面子は、オランダ、ルクセンブルグ、

デンマーク、オーストリア、アイルランドとすべて小

国である。「オランダモデル」は多様な形をとってい

るのである。

-OECD諸国以外では、いまだ盛んな国家の分裂を

応用数理経済研究所シルヴアン・ウイツカム

通じて出現した小国たちの成り行きを見定めるのは難

しい。たとえば香港の行く末を考えればよい。隣人で

ある大国との関係は歴史的偶然に支配され、大陸間の

中継地、あるいは地域圏の交差点という諸機能がが巨

大港湾拠点を導入するか否かに応じて、さまざまな形

で結びついてくるのである。

－（特にヨーロッパと日本の）経営者たちにとっての

実際的な意味は、商品フローの計算から情報と金融的

要請のフローの計算へと移っている。

1．地政学上の大きな傾向一世界中における国家

の増殖

統一的な国民国家は公式的には、300年前の、主とし

てスペインとフランスの君主制による最初の実践から登

場したとされる。それ以前は各君主は、異なる領地、領

民、あるいは「公国」に対する、法律上ははっきり区別

された諸権力の集積を「その手中に」おいていた。以上

のことから、現代の歴史家たちが、世界中の存在してい

た（あるいは共存していた）君主の実際の数の変化をあ

とづけるのは不可能である。というのもそれは世紀の動

きにしたがって大幅に変動するからである。大帝国の中

で、種々雑多な多数の国民と領地が軍政学的制約の下に

集結していた時代（いわゆる「有機的な時代｣）は、こ

の一時的な大統合体の分裂という、まったく逆の時代

(いわゆる「批判的な時代｣）に取ってかわられた。現代

人や歴史家たちはこの分裂の時代を、アナーキーで無秩

序で不安定な時代とみなす。しかしながら、他方で、こ

の時代は、地域的自律性と民主化の発展に好都合な集合
的なプロセスと位置づけられるのである。

帝国の寿命の長さは宗教的な団結力や政治家の能力よ

りもむしろ地政学上の文脈に左右される。陸上の相互関

係によって強化された大陸の帝国（モンゴル、トルコ、

－23－
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オーストリア）が、ベニスから弱いネットワークとして

結びついていた海上の帝国よりも根強いことは歴史が証

明している。

19世紀には、「国民性の原則」というイデオロギー的

華々 しさの下、国家の数は著しくはかわらなかった。と

いうのもヨーロッパにおける（イタリアやドイツの）国

民統合のプロセスは他方で間隔をおいた分裂という代償

を見いだしていたのである。実際、ベルサイユ条約、ト

リアノン条約（1919-1920年）の作成に参加した政府の

数は、ナポレオン戦争に終結をもたらした前世紀のウィー

ン会議（1814-1815年）に出席していた君主の数とそれ

ほどかわってはいなかった。

逆に、2唯紀(すなわち1920年以後を指す）は全期間を

通じて政治上の分裂に向かった大きな傾向が目立ってきた。

－ジュネーブの国際連盟加盟国は、1920年末の最盛期

で30ケ国。

-1946年のプレトンウッズでの国連創立時加盟国は51

ケ国。

－旧英、仏、蘭領植民地の独立期である1966年に国連

加盟国は122ケ国（20年で2倍以上の増加)。

－旧ソ連崩壊がまだ完全に終結していなかったと考え

られる1992年に国連加盟国は179ケ国（16年で50%の

増加)。

最後に、国連の議席（ニューヨーク）の加盟候補国は近

年平均して1年に2～3国のペースで増えてきており、数

多くの外交専門家は、相互承認され、国際公共決定機関に

加盟している独立国の実数は2M年に2側ケ国に達すると予

測している（くしくも数世紀の間、神聖ローマ帝国に加盟

していた君主、大公、自由都市の数に近い数字である)。

このことから国境が絶え間なく増え、国内フローから

対外フローへの静かな転換が絶え間なく続くことになっ

た。世界的な生産量あるいは富の量が一定の下、政治的

分裂は国際取引の膨張を引きおこしている。この国際取
引が一般に生産よりもはるかに早いペースで毎年拡大し

ている原因は、単に諸国が以前よりもより対外開放をす
すめたからばかりでなく、現に存在している国の数が増
大したからでもある。

この分裂は現代の政府の諸目的にも反しているばかりで

なく、次のような知的な合意にも反している。それは、現

代国民国家は、数多くの世界的な問題、すなわち過去はソ

ビエトの脅威､現在は大規模インフラ・科学研究プロジェ

クト、未来は公害や干ばつを防ぐ環境管理といった問題に

挑戦をするには技術的に小さすぎるという合意である。

様々な地政学上の理由がこの現代の「有限な世界」の

分裂状況を説明するものとして挙げられる。

まず､小国､大国間で繰り返される国境紛争の解決のた

めの非暴力的な国際的プロセス、調停、妥協は、よく妥協

の名の下の新しい政治的存在､緩衝国家の創出という第三

の答えに至ることがある。近東におけるレバノンやヨルダ

ン、あるいはアジアにおけるシンガポールやバングラデシュ、

そしてスロバキア、スロベニア、バルト三国を生み出した

同じ要因が将来、スコットランド、シシリー島、カタロニ

ア、コルシカ島にも作用するかもしれないのである。

第二に、独立によりすぐに得られる、評価しずらいが

議論の余地のない利益を考えるとができる。一つの地域

や領域を主権国家に転換する過程はすべて、様々なホワ

イトカラーや地方指導者たちのために数多くの政治行政

職のポストを創出するのみならず、さらに外国の入植者

の大量流入をも意味する。まず、他国の外交官が定住し、

次に大銀行や多国籍企業グループの支店、代理店が進出

する。誕生した新しい国が小さいほど、この政治的利益

は国民にとって即時に関係してくるのである。

国家間で繰り返される対立の枠内において、ある地域が

離脱し独立を獲得するということは伝統的に対立相手の弱

伽上と解される(おそらく誤解であろうが)。実際、地域に

よる独立への願望と運動には、たとえ直接外国によって引

き起こされなくても、しばしばどこかに外国による奨励、

たとえばかなりの資金援助といった奨励を必ず見いだされ

る。外国での反乱の奨励は、たとえ公的な外交規律ではよ

い行いと明確に記されていなくても、陰で兵力が準備され

ながら、ときおり、外見的には突然に、衝撃的な裏切り行

為として牙をむくに至るのである（トリポリ、バスクなど)。

特に広範囲に偏在する陰の組織的な力は伝統的に外国での

反乱を裏から奨励することで恩恵を受けているのである

(様々 な形態のマフィアは、おそらく小国の方が我がもの顔

にふるまえると考えているのだろう)。

国際行政機関による革新もある。この半世紀、とくに
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工業の諸問題がある（1868年のイタリア統合後の南イ

タリアのケースと同様である)。

－ボンとベルリンの間、戦後の西ドイツの成功に示さ

れたライン流域商業文化とプロイセン的官僚文化の間

の資本移転を通じて、連邦機関に形成されるはずの相

乗作用は、旧ソビエ支配下であったという東ドイツの

足かせのために、長い間、硬直化している。よって、

現代の統合大ドイツでは、以前から連綿と続いていた

ドイツ帝国的な好戦主義的記憶はないものの、それ以

外のあらゆる問題、つまり旧西ドイツよりは権力をも

ちながらも、競争力と効率性に欠けており、数量的に

も、質的にもフランス的対外拡張モデルに近いという

問題が明らかになっている。

しかし、先進国間の国際的に開放された空間において

は、国家の大きさはもはや得にならないとはいえ（近年

の日本のいくつかの問題がおそらくその例証となってい

るだろう)、いまだ強固に壁でしきられている世界のそ

のほかの部分では、なおブラジル、中国、インドのよう

な大国が、保護された大きな国内市場をもつという昔か

らの相対的な優位を保ち、新興小国では、フランソワ・

ペルーが25年前にレバノンの例を用いて説明した「市場

の狭陰性という制約」が永続する危険性力堵えられよう。

冷戦終結のあらゆる帰結がグローバル化の加速と論理

的に結びついているという現代の「世界的段階」(Zaki

Laidil997)では、小国や極小国は国際的な枠組みで二

極分化するようになってくるだろう。すなわち、先進国

の中でももっとも豊かな国の組と、最貧国の中のもっと

も貧しく停滞している組である。

しかしながら、香港の例を鑑みるとこの二分法は緩和

される。

先進国経済において、国家競争力が一般に小国の間でよ

り高くなっていることを明らかにしている。世界競争力

報告の格付けによると、この先進国グループの中の小国

の好パフォーマンスぶりは近年、国内市場の段階的消滅

を前にしてますますはっきりするようになった。

他方、対外開放している先進国グループの中の大国が

相対的に悪い経済パフォーマンスなのには、多くの原因

が絡んでいると思われる。

積極的な企業戦略、特にヨーロッパ企業の戦略は、対

象地域が完全に取引自由化している以上、その地域の大

小を無差別にして入念に練られている。実際、中央ヨー

ロツパー帯にスウェーデンやオーストリアの企業群が近

年盛んに進出している。

（歴史家ケネディが誇張して見立てた）帝国の責務の

重さ、現在の権力維持に起因する過大な行政・財政費用

の負担、あるいは過去の勢力拡大からくる一般的な費用

は、白熱したヨーロッパ規模及び国際的規模の競争に重

くのしかかってくる。領土の拡大により周辺地域の独立

や分離の希望が促進されればされるほど、中心部からの

補助金の増加によりる費用負担がますます重くなり、国

家財政にのしかかるのである。

そして特に小国内でめだつ（付表参照）（商業的、金

融的に）二重の対外開放は、おそらく社会的許容範囲内

で、生産装置のより厳格な適応をその国に強いるのであ

ろう（ベルギーの例)。

戦後状況を支配してきたアメリカとドイツの2国は参

照に値する。世界的な超大国であるといわれると同時に

競争力の先頭にあると経営者たちから認められてもいる

現代の合衆国は、世界に例外的存在として認められてい

る。諸外国に使用されているアメリカの貨幣と、アメリ

カの構造的赤字はその矛盾の中心を形成している。

他方、ドイツの統合はよい例証を提示している。すな

わち、東ドイツという新しい州のためにボンは多大な補
助金を出しているのである。これはおよそ1兆ドイツマ

ルク近くになりそうで、1991年の統合後、大蔵省による

最初に告げられた予想額の2倍以上にのぼることになる。

－（あらゆる補助金と同様に）確実に建設と公共土木

事業を誘発することになる。しかし産業、特に統合後
に大規模に旧式化した生産能力をもつ高級品生産の軽

第二次世界大戦後、順調に発展した国際機関はこの累進

的な分裂を、推進することはないが、技術的に容易にす

ることで関与している。世界銀行（ワシントン)、世界

食糧機関（ローマ)、国際労働機構（ジュネーブ)、欧州

投資銀行（ルクセンブルグ)、欧州復興開発銀行（ロン

ドン）からの技術、資金面での援助が果たす職務、機能

は小国、特に新生の小国にとって大きな役割を果たし、

有益なのである。

次の分析は、おそらく大国（アメリカ、中国）や中規模

の国（フランス）と比した世界の小国の数を特徴づける重

要な分岐点と尺度、関係を形成するであろう。(特に世界銀

行による）最新の数値によると、今日、小国は次のような

形で一次接近できるだろう。すなわち人口は1千万人以下、

かつ（あるいは）面積は10万km2以下の国である。こういっ

た国は国勵ﾛ盟国の約半数を占めているのである。

ない。企業が依拠した規模の経済は企業が活動する環境

に依拠した外部経済と一体となっていた。

予想外にも20世紀末のグローバルな対外開放路線は集

合的効率性、国家競争力（いわゆる「環境｣）という点

で大国の長年にわたる経済的優位を打ち崩しているよう

に考えられる。

国の大きさは少なくとも3つの尺度で把握される。す

なわち、国土面祇、人口、国民の豊かさの水準（ある

は一人あたり国民所得額）である。私は過去25年間のい

くつかのデータと関連する説明を集めた(付録A参照)。

それらは世紀末の現在、グローバルに対外開放している

付表A先進国における大国と小国の経済パフォーマン
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の比較(OECD諸圖

2．グローバルに経済開放している諸国の間では、

国の大きさはもはや得とならない

百年前に競争による最適を最初に提示した理論家たち

は、一般にすべての経済活動は収穫逓減の制約下におか

れるものと仮定していた。一方、この信念は戦後の分割

され、資源、設備が不十分であったヨーロッパで一般化

されたが、以後、その信念が広まるにつれて逆に、技術

進歩があらゆる経済活動、規模の経済の無限の機会を保

証した。それによる市場の拡大はこのよい証拠かもしれ
Jsoecnvesdel'OECD.196Cmqm”定

付表A(続き)1995年の対外開放指標(OECD加盟先進国のうちの大国と小国）
国内総生産に占める割合：c
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3．新興小国に特有の脅威

かつて一括して第三世界と名付けられていたOECD

諸国以外の世界の国々 は今や多くの分類の対象となって

いる。以前に「新興工業国」と定義されていた特殊な諸

国のカテゴリーは、今日（世銀の分析によると）「中継

国｣、あるいは「新興国」として今日注目を浴びている。

特に金融業界によって広められたこの語の意味から、国
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期間

長期（1960-93） 中期(1988-93)
一

国内総生産（年平均成長率）

西側7大国
OECD加盟小国

3.4

3.7

1.6

1.7

１
１

３
４

0．9

1．3

13.0

25.2

10.6

12.3

15.2

28.4

6.9

9.6

商業的対外開放（1） 金融的対外開放（2） 総合的対外開放（1＋2）
OECD加盟4大国

アメリカ

日本

ドイツ

フランス

22.4

17.3

53.5

42.4

5．9

5.5

12.0

13.4

ヨーロッパ4小国

デンマーク

オランダ

オーストリア

フィンランド

69.5

119.7

75．7

67．7
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補足的研究から、この節は会議にて口頭で発表された)。表B対外開放指標
D諸国の平均ｵ錐に上昇したのである。世界経済フォーラ

ム（ジュネーブ）の1996年の分類では、国際的企業の経

営者たちによって、シンガポールと香港は上位の2位と3

位に位置づけられた。これは1位の米国に続くもので、日

本（1995年の4位から1996年の11位へとはるかに後退し

ている）よりもはるかに上位なのである。

多くの点（株式市場の驚異的な発展も含めて）で香港

とシンガポールは、新興市場あるいは移行中の市場とい

う共通の枠組みよりも、ほかの世界的な大拠点（ロンド

ン、東京など）と同一視されたり、比較されたりする。

台湾と中国、クウェートとイラク、チュニジアとアル

ジェリアのような異なった形で誕生したが文化的には近

い隣国同士の間でも、最初の3小国の方は1990年代の初

めに、一人あたり所得が少なくてもそれらの隣にある大

国の4倍に達し、産業高度化の水準も非常に高い。ほか

の国家間競争の中でもこのような型のものは、危険と政

治上の不測事態がつきまとう。

(F.ブローデルが指摘したように）すでに3世紀前

のルイ14世による絶対王政下のフランスも、フランドル

戦争にて度重なる襲撃を行い、小共和国オランダのアム

ステルダムでの通商による国際的な進出、商業的成功と

いう脅威をつぶしてしまおうと試みていた。

全般に、世紀の転換期にて小国は、世界的ケームにお

ける異なったアクターとして、3つのカテゴリーに分類

されるようになっている。

内の離陸が様々 な形態をとった非対称的な資本投入と結

びついていることがわかる。すなわち、一方的で大規模

な輸出という自発的な対外開放戦略のことである。

新興小国の発展の論理は、脱植民地化という運としば

しば結びついた、その誕生の歴史的偶然に支配されたま

まである。かつては強い民族的自覚とともに、大勢力を

もっていたこともある古い先進小国（オーストリアやデ

ンマーク）の場合と異なり、新興小国はしばしば近隣の

大国（たいていはこれら小国よりも経済的に遅れている）

に文句をいわれ続けてきた。これら諸国すべてにとって、

近隣地域内での開放と遠方の大陸間中継との結びつきカミ

様々 に異なる選択肢や説明ケースを示すことになる。た

とえば、地中海諸国の例は、近接性を重視するヨルダン

のシナリオと、遠く大陸を越えた関係を優先せざるをえ

ないイスラエルのシナリオを対比しているのである。

しかしながら、戦後の香港の「奇跡的」シナリオを歴

史的にあとづけることで、港湾的発展の一大拠点を抱え

る新興小国一港湾拠点によりこれら諸国は狭陰性の制約

から開放されたのである一においてなによりも重視され

るべきものがわかる。

ここでは、強い競争的圧力下での国際関係の論理が、商

品輸送と貯蔵のための自主管理港という伝統的に有利な条
件を、情報と金融フローの世界的ネットワークへの統合へ
と移行させた。そして国民の熟練形成と第三次産業の拡大
力坪行的に連動することで一人あたりの所得がほぼOEC

コ スタ リカ

ヨル ダン

イスラエル

レバ ノン

ボツワナ

シンガポール

参考

アメリカ

ブラ ンス

結論：自律的な大陸間中継地の世界的ネットワーク？
121
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国境の役割低下と共に「世界的な中核都市化」

(P.Veltzl997)によって、今世紀の転換期においては、

かつてハンザ自由都市や海外交易支店であったという長

きにわたる海洋的伝統を持つ新興小国による、大陸間を

橋渡す役割がはっきり分かるようになってきている。

香港(この国は歴史上かつて一度も完全に独立したこ

とがなく、また、かつてより広大な中国の領土全体に一

度も完全に統合されたことはない)という最適な例が示

しているように、最初は商業の、やがては金融上の拠点

となり、自立性と独立性に限界がありながら、背後に控

えている国と連帯していると同時に切り離されていると

ころもある。

これらすべてのことが示しているのは、規制緩和の進

行を眼前にして、これら国際的通商の結び目の数、重要

性、機能は拡大するであろうということである。これに

はアジアでは、より広い周辺全体(中国、インド、イン

ドネシア)にも及ぶことである。

OECD先進国の空間と種々雑多な途上国、移行国

（これらはしばしば過去の歴史的緊張に由来する)の空間

とのこれら結束点こそが、世界中で進行している移行の

成功にとって決定的に重要であることがわかってくるで

あろう。

高橋美弥子／訳
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（注）※は1995年

(出所）世界銀行,"Rapportsurledeveloppement,1997'',

－トップレベルにて富裕な先進国としての小国

一低発展状態にある最貧国に属する小国（ボツワナ、パ

ラグアイ等）

－2つの世界が出会う港湾的拠点と、それらの相互作用
に起因する海洋国としての小国

これら小国の代表者たちの行動のみならず、（特にヨー
ロッパと日本の）経営者たちの主導権も、これら重要
な国際的中継地の急速な技術的発展、すなわち商品フ
ローから情報と資本のフローへの発展に適応しなけれ
ばならない。

4．我々の国の経営者たちにとっての財務的意味

(LeFeuzJeMo7zdese"De"elOppeI7zerztの研究事務
局であるB.ムボココ氏と行っているこの夏に進行中の

付表B表A新興小国の基本指標（1996年）
GDP成長率(%)

（1986-1996年）
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●特集／第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）
に上昇した。1985-1989年におけるこの先進国での上昇

傾向は、直接投資不振の期間中に（マイナスへと）逆転

していたのである。この結果、直接投資はいまや先進国

でよりも発展途上国においてより大きな役割を果たして

いる。p.4)」

アジアにおいて、各国（日本を除く）によって歓迎さ

れた直接投資は、1986年以降、絶えず、また急速に増加

してきた。たとえば、1986-1990年の年間平均で、133

億ドル、さらに、1991年には186億ドル、1992年には2

80億ドル、1995年には594億ドルといった推移であった

p.2，⑳p､4)｡」

直接投資の金額は、受け入れ国の経済規模、関連法規

やインフラの整備状況、その他外国企業の誘致を目的と

する諸々 の優遇措置に大きく依存する。とくに、1987年

以降、直接投資のフローはASEAN諸国（タイ、マレー

シア、フィリピン、インドネシア）で増加し、高水準を

維持してきた。タイとインドネシアではこのフローの水

準力雛持されているが、他の2カ国では1980年代末から

減少が見られ始めた。これとは対照的に、中国では極め

て高い率の増加があり、その金額は1991年の112億ドル

から、1992年に275億ドル、1995年に358億ドルへと推

移した。（⑳p､2，⑳p.4)

東アジアに投資を行ってきた先進国のなかでも日本は

とくに注目される。というのは、日本企業がこれら地域

へ他の先進国企業よりも一層積極的に進出してきたから

である。当然、この時期、日本は対アジア投資の件数に

おいても、金額においても先進国中トップの地位を占め

ている。

東アジアへの日本の直接投資には、さまざまな要因が

複合的に作用している。同一アジア圏に属し、民族的重

複性、地理的近接性といった有利きのほかに、日米間の

通商（貿易）摩擦のシビア化、1985年の「プラザ合意」

(ここで先進5カ国の蔵相会議か開催され、それまでの

ドル高是正が決定された）以降の急速で大幅な円高、企

業に資金調達を著しく容易にした経済のバブル化などが

重要であり、さらにこの時期にあっては日本の寡占的な

企業間競争が過剰生産能力の高まりにプッシュされて熾

烈となり、これがまた企業の対外進出を加速させる要因

になったのである。

のグループにあっては18％、日本のグループにあっては

25％であった。また、逆輸出の比率は、アメリカのグルー

プで14%、日本のグループで10%であった。（⑳p.23)

C-A・ミシヤレがすでに30年も前に「(多国籍企業の）

子会社の進出は受け入れ国の輸出入に間接の効果を及ぼ

す(@p.37)」として、その具体的内容を的確に説明

していたことが想起される。

貿易で取り引きされる工業製品・工業財の比率の上昇

は、アジア諸国とくにASEANの技術的発展、工業的

発展のレベルを反映している。さらに、これらの製品・

財のなかで労働集約的、資本集約的性質のものが、少し

ずつではあるが、年々 その比率を高めている。たとえば

繊維製品、電気機器（おもに家庭電気製品）、一般機械

(産業機械、事務機、情報処理機器等）、輸送機械（自

動車、車体、部品、付属品等）、化学製品、精密機器等

で々ある。

したがって、東アジア諸国はアジア地域における域内
取引、対外貿易、国内生産において、諸国間、業種間に
差異があるとはいえ経済の工業化と先進国への一定のキヤツ

チアップを達成してきたといえる。もちろん、こうした
点とかかわって、これら地域の諸国が、多くの発展途上
国がこれらを規制もしくは国有化してきた1970年代とは
異なり、外国からの直接投資の誘致を含め工業化のため
の多大な奨励策．推進策を採ってきた事実を忘れてはな
らない。

アジアにお け る 貿 易 と 多 国 籍 企 業 の 戦 略

愛知大学藤本光夫

1

い比率であった。@pp､21-22)

日本の側から見るならば、その1991年におけるアジア

向け輸出が1010億ドルとなり、戦後初めて920億ドルの

対米輸出を凌駕するにいたった。

これらのことからも、1980年代後半の時期以降のアジ

ア諸国における経済成長と経済発展が著しく高かったこ

とが明らかである。こうした成長と発展の背景には、ベ

トナム戦争終結以降のアジア諸国における政治的安定と

西側先進国への経済的依存の強まり、さらに日米欧から

のアジア投資の増大などがあった。

ところで、経済成長を支えてきた工業の発展は、輸出

入に占める工業製品比率の増大をもたらす。

1990年代になると、NIESとASEANの間にも若

干の違いはあるが、さらに後者のなかで、タイとマレー

シアは最高の工業化率を達成しており、フィリピンとイ

ンドネシアはそれがまだ50％の水準にあった。中国にあっ

ては、この比率は1984年の48.3％から1992年の79.5％へ

と飛躍を遂げている。(@pp.14-15)

さらに、アジアの貿易は他の地域との間で最高の伸び

を達成したばかりか、1958年に成立したEECにおいて

例証されているように、域内で、たとえばASEAN諸

国が相互の通商協力を深めることによって急拡大を遂げ

てきた。東アジアの域内貿易すなわちNIES、ASE

AN、中国の間の相互の取引額ドは、以下の数字が示す

ように急速な伸びをみていたのである：1985年:206億ド

ル、1990年:435億ドル、1995年：1350億ドル。つまり、

1985年から1995年にかけてこの伸び率は7倍となったの

である。@pp.20-21)

同時に、取り引きされる財のうち生産財、資本財、中

間財（すなわち部品、半製品）等の比率は多国籍企業の

アジア諸国への進出の拡大とともに増加してきた。1994

年、多国籍企業の輸出総額に占める子会社の比率（多国

籍企業の国境を越えたグループ内の取引）は、アメリカ

はじめに

1

今日世界経済は大きく揺れ動いている。とりわけ、東

南アジアや日本においては、その経済・金融システムの

ノーマルな機能力顎なわれているし、大企業の破産、救

済あるいはサバイバルのための買収や合併(M&A)、

追加的資本出資、大規模雇用削減・リストラが日常的と

なっている。要するに“悪循環(cerclevicieux)''が諸

国の経済を覆っているのである。

こうした現状を正確に把握し、アジアの将来を予測す

るためには、地域レベルの経済の実態とその統合化、さ

らに同質的な経済空間を形成しつつある多国籍企業につ

いての綿密な調査と分析が必要と思われる。しかし、本

稿では、これまでの十数年を射程に入れて、主として東

アジア・東南アジアの貿易の推移、その多国籍企業との

かかわり、さらに後者の進出戦略を考察したい。
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Bアジアへの対外直接投資の特徴

対外直接投資の増加は、しばしば貿易の伸びと比較さ
れる。たとえば、国連貿易開発会議(UNCTAD)の
報告は次のように述べている。「1991年から1993年にか
けて、世界の直接投資残高は、世界のGDPのほぼ1.5
倍の伸びをみた財・サービスの世界大的輸出増と同様に
2倍近く伸びてきた@p.4)｡」

さらに、1980年代から90年代にかけての発展途上国に
おける対外直接投資の伸びが顕著であった。上の報告は
また、発展途上国へ向けての直接投資が総固定資本形成
に比較しても急速であった事実を明らかにしている。
「発展途上国にとって、この比率（総固定資本形成に

対する対内直接投資）は、1985-1993年に2％から7％

Aアジアにおける貿易の推移と特徴

1985年から1995年にかけて、世界の貿易に占める東ア

ジア諸国の比率は、10.5%から17.1%へと上昇した。19

95年度における各地域の内訳をみると、アジアNIES:

10.4％、ASEAN:3.8%、中国:2.0%であった。この

年、日本の輸出総額は4430億ドルであったが、東アジア

のそれは8710億ドルと日本の2倍弱の規模に達していた。

(@p.17,@p.50)

アジアの対外貿易の伸びは、1985-1995年の期間に最

も高い水準を達成し、その率は平均して10％を維持して

きた。とりわけ、1990-1995年の期間における東アジア

の貿易の平均的伸び率は15.8％であり、これはまた域内

では20.3%、中国にあっては26.8%といった驚くべき高 -30－

－29－
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アジアにおける対内投資に占める日本の割合は、1990

年から1993年の間に、NIESでは平均27.6%、ASE

ANでは同22.0%であった（⑳p.27)。また、投資国の

なかで日本の直接投資残高の比率は、韓国においては39.

1％、台湾においては31.8％を占めていた（⑳p､39)。

さらに、直接投資は現地法人が動員する資本（資金）

額とは区別されねばならない。というのは、多国籍企業

が現地で調達あるいは借り入れる金額が巨額にのぼるか

らである。多国籍企業と国籍を同じくする多国籍銀行や

受入れ国の金融機関が、日本企業の現地子会社に多額の

融資を行い、信用を供与するのである。これに現地子会

社の利益の一部をもってする再投資が加わる。多くの場

合、現地調達資金が親会社からの追加出資を越える。徳

永正二郎の調査結果によれば、日本多国籍企業の子会社

における現地での融資比率は、アメリカのそれが46％で

あるのに、68％になるという(@p.11)。

2．多国籍企業の対外貿易に対する戦略と意味、

またASEANの経済発展との関連

多国籍企業に関する最も代表的な理論モデルとしては

①HOS(ヘクシャー、オーリン、サムエルソン）のテ
オレーム、②プロダクト・ライフ・サイクル論、③資本

の国際化論、④資源（リソース）の国際的移転論、⑤寡
占的支配構造要因論、⑥内部化理論、⑦折衷理論、⑧資

本の過剰蓄積、過剰資本の理論、などを挙げることがで

きる。

これらの理論、理論モデルは、いずれも企業はなぜ海

外に進出するのか、それはどのように、どこに進出する

のか、について説明しようと試みている。そこで、多国

籍企業の戦略はこうした理論それぞれに則して考え、体

系化することができる。たとえば、プロダクト・ライフ・

サイクル論を例にとるならば、企業の戦略を3つの段階

すなわち新製品、成熟製品、標準化製品の段階に沿って

展開・説明することができる。しかし、分析のさいに諸

企業が位置づけられるのは、これらの3段階のうちのど

れなのか、が重要となるであろう。また、折衷理論を取

り上げた場合、企業が”所有の特殊優位"、”内部化の

特殊優位"、”立地の優位"(Opp.76-86)のうちどの

優位性を決定的と考えるかが、戦略的重要性を決定付け

るであろう。とはいえ、その前提として、こうした多く

の理論モデルのうちどれが、理論的に普遍性を持ちうる

かが吟味されねばならない。場合によってはこれらの理

論的止揚の上に求めるべき最適モデルを構築しうる可能

性も否定できない。

したがって、ここではこうした理論モデルへの依拠と

いった方式は採らないで、もっぱら多国籍企業を受け入

れる諸国の経済的な発展段階を基底に据え、この前者の

戦略をより具体的なレベルで捉えてみたいと考える。

2-1多国籍企業の本国・受け入れ国の輸出入に対する

インパクト

1960年代以降、多くの研究者、議会（たとえばカナダ

や米国）、OECDや国連（とくに多国籍企業の行動法

典）などが、多国籍企業の及ぼすポジティブもしくはネ

ガティブな側面を検証しようと努力してきた。

1984年に、B.ユゴニエは、その著書のなかで、受け入

れ国に対する多国籍企業のポジティブ、ネガティブといっ

た対立し合う両インパクトを詳細に示している(@pp.

197-198)。

その幾つかは互いに対立し合うが、まず、ポジティブ

な側面は次のようになる：ある国での多国籍企業の活動

はその国の貿易収支を改善する、経済活動を活発化させ

る、競争を強めかくしてインフレを抑える、雇用水準と

従業員の資格を引き上げる、大幅な税収を可能にする、

技術移転により科学技術のポテンシャルを強固にし、さ

らに最も条件の悪い国の発展を可能にし、その世界資本

主義への挿入を容易にする(@p.197)。

貿易にかんして、かれは一方で貿易収支の改善を、他

方でそのネガティブな効果を指摘している。だが、その

どちらが主要な側面かは明示していない。

ところで、経済企画庁の報告「アジアと欧米の経済展

望」では、多国籍企業本国と受け入れ国への直接投資の

効果をポジティブな視点から6つ挙げている。それは、

①輸出代替効果、②逆輸入効果、③市場拡大効果、④輸

出誘発効果、⑤輸出業者への刺激効果、⑥輸入転換効果

である@pp.99-100)。ここで、通常取り上げられる

効果は輸出代替効果、逆輸入効果、輸出誘発効果の3つ

－31－

である。なお、この報告でも若干のケースを除いて、そ

の全体の効果がポジィティプなのかネガティブなのかを

明らかにしていない。

要するに、対外直接投資の効果にかんしては、各多国

籍企業本国、受け入れ国においてのそれぞれの実態・実

情、多国籍企業グループ内の国境を越えた取引などを具

体的に分析することが必要になる。そのさい、多国籍企

業の子会社．系列会社といった生産の単位が製品別分業

を行っているのか、それとも工程別分業を行っているか

で大きな相違が生じるであろう。

A日本と米国との比較(I)

経済企画庁は、日米多国籍企業に対する1993年の調査
結果をもとに1つの傾向を引き出している。

すなわち、「日本から北米への投資効果は輸出誘発効
果より輸出代替効果がより大きい。アジアの場合には、

これが逆転し、全体として輸出拡大効果と逆輸出効果が
見られる。しかし、貿易収支は北米、アジアともに赤字
である｡@pp.104-105)」

B日本と米国との比較（Ⅱ）

米国では海外子会社からの輸入額は同国の輸入総額の
'4％を占めるが、これが日本では10％に過ぎない。また
米国の輸出総額に占める海外子会社向け比率は18％であ
るが、日本の場合は25％に達する。(@p.23)
両国の間の相違は、おもに受け入れ国への多国籍企業
の浸透度、世界的なグループ内分業、地域的・世界的な
生産単位間のネットワークの密度、日米間の経営方式の
差異などに依るものといえる。

C日本の事例における特徴

1989年において、アジアに進出している日本の多国籍
グループ内における仕向け地別取引比率は、日本向けが
58.9％、北米向けが57.8％、アジア向けが35.6％であっ
たp.53)。

1997年のアジアにおける金融危機以降、日系子会社は
完成品ばかりか、中間製品、部品の類まで域外へ再輸出
しており、このことは進出先国．地域の景気動向が多国
籍企業の活動、とりわけその輸出入戦略に著しい影響を

及ぼすことを示すものだが、ここでは指摘するだけに止

めたい。

2-2多国籍企業の戦略と受け入れ国の産業政策の間の

若干の問題一日本の多国籍企業を例にして一

対外的に輸出だけを行っている企業の最重要目標は、

国内生産を維持しつつ、絶えず輸出数量と輸出金額を増

大させることにある。

ところが、対外直接投資を行い、現地生産を開始した

企業は、当初その戦略を輸出の延長に位置づけるが、対

外的発展がさらに進展すると、つぎの主要戦略は複数国

にまたがった企業内国際分業の組織化へと移る。この発

展段階の企業はその輸出・再輸出の性格を変化させる。

というのは、貿易はもはや企業の主要目的ではなくなる

からである。貿易と直接投資との関係は、きわめて複雑

に絡み合ってくるが、世界大的生産効率、販売効率がむ

しろ輸出入よりも重要になってくる。しかしながら、各

国家にとっては、貿易収支、貿易黒字が最重要であり続

ける。そこで、多国籍企業と諸国家の利害が対立し、顕

在化してくる。

Aアジアにおける受け入れ国の輸入代替工業化政策と

日本の多国籍企業

東南アジア諸国で採用されたこの政策は、これに加わっ

た多国籍企業に一定の利益をもたらしてきた。

というのは、①受け入れ国が多様な優遇措置を講じ、

便宜を図った、②日本の諸企業は米国との貿易摩擦に起

因する過剰生産能力を回避・解放できた、③低賃金を中

心に相対的な低コスト生産が可能になり、そのため国内・

国際競争に優位に対処できるようになった、からである。

また、それまで日本から輸出されていた製品の一部が

現地で生産され、これが日本へ逆輸出されるようになっ

てきた。これは明白に直接投資のネガティブな効果（産

業の空洞化を誘発する）ということができる（とはいえ

世界的、地域的にトータルに競争の効率効果が波及する

ので、一部を取り上げてネガティブということの問題性

を提起しうるが、ここでは取り上げない)。
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Bアジアにおける多国籍企業受入れ国の輸出志向工業

化政策

もし日本の多国籍企業が上の政策に加わることができ

たならば、これら企業はすでに指摘した米国や欧州との

貿易摩擦を回避でき、もし日本で生産される設備財、機

能部品、組立部品が受け入れ国で販売できるなら、日本

からの輸出は確実に増加するであろう。もちろん、これ

らを組み込んだ最終製品はさらに先進国にむけて再輸出

されるであろう。すなわち、輸出は再度北米と<に米国

へ仕向けられる（迂回輸出)。

ここでは、輸出志向工業化政策へ加わり、受け入れ国

へ資本財を輸出することが、アジアにおける日本企業の

核心的な国際化戦略、多国籍化戦略として位置づけられ

るであろう。

CASEANにおける地域共同体の形成と工業化政策

1958年成立のEECが、すでにその効果を明瞭に証明

してきたこともあって、今日、若干の違いをもちつつも

世界の到るところで経済共同体、自由貿易圏の形成が試

みられている。最近一般化してきた地域経済の統合化は

経済成長を加速させる効果をもたらし、域内・域外での

貿易促進効果、さらに域内経済の活性化、企業規模の拡

大をもたらすc

そこで、東南アジアにおいては、1980年代末に、工業

の発展につれて、貿易の自由化、経済的規制の緩和、共

通経済政策の実施が見られるようになった。たとえば、

ASEANの“ブランド間補完協定(BBC)''、“ア

セアン産業協力計画(AICO)"などが典型的な事例

である。

こうした環境の変化と推移に加えて、日本の多国籍企

業は地域内分業としての水平的分業、さらに自動車といっ

た組立産業では製造工程別分業を組織してきた。こうし

た分業はもちろん、日本本社からコントロールされ、こ

れはまずアジア地域で機能し、さらにアジアNIES¥

中国に設置された単位と結び付けられる。日本の多国籍

グループは、それらが現地でグループの単位とか現地の

中小下請けを含めた系列企業から機能部品、組立部品

を供給するASEANにおいて、一種の日本型分業構造

を作り上げてきたのである。これがまた、第1に貿易の

副次化、第2にASEAN諸国産業への国家的保護の不

均衡化をもたらしている。

将来、ASEANのメンバー諸国は、以下のような2

つの道を選択しなければならなくなるであろう。①地域

内における協力を強めながら自立性を確保していく（こ

うした領域の他のアジア諸国への拡大は可能であろう、

中国は当面こうした自立性を保とうとしているように思

える）道であり、②多国籍企業の支配に抗しつつも、そ

のコントロールとイニシアティブに諸政策を委ね経済発

展の自立性を放棄する道である。

この第1の道は、域外から進出してくる多国籍企業の

戦略と衝突することになるが、域内で貿易をより活発化

させるだけでなく、アジア的な経済発展の可能性を切り

拓くことに繋がる。

D多国籍企業内のフローと東．東南アジアにおける地

域統合、多国籍企業の戦略

日本もしくはアメリカ多国籍企業の戦略に関しては、

アジア地域においてともに企業内取引と多様な企業が結

合するネットワークのコントロールを通じて国際競争力

の強化を目指すといった特徴を指摘できる。したがって

多国籍企業内の取引は地域統合に対してと同様に、受入

れ国、当該地域産業の支配へのきわめてポジティブな手

段となる。

ステイヴ・チャンは「企業内貿易は東アジアへの日本

直接投資の際立った成果であり、それは地域統合への大

きな力となるp.55)」と述べている。

すでに、ほとんどの日本多国籍企業はASEANとり

わけシンガポールに地域統括本社を設立済であり、中国

においても少しずつではあるがその設立が増加している

（総合商社は数年前に全て中国に"地域本社"を設立済）。

もちろん、この地域での地域統括本社はその役割におい

て多様であるが、他の地域すなわちEU、北米、南米な

どのそれと連携関係を結んでいる。こうした壮大なグロー

バル組織は、さらに本国本社の経営トップによって高度

にまた戦略的に統括されている。

これらの発展段階をたどるなかで、多国籍企業はその

自らのコンセプトを変えていく。また、この変化の決定

的要因はEUの成立において確認しうるように､経済的．
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政治的統合に求めることができる。こうした統合の高度

化とともに国境とか国籍が次第に希薄となり、そのなか

では企業の多国籍性もまた薄れていくからである。

当然に、多国籍企業は国民経済､企業活動のマルチリー

ジヨナル化、グローバル化を次にくる決定的な段階もし

くはシルコンスタンスと考えるようになる。したがって、

各先進国の代表的な多国籍企業の戦略は、世界3極（こ

の3極＝トライアドは北米、欧州、アジアから成る）へ

の相応な進出と影響力の確保に向け設定される。すなわ

ち、それはグローバルなネットワークの構築を追求しな

ければならないだけでなく、地域統括本社のもとに

子会社、系列会社、下請けなどすべてを有機的に結合さ

せ、各地域内単位間の分業の拡大、高密化に努めること

になる。

こうした企業の発展レベルはすでにかなり一般化して

きている。それゆえ、これらの戦略を推進している企業
を多国籍企業と称することは、もはや適切とはいえず、
これらを多国籍企業に代えて‘‘マルチリージヨナル企
業'，もしくは端初的な“グローバル企業”といったコ
ンセプトで捉えることが必要となる（藤本･大西「グロー
バル企業の経営戦略」ミネルヴァ書房、1999年の｢序章」
｢第1章」を参照されたい）。

3．結びにかえて

東南アジアでは1997年夏の通貨危機に端を発した深刻
な経済危機が持続している。このなかで、貿易、直接投
資、多国籍企業経営の新たな展開が生じている。
またこうした経済危機のなかにあっても、ASEAN

域内の貿易自由化を始め共通通商・産業政策などがさら
に前進させられつつあるように見受けられる。中国がW
TOへの加盟を認められることになればこの流れは確実
に進展することになろう。

企業のレベルでは、多国籍企業が現地企業やその資産
をいまがチャンスとばかりに買収する事例も増加してい
る。これは日本企業というより、3極のなかのアジアへ
の進出が相対的に遅れていた欧州企業（ユーロ企業）や
アメリカ企業に目立つのである。これにたいし、日本企
業は現地生産の規模を大幅に縮小、削減しつつ、ぎりぎ

りのところで撤退を抑え、むしろ本国やアジア域外へ製

品、半製品の一部を振り向けることで操業度の低下をカ

バーしようとしている。これらの新たな政府・企業の対

応はともに、これまで述べてきたロジックと矛盾するも

のではなく、むしろこれをより確かなものにしている。

こうした動向はまた、アジア諸国の自立的経済発展に

とってさらに困難な状況をつくり出すことに注意したい。

かつて日本が欧米の技術と資本を導入し、高度な経済発

展を遂げてきたことを教訓に、この日本モデルを性急に

追い求めるとき、アジアの先端的産業部門を欧米のマル

チリージヨナル企業に支配され、そのネットにアジア諸

国の現地企業、インフラ企業が従属的に接合されるにい

たる、といったコンフィギュレーションを想像するこ

とも、空想の域に属するとばかりはいえないのである。
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●特集／第六回日仏経済学会議「世紀の転換期における東・東南アジア」（その1）

東アジアの経済危機：その原因､国際的影響および将来展望↑

要約

2年前に起きた東アジアi経済危機の最大の原因はメ

キシコ金融危機の原因を見誤った点にある。それは、一

般に理解されているように低い経済パフォーマンスによ

るのではなく、経済がコントロールできない量にまで膨
張した外貨の流入による。このような金融危機力吟後ど
この国で発生しても不思議ではない。なぜなら、今日、

為替差益や株の利食いを狙った巨額の資本が各国間を瞬
時に移動しうるからである。

東アジア各国の政策決定者は、世界銀行、MF、WT
Oや米国政府の強力な要請のもとに進められてきた経済
自由化の過程で、不注意にも巨額の短期海外資本の流入
を歓迎してしまった。政策決定者は後にこの政策が誤り
であったことに気づき、輸出競争力の維持と国内の総需
要調整という二つの主要な政策目標を満足あるいは両立
させようとした。しかし、この試みは失敗し、状況は政
策決定者の意図とは反対の方向に向かってしまった。
東アジア各国では、その通貨が大幅に下落したことに
よって、経済危機発生後間もなく輸出部門を中心に経済
回復が始まっている。しかし、東アジア各国の経済は、
自力で生産性を向上させられない限り、近い将来同じよ
うな経済危機に再び陥ることになるだろう。自力で生産
性を上げられるようになるには単に経済援助･協力に頼
るだけでなく自国の社会的政治的要因をも種極的に動員
せざるを得ない。この意味で、先進諸国から発展途上国へ
の援助は、経済的要因からだけでなく、それをも含む他の
さまざまな要因から注意深く再検討されなければならない。

Iイントロダクション

今回の東アジア経済危機は、1997年7月2日のタイ･バー
ツの大量売りから始まった。この通貨危機はたちまち東ア

早 稲田 大学松本保美

ジア全体に波及し、東アジア経済危機となった2．

国際金融市場における投資家とディーラーは、対象とし

ている経済のファンダメンタルズに基づく極めて短期的な

予測によって珊lを行っている。経済のファンダメンタル

ズカ填視される理由は、その翻上が経常収支を悪化させ、

経済危機につながるからであるso忍び寄る経済危機の不安

は金融危機の決定的な原因になるだろう。一度どこかで金

融危機が発生すると、経済的フアンダメンタルズが良好な

周辺諸国をもたちまち巻き込んで大きな経済危機へと発展

する。なぜなら、今日、各国経済は世界経済拡大の中でま

すますその相互依存性を深めると共に、巨額の資本が為替

や資本の差益だけを求めて、一つの国から別の国にたちど

ころに移動するからである4．大多数の投資家は、投資しよ

うとしている国の経済を必ずしもよく知っているとは限ら説

たとえ正しい情報やデータが与えられていても、その経済を

正しく分析する十分な能力を有しているという保証もない。

経済危機発生の原因は何であろうか。

Ⅱ東アジア経済危機の原因

1．投機説

1－1投機家ごろつき説

論旨は次のようである。先進諸国の投機家はその投機行

為を通して発展途上国を犠牲にすることによって彼らから

巨額の金を持ち去っている5°

これは国際金融市場に対する単純で一方的な見方である。

なぜなら、投資家がたった一人で金融危機を発生させるこ

となど不可能だからである。もつとも、影響力のある投資

家の投機的な行動が金融危機の引き金になる可能性はある

かもしれない6．

投機家の行動はどう見ても金融危機の直接的な原因には

ならない。金融危機が経済全体の危機の引き金として生じ
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るのはその経済に何らかの原因が存在するからである。

1－2ポートフォリオ投資原因説

1994年のメキシコの金融危機の後、その原因は極めて

短期間の間にポートフオリオ投資7の劇的な変化があっ

たからであると指摘された。

そこで、東アジア諸国の資本収支の変化を見てみよう

(本論末尾、データ表の表1)｡(ネットで示される)ポー

トフオリオ投資の流入は、韓国では1991年以降、タイで

は1992年以降、中国とインドネシアでは1993年以降、フィ

リピンでは1994年前後から、台湾では1992年から1995年

まで、それぞれ増加している。一方、マレーシアとシン

ガポールからはポートフォリオ投資は流出している。し

かしながら、この表からわかるように、銀行貸付を含む

その他投資あるいは直接投資の量は、殆ど全ての国にお

いてポートフオリオ投資を上回っており、ここがインド

や中南米諸国の財政収支の内容と大きく異なる点である

(IMF1977a参照)。これをもって、ポートフォリオ投

資は最近の東アジア金融危機において重要な役割を演じ

ていたとは考えられない8とする見解もある(滝井･福島

1998)。しかし、問題の本質は各投資項目間の比率では

ない。流入投資量がその経済が管理もしくは処理できる

量を越えているかどうかが問題である。したがって、詳

細な因果関係が解明されていない現状では、今回の東ア

ジア経済危機の原因がポートフォリオ投資にあるかどう

か断定できない。

銀行貸付と直接投資を含む海外資本の流入は、シンガ

ポールと台湾を除き、80年代の終わりよりこの地域で急

激に増加している。短期間における海外資本の急激な流

入はこれらの国の国際収支上の問題の原因となった。で

は、この大きな国際資本移動がなぜこのような短期間に

発生したのか。これらの国の経済のファンダメンタルズ

が変化したのだろうか。

2.真の経済危機到来説

2－1経常収支赤字説

東アジア諸国の経常収支とその内訳が表2に与えられ

ている。シンガポールと台湾は黒字を保っているが、タ

イ、インドネシア、フィリピンは表に示された期間を通

じて、また、マレーシアと韓国は1990年以降、それぞれ

巨額の赤字を示している。赤字の幅はフィリピンを除き

拡大しており、中国の黒字幅は減少している。

貿易収支は、台湾、マレーシア、インドネシアでは黒

字だが、フィリピンとタイは赤字である。貿易収支と経

常収支の関係は国によってまちまちだが、フィリピンで

は貿易収支の赤字のほうが経常収支の赤字より大きく、

一方、タイの赤字幅は逆になっている。

経常収支、資本収支および財政収支からなる国際収支

の動きは、その国の外貨準備の動きにほぼ対応するが、

1990年頃より全ての国でプラスに転じている。各国政府

は米ドルを中心に外貨を買い、自国の通貨価値の上昇を

押さえるために外貨準備を増加させた。こうして、経常

収支の赤字を超える量の海外資本が金融危機が発生する

までこの地域に流入し続けた。

経常収支の赤字は、それが増加し続けている間は何の

注意も払われなかったのに、なぜ突然諸悪の根源とみな

されるようになったのだろうか。

2－2実効為替レート上昇説

東アジア諸国の金融政策の基本は米ドルに対し名目交

換レートを安定的に保つことであった。ここには次のよ

うな問題がある。

①自国のインフレ率が米国のインフレ率よりも高いなら、

米ドルに対する自国通貨の実質価値が増加する。この

ような状況が近年実際に生じていたことが表3からほ

ぼ確認される。

②米ドルが円に対して強くなると、東アジア諸国の通貨

も同様に円に対して強くなり、その結果、これらの国

の輸出競争力が低下する。

それゆえ、通貨の実際の力を知るには米ドルに対する

名目交換レートだけを見ているだけでは十分でない。

用いるべき最良の指標は実効為替レートである9．

滝井･福島(1997)に引用されているJ.P.モーガンによ

れば、ASEAN4カ国の米ドルに対する名目交換レー

トと実効為替レートの最近の動きは次のようである。

米ドルに対し名目で最も強く固定されていた通貨はタ

イのバーツで、次がフィリピンのペソであった。イン
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ドネシアは一定率で徐々に切り下げる政策を取ってお

り、一方、マレーシアは米ドルに対しリンギの名目価

値がある程度上昇するのを容認していた。しかし、注

目すべきは、これらの国が1995年から1997年にかけて

極めてよく似た為替政策を取っていたという点である。

すなわち、各国は米ドルに対する自国通貨の名目交換

レートを安定させることを優先することで、その実質

的通貨価値の上昇、すなわち、その実効為替レートの

上昇、を容認してきた。これがこれら諸国の貿易収支

を悪化させた決定的要因の一つである。

2－3自力での生産性停滞説

東アジア経済の高度成長を期待できないとする要因は

以下である。

①東アジア諸国の基本的経済構造は

．海外資本による成長

・裾野産業の弱さ

・不十分な高等教育と技術者の不足(表4参照）
である。

これらの要因は、東アジアNESの経済成長は技術
進歩によるのではなく、大量の資本と労働の注入に全
面的に依存しているとするKim&Lau(1994)の主張
の背景にある条件である。彼らの主張は実際の現象面
からも裏付けられるように思われる。最近の急激な技
術進歩は発展途上国に対し二つの方向で影響を与える。
一つは、発展途上国では、生産システムが何の問題も
引き起こさない限り、すなわち正常に稼動している限
り、先進国と同等の高い生産性を上げることができる
という点である。操業は高度に自動化されているので、
殆どの被雇用者は特別な技能も能力も求められない10．
もう一つは、発展途上国の多くの人々にとっては、日
増しに加速化されていく先進技術をキャッチアップし
ていくのが難しいという点である。発展途上国には、
今日の技術の原理を正確に理解できる人が極めて少な
いので、生産過程で何かまずいことが生じた場合には
通常適切に対処できない。発展途上国における真の経
済成長にとって一つの重要な条件は、先進国から高度
技術を盲目的に導入するのではなく、人々の能力に合っ
た技術を適切に選択することであるように思われる。

もちろん、質の高い専門家が大量に育成されなければ

ならない。こう考えると、開発問題は時間がかかり、

通常の経済学の範囲を超えてしまう。それゆえ、先進

諸国による援助の方式がさまざまな観点から注意深く

検討されなければならない。経済学的視点は社会を見

る多くの見方の一つに過ぎない。このような立場にた

てば、これからの開発経済の指針としてケーパビリティ

論の活用は政策･援助の立案･実施･評価にとって一つ

の有効な手段となるだろう(Sen1982,1985,1987)肌。

さらに、この地域は次の点で世界的に評判が悪い。

、法的および企業会計的に見て制度が十分確立されて

おらず、かつ、不透明

・政治家や官僚による私的経済活動に対する悉意的な

干渉

②今回の金融危機の論理的帰結は次のようになるだろう

特に不動産部門と株式市場に大きな影響が現れるバブ

ル経済の崩壊は、巨額の不良債権を抱え込まざるを得

ず、不動産業と金融機関を中心に重大な損失が生じる

のは確実である。最近の日本経済の経験から、そのよ

うな状況は経済全体に悪影響を及ぼし、回復に長い時

間がかかる負債デフレの状況に至ることは明白である。

これは東アジア経済に対する海外の投資家の将来展望

に悪い影響を与えるだろう。

ここでこの節を纏めよう。経済危機の直接原因として

投機的行動は問題外である。ポートフオリオ投資と経常

収支赤字はそれぞれ経済危機のきっかけにはなり得る。

しかし、これらは危機の直接的原因ではない。これに対

し、政府の経済政策と生産性の問題は危機の原因となり

得る。しかし、最近の東アジアの経済危機においてどち

らが主たる原因かを決めるのは難しいだろう。おそらく

それらは混ざり合っている。誤った政策の選択はある意味

で短期的な問題だが、生産性の問題はそれよりもずっと根

力探<、それゆえ重大で、解決には長い時間を必要とする。

次節では、最近の東アジア経済危機の原因が各国政府

の政策との関係から検証される。
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Ⅲ 経済危機と政府の政策

1 金融危機の論理に対する不十分な理解

1一1メキシコ金融危機の本当の原因

1994年末から1995年初めにかけてのメキシコ金融危機

はたちまち世界経済をパニックに陥れ、その混乱の中で

バーツやフィリピン．ペソ、ルピア、香港ドルその他東

アジア諸国の通貨が見境なく売られた鰹。

その原因は一般には次のように理解されている。メキ

シコ経済の低パフォーマンスのゆえに財政赤字力糟大し、

政府の対外負債は巨額に達した。この説明が正しいけれ

ば、高成長を誼歌し健全な財政状態にあった東アジア諸

国では金融危機などは発生しなかったはずである(表3，

5，6，8参照)。

危機へと進んでいく本当の理由は次のようであろう。

当時の海外投資家は、メキシコが経済改革の過程にあり、

1994年からはNAFTA加盟が決まっていたので、メキシ

コ経済の高成長を期待した。だから、海外からメキシコ

への巨額の資本流入がごく短期間に生じた。その量が単

にメキシコ経済の規模に対してあまりにも大きすぎただ
けである。

メキシコの金融危機から得られる本当の教訓は次のよ
うなものであろう。経済自由化が進み、高い経済成長が
見込まれる国はどこでもごく短期間の間に巨額の資本が
海外から流入することによって金融危機の犠牲者になり
うる。この点に関する理解が世銀、皿Fおよび東アジア
諸国の金融財政当局と中央銀行には不十分だったように
思われる。これらの諸機関は、巨額の短期資本が一瞬の
うちに国際間を移動することによって引き起こされる金
融危機の危険性を認識していなかった13。それどころか、
経済自由化の進展と世界経済への融合が、外国貨幣が十

分供給きれている状況の中で通貨価値と価格の双方を安

定させるのに成功するだろうと信じていた。それゆえ、
これらの諸機関は外国からの短期資本の流入を歓迎した。

事実、WTOは金融市場の自由化および国内金融市場に

対する外国からの自由な参入を奨励していた。世界銀行
は東アジアの金融市場を新興市場として強く推奨してい

た。米国は東アジア諸国に対してその国内市場を外国か

らの参入に開放するように強く要求していた。

1－2東アジア金融危機の直接原因

①国際金融市場における利子率

国際金融市場における利子率は1990年代に下がっ

た14｡OECD加盟国の借入は1993年以来減少したので、

利子率は更に低下した。これに対して、東アジア諸国

は、メキシコの金融危機の後、自国通貨の価値を維持

するため高金利政策をとった。それゆえ、世界市場と

東アジア諸国の間の金利差が広がり、中南米から逃避

した資本が東アジアに集まってきた。

②脆弱な経済基盤と金融システム

経済のファンダメンタルズや経済椛造に問題がある

場合、投機家はその国の通貨を売りに走る。今回、な

ぜ最初にタイで投機が発生したかは経常収支赤字が短

期資本でファイナンスされ、しかもその内のかなりの

部分が香港マネーを中心とする非居住者預金だった点

にある。非居住者預金は逃げ足が速い。非居住者バー

ツ預金はバーツが投機対象となった1997年上半期に54

億ドル流出している。タイの市中銀行の1996年末にお

ける預金の36％(488億ドル)が非居住者預金であるか

ら、この流出額は極めて大きいといえるだろう(滝井・

福島1998)。香港マネーの動きの背景には次のような

華僑の行動様式が大きく影響している。

③華僑の典型的ビジネス・スタイル

華僑は東アジア諸国の民間部門では大きな影響力を

持っている。彼らはとりわけ商業、不動産、銀行の分

野で強い競争力を持っている。加えて土地に強く執着
し、豪箸で非居住者的な生活を好む。それゆえ、彼ら
は、一度通貨価値が下がれば（あるいは下がると予想
されれば）直ちに米ドルに替え資本逃避に走る。また、

彼らが自分の金にヘッジをかけないというのもごく普
通である。このような華僑の行動は他の東アジア諸国
の富裕階層の行動に大きな影響を与えている。

④固定為替レート制への固執

金融危機は通貨当局がその通貨価値を一定水準もしく
は一定の範囲内に保とうとする政策の故に発生したと
いうのは納得できる説明である。

固定為替レートの利点は、海外企業が発展途上国に投
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資する時の為替リスクを軽減することができるという

点にある。こうして、その国はより多くの外国投資を

ひきつけることが可能になる。もちろんこの政策の実

行は、他の経済政策に必ず何らかの影響を与えざるを

得ないので、国内の財政金融政策の自由が制限される

という犠牲を伴う。このように、経済政策間には通常

トレード.オフが存在する。次節では、今回の東アジ

ア金融危機をこの視点から検証してみる。

2．東アジア諸国の経済政策

2－’固定為替レート維持政策

東アジアの多くの政府は、1990年代前半、先進国から
の経常収支赤字を超える莫大な民間資本流入によって引
き起こされた通貨価値の上昇圧力をやわらげようとして、
外国為替市場に介入し、大量の米ドルを買った。その目
的は輸出競争力の維持であった｡こうして、各国の外貨
準備高は急増した'5。これはベース・マネーの増加を意味
する。もしこの状態が続くなら、その論理的な結論はマ
ネー・サプライの増加を招き、総需要が極端に大きくな
るだろう。すなわち、貨幣が過剰な状況から生じる過剰
職買力は典型的には土地、不動産、株の購入に向かう。
こうして、経済はバブルに転じ、やがて崩壊する。バブ
ル突入を避けるためには、政府は市場で米ドルを買う一
方で、需要抑制的なマクロ経済政策、すなわち、緊縮的
な金融.財政政策、を実行しなければならない。資本流
入による過剰貨幣状況は中央銀行の公開市場操作とか財
政勘定への余信によって吸い上げられなければならない。
マネー．サプライの変動は短期的には経済の総需要を
変化させ、これは一方では景気循環に影響するが、もう
～方では、総需要調整政策(金融財政政策)と為替レート
政策の間での整合性を要求する。そこで、中央銀行勘定
における外国資産とハイパワード●マネーの動きをチェッ
クしてみると、フィリピンを除く各国の中央銀行勘定に
おいて、外国資産の増加の方がハイパワード･マネーの
増加より大きいことが分かる(表1，3，7参照)。これ
は何らかの政策がとられたことを意味する。
しかしながら、外国資産の増加が極めて大きかったの
で、政府の努力は必然的に不充分となり、副次的な効果

を生んでしまった。この点は金融財政政策の見地から検

討される。

2－2需要調整政策

表3から分かるように、近年東アジア諸国では継続的

なインフレの増大はみられない。これは多くの国が需要

調整政策をとっていたことを意味する。しかし、これら

の国は輸出競争力維持のために、自国の通貨価値への上

昇圧力を抑えようとして外国通貨を買わなければならな

かった。それゆえ、これらの国はそのインフレ率を先進

国のそれよりもわずかに高目に誘導しなくてはならなかっ

た。これは交換レートが実際には高くなった'6ことを意

味する。つまり、需要調整政策は必然的に不充分となら

ざるをえなかった。その結果、インフレが悪化し、実質

交換レートが上昇し、輸出競争力が失われた。バブル経

済の主要な原因の一つは不充分な需要調整政策だと言え

るだろう。

バブルの破裂は倒産の増加と不良債権の山をもたらす

が、それは経済が外国の金を浪費したことを示す。これ

が次第に明らかになったので、海外資本の流入はストッ

プし、やがて別の国に逃げ出した。これが金融危機の始

まりである。

①金融政策の難しさ

短期資本の流入.流出をコントロールするには、財

政政策を用いるよりも金融政策を用いるほう力窪まし

ぃ。というのは、その可動性において財政政策は金融

政策に劣るからである。理論的には、外貨準備の増加

による影響を打ち消すための金融政策は中央銀行によ

る売りオペである。外国からの流入と金融市場から中

央銀行への移転が等しいなら、国内の利子率は変化せ

ず一定に維持される。しかし、この政策は実際にはう
まく機能しない。なぜなら、資本の流入は一般には直

接投資や証券・債権市場のような長期金融市場で発生
するのに対し、売りオペは短期金融市場で行われる傾

向があるからである。その結果、長期金融市場におけ
る利子率と利回りは下落し、短期金融市場における利

子率は上昇する。短期資本の利子率は長期資本の利子
率よりも敏感なので、公開市場操作は短期資本流入の

引き金になる。こうして、この政策の実施自体が金融
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等しい。国内経済や利子率の調整は不可能である。国

際収支の動きは国内経済や利子率の動きに直接影響を

与える。それゆえ、政策決定者は、自国通貨の価値を

維持することを優先するためにそれが国内経済に与え

る悪い影響をあえて受け入れるという明確かつ断固と

した態度をとらなくてはならない。それゆえ、このシ

ステムは貿易のような特定の部門に特化している香港

やシンガポールのような経済には適しているかもしれ

ないが、他の東アジア諸国にとっても適切な外国為替

制度かどうかは疑問である。

どの国にとっても、外国為替制度の選択は多くの政

策目標の中でどれ力湘対的に重要であるかに依存して

おり、それゆえ、政治家と国民の判断に依存している。

上述の二つの外国為替制度は両極端であり、それぞ

れの説明から、通貨価値の安定性と金融政策の自由が

いかなる国においても同時には決して満たされないこ

とがわかる。それゆえ､政策間のトレード・オフの関

係とバランス／均衡を認識することが重要になる。

資本取引の自由と矛盾する。これは契約違反であり、そ

れゆえ、投資家の政府に対する信用力落し<侵害される。

一方、流入制限は投資家に投資の選択の幅を狭めること

になるが実質的な損害は与えない。しかし、この種の規

制は、通常、金融危機が実際に生じ(あるいは生じると

予想され)、通貨に対する信頼性が失われた後で導入さ

れる。これは投資家の不安を一層助長し、より厳しい危

機をもたらす。

金融危機に対するオーソドックスな政策は需要調整を

狙った金融財政政策である。しかし、その実施は、流

入した資本量があまりにも大きかったのに対して需要調

整のための政策手段力漢際には限定されていたために、

多くの東アジア諸国において不十分となってしまった。

’当局の意図に反して資本の一層の流入を招く。これが

2年前東アジアで実際に起こったことである。さらに、

ASEAN諸国では債券市場が未発達なので、公開市場

操作が有効に機能しなかった。

②財政政策の難しさ

売りオペがうまく行かない時は、政府は緊縮財政政

策で資本流入の影響を打ち消さなければならない。財

政収支は債権の供給を減らすことで改善される。しか

し、これは債券市場の発展にとってマイナス要因であ

り、金融政策の効果を制限する。こうして悪循環

が生じる。

表8に示すように、各国のGDPに対する財政収支の

比率をみると、財政状態は一般に1980年代の終り以降

好転している。

タイでは、金融政策の手段が不足していたために、政

府は最後の手段として中央銀行に政府預金の積み増し

を行った。かくして、一時期には殆どなかった政府貯

蓄は急激に増加し、中央銀行勘定のハイパワード･マ

ネーに匹敵する水準にまで達した。この政策は、金融

政策に属する手段が財政政策に置き換えられたという

意味で難しい選択ではあったが、1994～5年ではまだ

十分でなかった。

③政治経済的難しさ

政府は緊縮政策を避けようとする傾向がある。民主

的社会においては、政治家は不況のゆえに国民から批

判されるのを好まない。一方、開発独裁の政府におい

ては、不況は自己の正当化に対して人々 に疑念を抱か

せる決定的な要素になる'7。それゆえ、資本流入に対

応する需要調整政策が徹底的に遂行され得ない可能性

が高くなりがちである。さらに、中途半端な需要調整

政策による悪影響が現れるまでに時間がかかる18。こ

れは政策決定者が誤った判断をし、適切な政策につい

て合意に達するまで困難を伴う可能性があるだろう。

それゆえ、多くの人々 は、あたかもごく短期間に大き

な利益を上I･られたかのような錯覚に陥る。こうして、

因果関係は暖昧になり、ポリシー・ミックスに対する

正しい理解が難しくなる。たとえ政府当局が現下の状

況とそれに対する対応策を正しく認識していても、政

治家と国民から支持を得ることは雌しぃ。

’■

■

■

日

3．金融危機に対する将来の政策

3－1金融組織に対する健全性規制とバブルの崩壊

なぜ強力な需要調整政策が、とりわけASEAN諸国に

おいて完遂され得ないかを正当化し得る理由がいくつか

あったけれど、本当は、これらの国ではバブルの発生・

崩壊に対し健全性規制（プルーデンシヤル・コントロ

ール)'9のようなより強力な政策を用いるべきだった。多

くの政府にとって金融部門に対する適切な規制は依然と

して重要である。なぜなら、通貨価値の下落は、資金不

足を外国通貨で埋めている民間企業の返済に困難をきた

し、債務超過に至らしめるからである。もしこの様な状

況が続くなら、そのような企業に資金を供給している金

融機関は経営危機に陥るだろう。そのような金融機関の

経営建て直しや清算は莫大な費用と時間を要するので、

経済回復は遅れ、それゆえ、外国為替市場ではさらに通

貨が売られることになる。こうして、悪循環力澆成する。

これが、バブル崩壊後の金融機関に対する再建･清算の

ための政策が重要な理由である。この政策は、法的およ

び制度的システムの改善、政治家による不透明な介入の

排除、強力な政治的リーダーシップ等を前提とする。し

かしながら、容易に理解されるように、バブルの後始末

はその発生を未然に防止するよりもずっと困難である。

3－3外国為替システムの変更

①変動相場制の採用

変動相場制の下では交換レートの変化によって国際

収支が自動的に調整されるので、海外資本が国内市場

に急激に流入することはない。この制度を採用すると

交換レートはかなり上昇するだろうから輸出産業は大

打撃を受ける。

東アジア諸国が固定相場制に固執するのは交換レー

トの変動リスクを極めて小さくすることによって(短

期)資本の流入を加速化することを狙っていたからで

ある。それゆえ、資本流入を減少させる変動相場制は

採用し難かった。

多くの東アジア諸国は今回の金融危機で否応無く固

定相場制から変動相場制に転換せざるをえなくなった。

これらの国が今後変動相場制を採用し続けると決める

なら、輸出企業や海外の企業が為替変動に臨機応変に

対.応できる環境を整えることが必要になる。このため

に、金融システムの改革と金融市場の育成、とりわけ、

交換リスクのヘッジを可能にする外為先物市場と現地

通貨建て投資資金を借り入れられる国内金融市場が実

現されなければならない。

②カレンシー.ボード.システム

多くの国が固定相場制に戻ろうとすることも予想さ

れる。しかし、単に旧制度に戻ることは不可能である○

一つの選択はカレンシー・ボード・システム鋤である。

これは香港で採用されている。メキシコ金融危機が周

辺諸国に広がったとき、アルゼンチンは準カレンシー．

ボード.システムを用いて危機を克服した。

カレンシー.ボード.システムの採用は交換レートの

安定性以外の全ての政策を放棄してしまうことに殆ど

Ⅳ先進国の責任

本節では、東アジア地域における日本のプレゼンスが

圧倒的に大きいので、この地域に対する日本の対応を例

に話を進める。しかし、議論の内容は多かれ少なかれ全

ての先進国にも当てはまるものである。

1．市場を通しての援助

日本は現在進行中の金融改革を成功させなければなら

ない。これが市場を通じての東アジア諸国に対する主た

る援助になるo円の国際化も同時に促進されなければな

らないoこれは、この地域における主要国際取引通貨で
ある米ドルが円に置換えられるということではなく、両
通貨がこの地域における現地通貨の価値に適切の反映さ
れなくてはならないということである。これは、しかし
ながら、日本の金融市場が効率的かつ魅力的にならない
限り実現しないだろう。

3－2資本流入の規制

固定為替レート制を維持しようとするポリシー・ミッ

クスは巨額の資本流入に直面した場合にはコントロール

が困難なので、過剰な資本流入を制限する政策の導入が

必要になる。皿Fでさえメキシコ金融危機の後この政策

の導入を加盟国に認めている。

資本流入の制限を制限一般、とりわけ、マレーシア政

府力吟回の金融危機の後で導入した流出資本の制限と混

同してはならない。流出資本の制限は既に投資している

’
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るのではなく、常に批判的な目で厳しく輸入技術をチェッ

クし続けなければならない。そのためには、自由な創意・

工夫が許される環境が必要である。これは、究極的には

安定的な民主的社会の実現を意味するだろう。開発独裁

的な政府は、短期的には急速な経済成長に成功するかも

しれないが、自由に考え、表現する場が制限されている

ので、自力で発展する経済社会を創り上げることは難し

いだろう。

資の流出が高水準で推移している点に注意するのは重値の上昇は主として円の下落によっていたといわれる○

要である。この状況で、もし投機家が米国経済に対し17これは、インドネシアを30年にわたって独裁的に支

て不安を感じたらどうなるだろう。これは非現実的な配してきたスハルト大統領が昨年失脚したことで証明
仮定ではないだろう。というのは、米国における直接された。

投資およびその他投資の巨大かつ長期にわたる流出は18たとえば、資本流入による過剰貨幣状況からインフ

誰でも簡単に知ることができるからである。最終的なしの発生まで半年以上かかる。

結果の予感は、1998年8月27日、ニューヨークにおけ19金融機関の安全性を促進するための政策を健全性規
る株価と米ドルの急落に示されているように思われる。制と呼ぶ。その主な内容は、大口貸出の規制、流動比
もしこの不安が拡大し続けるなら、今日の世界経済の率規制といった勘定上の規制や、中央銀行の検査シス
停滞に何が起こるだろうか。 テムの改善、自己資本比率規制と一体化した早期警戒

9ある通貨の実効為替レートは取引関係にある全ての措置等である○

国の通貨の加重平均によって与えられる。ここで用い20この制度では、政府はその通貨の交換レートを特定
られるウェイトは交易量の比率で与えられる。の外国通貨、通常は米ドル、に固定する○中央銀行は

10したがって、東アジア経済が過去20～30年の間急速当該外国通貨と交換で貨幣を供給する。アルゼンチン
な経済成長を続けてきたことは不思議ではない。 がメキシコの金融危機のあおりを食って金融上の困難

11ケーパビリティ論とは、人間の基本的能力が平等でに陥ったとき、政府は価値の80％が米ドルによって保
あるとの前提の下に、人間の多種多様な基本活動を実証されているものに対して貨幣を供給した。それゆえ、
現可能とするエンタイトルメント(財.サービスの支配これは準カレンシー.ボード・システムと呼ばれる○
状況)を充実させることによって、人間の選択の自由国際決済銀行の推計によれば、日本の銀行のアジアヘ
を拡大しようとする新しい経済学の概念である。伝統の貸付総額は1998年6月末時点で990億ドルに達すると
的な経済学は人間の行動をエゴイズム、すなわち自己いう(BankforlnternationalSettlementsl999)。
利益のみに基づく行動、だけで説明するという極めて22たとえば、この地域の人々がこの経済危機でどれほ
狭い考え(効用主義)を理論的基礎としている。しかし、どショックを受けたかは次の二つのケースに示される
人間の行動の中には社会的連帯とか献身といったエゴだろう。タイ政府は外貨準備が実際に無くなるまでI
イズム以外の動機に基づくものがかなりある。それゆMFに援助を求めることを引き伸ばした。また、マレー
え、経済学の理論的基礎概念として、ケーパビリテイシアのマハテイール首相はしばしば外国の投資家を激
論の方が従来の効用主義よりも柔軟かつ現実的に人間しく非難した。

の経済行動を説明.評価出来るのではないかという期23最近の東アジア経済危機を冷静かつ公平に分析して
待が持たれている(Sen1982,1985,1987)。いる経済研究者もいる。私は基本的にはそのような人々
12それゆえ、“テキーラ効果"と呼ばれた。の見解に同意するが、それらが伝統的な経済学の領域
'3この危険性は世界的なコンピュータ･ネットワーク．内で議論されている点を残念に思う。いかなる経済問
システムの拡大によって今後ますます高まるだろう。題も全て経済的な考えで解決できると考えるのは経済
この点から、近年急速に社会に浸透してきている電子研究者の過剰な自信もしくは思い上がりだろう。商取引や電子マネーの影響を真剣かつ詳細に検討するStiglitz(1998,1998a)
ことは今日取り組むべき緊急課題である。24ここには、経営が破綻した金融機関に対する清算処14たとえば、TBレートは90年の5.4%から、93年には

理と金融危機に対する人々の不安の高まりを静めるた3.0％に下がった。

15これは金融危機と逆の話である。 めに投入される公的資金を最小額に押さえるための基
準も含まれる。

16実効為替レートから見た近年の東アジア諸国の通貨価25日本の東南アジア諸国への輸出とそこからの輸入は

しない限り、近い将来新たな経済危機に直面

するだろう"。

’註

↑本論文は1998年10月8～10日、フランスのサンマロ

で開催された第6回日仏経済会議での発表を改訂した

ものである。当会議において、ベルニス教授、西川潤

教授はじめ、多くの出席者より有益なけコメントを多

数頂いたことに感謝する。これらの貴重な指摘は本論

に反映されているが、あり得べき誤りについては当然

筆者の責任である。

1本論でいう東アジアとは、いわゆる東アジアと東南

アジアを総称して用いている。

2経済危機は金融危機といわゆる経済危機の二つの側

面からなる。これらはよく混同され、しばしば同じも

のとみなされるが、基本的には異なるものである。前

者は国際的な資本移動が原因で、後者は経済のファン

ダメンタルズの悪化が原因である。また、前者は後者

を意味するが、逆は成り立たない。すなわち、金融危

機は必然的に経済危機を導くが逆は成り立たない。

3金融危機が発生する危険水準について、投資家の間

に一致した見解は存在しない。たとえ経済的パフォー

マンスが健全に見えなくても、大多数の投資家が安全

と判断する限りは金融危機は生じない。

4群集心理に代表される人間の行動も金融危機を招来

する大きな要因である。

5マレーシアのマハテイール首相のジョージ・ソロス

氏に対する非難はこの種の典型的な例である。

6タイにおける2年前のバーツ危機の開始時点で、ヘツ

ジ.ファンドの動きがかなり影響力を持ったと言われ

ている。

7他の主たる投資は、直接投資と銀行および外国政府

による貸付けである。両者は償還期間が共にポートフオ

リオよりも長い。なぜなら、直接投資は、必然的に経

営と生産の移転を伴い、一方、貸付けは締結時に貸付

5．期待される日本の緩衝としての役割の拡大

今回の東アジア金融危機に対する日本の対応はIMFの

主導のもとでの緊急融資の準備と為替介入のために必要

な円の貸付けであった。

貿易面で期待される日本の役割は東アジア諸国の輸出

拡大機能の強化である。日本の東アジアに対する貿易依

存度は近年急激に上昇している空。しかし日本のこの地

域に対する貿易収支の黒字は極めて大きく、しかも、そ

れは、輸出が徐々に拡大しているのに対して輸入は輸出

ほど伸びていないので、拡大傾向にある。

米国のこの地域との交易も拡大しているが、輸入依存

度の方が輸出依存度よりも大きい。米国の貿易収支は通

常、韓国と香港を除き東アジア諸国に対して赤字である。

NESに対する赤字額は徐々 に減少しているのに対し、

ASEAN諸国に対しては増大している。

インドネシアを除く他の東アジア諸国は日本に対する

よりも米国に対する輸出依存度の方が大きいので、この

地域からの日本の輸入の増加が期待される。そうなれば、

東アジアの経済成長は加速されるだろう。日本の購買力

も価格競争力の強い財の輸入増加によって拡大す

るだろう路。

この意味でも、できるだけ早く日本の景気回復を図る

必要があり、東アジア諸国のハイテク品の輸入拡大が期

待されている』

結論として、東アジア経済は既に回復過程に入ってお

り、そのスピードは、上述の諸問題が解決・改善される

’

■

なら加速されるだろう。しかしながら、それにもかかわ

らず、各国は自力で経済的生産性を向上させ、短期資本

の流出･流入をコントロールする有効なシステムを構築

けおよび返済期間を決めるからである。

8表1より、近年の米国では、ポートフオリオ投資の

流入が急速に増加している一方、直接投資とその他投

’－46－－45－
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1996年時点でそれぞれ42.8％、37.8％であった。一方、

日本の米国への輸出とそこからの輸入は同年それぞれ

27.5％、21.3％であった。

26メキシコがペソ危機から一年以内に脱することが出来

たのは米国に対する輸出が大きく増大したからである。

27東アジア経済の将来に関してよく引き合いに出され

るのはクルーグマンの悲観的議論である。彼はTFP

（全要素生産性)が経済成長に殆ど貢献していない、す

なわち一人当り生産性の向上が殆ど観測されない、と

いう理由で東アジア経済の将来の成長に疑問を投げか

けている(Krugmanl994)。短期的には私も彼の意見

に同意する。しかし、東アジア経済の生産性が長期に

渡って停滞し続けるとは断言できないだろう。発展途

上国が先進国を追いかけるという学習過程において、

前者が最初に行うのは後者の模倣である。この積み重

ねの延長線上に自力での発展があるといっていいだろ

う。「米国もかっては同じ成長パターンを経験した」

（速水1995)のであり、東アジア諸国を含む発展途上

国がかっての米国と同様な道を歩めないとする理由は

何も無い。
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表2国際収支項目の対GDP比(%)
表3インフレ率(％）
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中 国 1985198619871988198919901991199219931994199519961997
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2．70

4．92

-0.58

40.77

‐8.09

‐5.46

13.34

32.32

1993

3．16

5．17

‐2.09

40.11

‐9.70

‐7.68

15.07

23.61

1991

6．94

8．74

‐1.24

49.23

-8.04

‐5.31

12.08

27.01

1992

4．03

6.00

－3．26

41.63

‐9.36

‐8.68

11.70

18.35

1990

6．82

9．25

‐9.46

48.74

‐3.23

‐3.77

8．53

13.58

1989

7.66

10.80

-8.13

53.00

‐2.10

-2.64

4．88

9.05

1988

8.27

11.11

-9.30

64.34

‐0.47

‐0.55

1．37

6.75

1987

17.65

19.77

10.20

77.90

033

0.51

-0.17

5.00

1986

21.57

22.44

9.19

63.11

‐2.10

‐1.82

2．10

4.11

1985

14.82

18.00

‐5.09

37.89

岸
&崖

日本
函

9.3 10.310.510.911.011.511.711.912.1

出典:Im弓ﾏ壷bookofLabourStatistics"
注意：専門職の分類は基本的にISCO-1968codeO/1に従う。

|台 湾
ISCO-1988code2&3が香港については1994年以降、韓国については1993年以降、シンガポールについては全期間用いられ
ている。

上記二つの分類は異なるので、本表の数値は完全には比較できない。しかし、両分類の50～70％程度は共通であるように思
われる。

経常収支

貿易収支

資本収支

外貨準備■

本
｝
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日

表5デシ卜・サービス・レイシオ(％）
19961997

1．432．25

1．822.42

-0.61‐2.82

47.4152.66

19961997

1995

2．16

2．57

‐1.25

35.92

1995

1994

2．78

3．08

-1.82

27.11

1994

1993

3.08

3．26

‐2.39

23.32

1993

1992

3．03

3.35

-2.70

19.57

1992

1991

2.00

2．82

‐1.99

15.99

1991

1990

1．21

2．14

‐0.73

18.53

1990

1989

1．97

2．65

-1.65

21.27

1989

1985

366

4．17

‐3.99

8.63

1985

1988

2．73

3.26

-2.27

26.17

1988

1986

431

4．66

‐3.69

12．91

1986

1987

3．60

3．99

‐1.88

23.49

1987

1985

n.a、

28．0

26．5

30．5

30．8

6．7

32．7

1986

n.a，

38．3

26．5

21．8

32．8

3．8

29．7

1987

n.a、

38．4

30.9

22．1

33．1

4．8

21．6

蠅
一
唖
一
岬
一
哩
一
郷
一
郷
一
配
一
畑

郷
一
皿
一
獅
一
皿
一
岬
一
郷
一
恥
一
蝿

1990

n.a、

33．7

11．2

10．7

25．8

2．3

17．1

1991

,.a、

34．0

7．3

7．9

22．4

2．0

14．1

唖
一
哩
一
鋤
一
畑
一
蛎
一
郷
一
四
一
蝿

恥
一
函
一
班
一
幽
一
即
一
郷
一
蝸
一
岬

1994

8．9

30．7

6．9

9．3

19．9

1．5

14．1

｜
恥
一
躯
一
翔
一
↑
一
“
一
皿
一
一
叩

瞬
一
”
｜
坤
一
哩
一
昭
一
哩
一
哩
一
皿

恥
一
皿
一
却
一
皿
一
顕
一
唖
一
塊
一
山

蜥
一
躯
一
郵
一
ゞ
｜
皿
一
郵
一
』
｜
皿

経常収支

貿易収支

資本収支

外貨準備
一

米 国

一涯畜収受
貿易収支
資本収支

_血t童菫瞳
’

出典:~x正~弓壺&yIndicat｡rs｡fD"e!opingAsianandPacifio
一一ーー~~ー一一一.一一一■…一■●÷÷圭

睦職蝿と‘撫雛鰡雛裟灘97andl998''
Countries''

－

出典:1MF',InternationalFinancialStatistics''(除台湾）
台湾についてはADB!lKeylndicatorsofDevelopingAsianandPacificCountries''

"keyIndicators…''と"outlook"には統計値に関し若干の違いがある。本表では前者の値を採用している。
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表6対外債務残高対GDP比(%)

198519861987198819891990199119921993199419951M
－

一

［
TroislettresineditesdeJean-BaptisteSayaPierrePrevost中 国 5.478.0311.0010.5810.0014.26148415.0014.3018.5216.8615.44

香 港 25.0229.5524.3020.1518.0516.6215.6613.9715.6220.7519.9722.84
インドネシア

、

42.05

49.97

64.96

86.67

24.91

13.95

45.12

一
坪
一
唖
一
皿
一
恥
一
岬
一
Ⅲ
｜
岬
一

53.62

43.02

78.89

94.43

21.00

16.18

4294

69.14

29.20

72.27

8972

20.28

19.09

40.18

60.92

1962

53.51

76.57

16.37

14.39

35.21

58.55

14.76

43.04

67.46

15.07

11.44

32.52

61.07

13.79

38.39

69.09

11.25

11.04

32.88

62.06

13.51

3859

71.45

11.09

10.73

38.38

63.26

14.34

34.34

62.29

9．47

9.37

37.57

56.42

14.18

4074

66.08

9.45

10.44

34.17

蠅
一
唖
一
岬
一
“
｜
恥
一
”
｜
認

53.61

24.86

3934

5321

9.84

10.37

33.91
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表7マネー・サプライ増加率(％）

一

1985

35.47

24.25

40.23

15.62

5．61

12．93

3．79

恥
一
罐
一
”
｜
獅
一
“
一
睡
一
皿
一
羽

1987

2534

30.67

22.50

19.05

6.55

13.48

19.82

1988

20.67

21.80

23.94

21.50

719

23.79

13.48

恥
一
恥
一
皿
一
郡
一
恥
一
皿
一
郡
一
糊

1990

28.87

22.37

44.16

17.17
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19.98

蜘
一
蝿
一
蜘
一
恥
一
必
一
恥
一
睡
一
“

唖
一
州
一
岬
一
抑
一
酔
一
“
｜
岬
一
卸

1993

42.80

15.95

21.96

16.58

22.12

24.57

8．45

1994

35.06

12.92

20.19

18.68

14.71

26.76

14.43

1995
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27.58

15.59
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25.24

8．50

恥
一
獅
一
岬
一
“
｜
恥
一
州
一
恥
一
叩

19981997

19.58

8.39

2322

14.14

21.47

20.48

10.26

中国
24.00

１
１香港

11.50

インドネシア
24.00001

雨韓国
1500
-

22.10
マレ ーシア

フィリピン
20.00

|シンガポール

鰯
'1040

台湾
10.801

郷
一
鍵

■
14.00

陰
日本 8.879.2911159.8411.788.172.53-0.152.253.072.712.29

9.1510.583.096.285.774.923.251671．490．11567612

3.03
-

6.61

出典:ADB.｣KeylndicatorsofDevelopingAsianandPacificCountries''

ADB"AsianDevelopmentOutlookl997andl998"
IMF"InternatlonaFinanclalStatisticJ
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表8財政収支対GDP比(%)
一－~~一~~－－－.___
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一
皿
一
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一
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一
恥

鴎
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"1'esclavagedesN&gres"・Mais,leplusint6ressantestlorsqu'ilmentionneEtienneDumont9,

penseurgenevois.AlaBPUsetrouventaussideslettresdeJ.-B.Sayadress6esAE.

Dumont.'0Graceatoutesceslettres,nouspouvonsconnaitrelerapportentreJ.-B.Sayet

l'utilitarismeen6t61814.

Enrendantpublicceslettres,j'aiessay6dereprendreletexteoriginal.

nechangentquelquechose,nonseulementauxinstitutionsdebienfesance'7de

plusieursnations,maism6meauxid6esqu'ellesseferaientdelamoralit6de
へ

certainesactions,quoiquel'auteursesoitdefenduendifferens'8endroitsd'avoirvoulu

introduireaucuneinnovationencegenre,etquoiqueledangerd'unediscussion

Publique,nepermettepasd'approfondirplusieursdecesquestionsdanscesouvrages
imprim6s.Parexemple,sil'onconsid6requelemariage,qu'onregardeフ

commeuneinstitutionhonnete,tendaporter,surtoutdanslaclasseindigente,&qu'il

Porteeneffetlapopulationconstammentaudeladesmoyensdesubsistance,quela
Populationesttoujoursramen6easontaux,sicen'estpardesepidemies&des

'、

famines,aumoinsparlamisere&parlaprivationdeschosesnecessaires;sil'on
considerequecetencouragementdonn6parl'opinion,tenddeleverdesmalheureux,dont

〃

unegrandepartievivrontauxdependsdesproduitsg6n6rauxpendantplusieurs
〃〃

ann6essansrienproduire&mourrontdemiserelorsqueledevelopementplus
。、

oumoinsavanc6deleursfacult6srendrapoureuxlamortphysiquement&
moralementpluspenible;sil'onpesedis-jelescons6quencesdecesfaitsincon=

〃

=testables,onserapeut-6treconduitabeaucoupd'indulgenceparrapportau
fommercequ'onregardecommemoinshonneteentrelesdeuxsexes,etqui,

，

lorsqu'ilnevapasaulibertinageeffr6n6,｡dumoinsl'effetdesatigfair5IB
.Ppetittresnaturelquelquefoisirresistible,sansetresuividelanaissanco
#uPetresensible'expos"beaucoupsouffrir,extremitebeaucoupmg
=cheusequelelibertinagelui_I｡Lemariagen'en-a""｡
Pngtattellementremplidedouceurs&tellementd'accordave61anaturehumamo
HE1gerah･uj｡ux%jetde,,ambM｡ndequic｡nquep｡urraembra=&eEX;
"s*quslesc"urshonnetesnep*pasatteindrgauxsituationsLsadS
ddesirablesdelavie.

YQil9:Monsieur!sesconsiderationsdelicatesquejesoumeisav･trephilosophie&A
XgirePhilaniropie6clai｡ADieuneplaisequeieVeuilleebranlerEMglMi4
!:You.raigquesespreceptesinuti,esnefissentpast｡rtaceuxqdiEMFM;
EPgrigns"&qu'｡｡ref｡IMpardegr6t｡usceuxqui｡ntdesc6H"iCgM,e｡

ノ

ク
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Monsieur

J'airefuilyad6japlusieursmois,sanssavoirdquij'enail'obligation,

votretraductiondel'EssaisurlapopulationdeMalthus.Ellem'estparvenue

sanslettre&Acequejecrois,parlecanaldeM.DeLessert.Commedetoutes

manieresjevoussuisredevableduplaisirquem'aprocur61alecture'2cetexcellentouvrage,

permettez-moidevousenadressermesremerciemens.'3

Monsieur,jesuispeulouangeur;jemesuisretir6d501ieuesdeParisdans

unm6chantvillage,poureviterdelouercequejenepouvaisestimer.Sicettecircons=

=tancepeutdonnerquelqueprixAmeseloges,jevousdiraiquevotretraductiondeMalthus

estundeslivreslesplusutilesquejeconnaisse&undesplusinteressans'4quepuisselireun

philosophepolitique.Lesquestionssurlapopulationysontpresent6essousleur

veritablejour&j'osedirequejen'yaipastrouv6uneseulepropositionquinefat

appreci6surlanaturedeschoses&surlesraisonnemens'51esplusjudicieux.Orcomptez,

Monsieur,combienilyapeudelivres,jevismemeparmilesplus6minens'6,auxquels

onpuisserendreunpareilt6moignage.

Jenefaisaucundoutequelesprincipesquecelui-cietablissesurlesmeilleuresbases,
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’J'aicommeAParisunmari&unefemme,extremementinteressans20

quoiqued6votsjansenistes,quivivaientdes6molumens2｣d'uneplacedejudicature

emolumens22biensuffisans23pourentretenirhonorablementeteleverdeuxoutroisenfans.2&

Lesdeuxepouxphysiquementbienconstitu6s,mettaientaumonde

regulierementunenfanttouslesl8A20mois,&jesavaisquecettefecondit6

periodiquevenaitduscrupulereligieuxaveclequelilsaccomplissaientle

vmudelanature.IIsavaientneufadixenfantsquandj'aiquitt6Paris;ils

enontjecroisdpresentonzeddouze;ilscontinuentprobablementavec

lam6medevotion&jenepeuxpr6voirdansqueletatmis6rable,eux&leur

familleserontplongesparlasuite,pourl'acquitdeleurconscience.

Ondoitbeaucoupd'obligationAMrMalthuspourlesoinavec

lequelilarecueill61esfaitsquipeuventfonderdesainesopinions&Avous

Monsieur,pourlesavoirtraduitsavecclart6,aveccorrection,&pour

enavoirajout6d'autresdansdesnotes,quijetentunnouveaujour

surlamatiere.Jevousdoisenparticulierdesremerciemens25delamaniere

honn6tedontvousvous6tesexprim6Amonegardenplusieursendroits

Jemejustifieraidupetitreprochequevousmefaites,d'avoirdans

monEconomiepolitique,indiqu61averit6quisertdefondement

Al'ouvragedeMrMalthus&den'enavoirpasdevelop6261esconsequences,

envousdisantquemonbutayant6t6seulementd'encouragerlaproduction
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もう一つのフォーディズム概念再論
一ポスト経済社会論のスケッチー

フランソワ・ペルーにおける制度概念

早稲田大学清水和巳
福岡大 学 水 島 茂 樹

定な「均衡化」状態をある程度安定な状態に維持するた

めに、経済を「整備ammenagement｣する社会的装置が

必要となる。ペルーはそのような装置として、「制度」

(｢交換・強制・贈与｣)と国家による｢計画｣を重視した。

ペルーの貢献は、経済の再生産がいわゆる｢市場｣によっ

て保証されるのではなく、「市場｣以外の装置を必要とす

ることを主張し、その装置を具体的に論じた点にある。

その意味で近年盛んになってきている｢制度の経済学｣の

一出発点といえるであろう。また、ペルーの社会経済モ

デルにおいては｢制度｣は外生的なものではなく、「社会

的闘争｣を通じて常に内生化するものであることも指摘

しておきたい。つまり、システムの再生産を不可能にす

るような｢社会的矛盾｣が生まれると、「社会的闘争｣は矛

盾を許容範囲の｢幅｣に抑えるべく「制度｣に働きかけ、

｢国家｣は｢計画｣によってこの矛盾に対処しようとする。

この過程の中で｢制度｣は変化していくのである。

フランソワ・ペルー（1903‐1987）は戦問期に、経済

学的には主として広義のオーストリア学派に学び、哲学

的にはサンーシモン主義に師事した。そして、大戦後か

ら1960年初めまでの約15年間に彼独自の経済学を基礎付

けた。彼の経済学の特徴を一言でいうと、「権力」の経

済学ということになる（ペルー自身はあまり言及してい

ないが、彼の経済学は「企業者とデイリシスムに基づい

た産業主義」を重視するフランス経済学の流れの中に矛

盾なくおくことができる)。本報告では、この｢権力｣の

経済学において経済の再生産がどのように論じられてい

るのかを取り上げてみたい。

経済主体間の権力の不均等を前提するペルー的経済に

おいて、弱い経済単位は、強い経済単位から強制的に課

される条件に従うことにしばしば不満であり、また、そ

こで成立している経済要素の分配状態がその経済の再生

産・定常状態化を可能にしている保証もない(この状態を

ペルーは「均衡化1'6guilibration」と呼ぶ)｡この不安

『Bulletinj98年号に掲載されたエッセイで、フオー

ディズムという概念には、周知のレギユラシオン学派の

ものとは異なるもう一つの系譜があると指摘し、その内

容を簡単にスケッチした。そこで言いたかったのは、次
のようなことである－ケインズやハツクスリー、コジエー

ヴたちは、レギュラシオン学派同様、ヘンリー・フォー

ドの経営戦略のうちに20世紀資本主義の特質を構成する

ことになる要素を見出したが、彼らがそこに見ていたの

は、人類が経済問題から解放されつつあるという、文字

通りの意味で画期的な事態であった。われわれは、経済
活動から解放された社会で何をすることになるのだろう
か。彼らがこの問題にかんして加えた考察は、現在の状

況を考えるのに貴重な示唆を与えているように思われる。
今回この問題に立ち戻る機会を与えられたので、わた
しの考えをもう少し詳しくスケッチしておきたい。次の
順序で考察を進める。はじめに、ポスト経済社会への移
行に伴って生じる問題をみごとに定式化しているケイン
ズのエッセイ「わが孫たちの経済的可肖鍛」に依拠して、
問題の概略を明らかにする。次に、コジエーヴとハツク
スリーの議論を検討する。ケインズと違って、彼らは、
ポスト経済社会の到来とヘンリー．フォードの名前とを
明示的に結びつけていた。だから厳密にいえば、もう一
つのフオーデイズム概念形成の栄誉はこの二人に帰する。
彼らの描くポスト経済社会像は次のようなものである－
人類は経済問題を解決し、自由（時間）を手に入れるが、
それを創造的な自己実現のために活用するどころか、持
て余し、結局、退屈の虫封じのために気晴らしの種と交
換するだろう。新しい社会は、重荷となった自由時間を
ただ楽しくやり過ごすことにしか関心のない人間が住む
社会となるだろう。これは革命思想が夢見させたポスト
経済社会像とかけ離れた、何とも興ざめなイメージであ
る。だがコジェーヴは、これこそマルクスの共産主義社
会が実現したものだというのである！それはともかく、

ポスト経済社会においては暇つぶし力撮大の問題となり、

それを軸に社会が組織されることになるという彼らの認

識には、現代社会分析の鍵となる要素が含まれている。

現在進行中の世界の「マックワールド」(B.バーバー）

化は彼らの正しさを示す恰好の実例である。次に、ポス

ト経済社会への移行が人間性に与える影響について考え

る。ケインズは、ポスト経済社会への移行が社会的規模

で適応不全を引き起こすほど深刻な問題であることを見

抜いていた。彼が正しかったことは、20世紀後半、ポス

ト経済的な状況が社会に広まるにつれ、個人のかたちが
急激に変容し、これまでの人間認識を見直す必要が出て
きているという、最近の精神医学者や哲学者の認識によっ

て裏付けられている。しかし彼らはまたケインズを超え
て、われわれが現在巻き込まれているのは、たんにポス

ト経済社会への移行に伴う変化だけではなく、近代の宗

教的、政治的、社会的、道徳的、知的な解放運動の－大
サイクル完結に伴う大転換であるという、さらに深刻な
認識を示している。

このあたりで本論に入ることにしよう。
ロ

I

〈一〉1930年に書かれた「わが孫たちの経済的可能閏
は、ケインズの大胆な洞察力がみごとに発揮された驚く
べきエッセイである。当時まだ始まったばかりで、長期
化の様相を深めつつあった資本主義最大の歴史的危機の
さなかに、早くもそれがたんに「速すぎた成長に伴う成
長期神経痛」にすぎないと自信をもって断言する大胆さ。
まことに、この楽観的な大胆さこそ、数年後に『一般理
論』として結実する、危機に対する理論的処方を可能に

したものに他ならない。しかし、わたしは次のことにもつ

と驚く。彼は、当時目の前に立ちふさがっていた危機の

解決などまるで既定の事実ででもあるかのように、こん

なものにいつまでもかまけていられるかとぱかりに、視

線を遠く危機のはるか彼方へと飛ばし、「経済問題」が

’
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解決された後に、人類が直面することになるであろう問

題を、それこそが「人類の真に恒久的な問題」であると

して、考察し始めるのである！このエッセイは逐語的に

注釈を加えたいほど含蓄に富んだものだが、要点に絞っ

て話を進める。

ケインズのポスト経済社会論の要点は二つある。はじ

めに、経済問題が解決されたと判断する基準と、その実

現時期についての考察がある。ケインズは人間の必要に

は、その充足から得られる満足に、他人と比較して優越

感を感じるという要素が入り込むか否かによって区分さ

れる二つの必要があると定義し、入り込まない方を絶対

的必要、入り込む方を相対的必要と呼ぶ。経済問題が解

決されたというのは、社会の全構成員の絶対的必要が満

たされた状態である。これが達成されるのは、当時のイ

ギリス社会の中流階級の生活水準が全社会にゆきわたっ

た状態、ないしは当時の1人あたり平均所得が8倍に上

昇したときであるというのが、彼の仮説である。この基

準を支えている二つの必要概念については、たとえばヴエ

ブレンの「顕示的消費」論やハーシユの「社会的稀少性」

の概念に拠って、そもそもそんな区分が容易にできると

考えるのはあまりに素朴すぎるという批判が当然出るだ

ろう。こうした批判に根拠があることは認める。しかし、

ここではこの議論に立ち入ることは避け、そもそも顕示

的消費が大衆化し、あらゆるものが相対的必要の対象と

なってゆくこと自体、あるいは社会的稀少性創出のメカ

ニズムが一般化・精綴化してゆくこと自体、絶対的必要

が満たされたポスト経済段階への移行の指標と考えられ

るのではないかとだけいっておきたい('1。こうした観点

に立つ限り、経済問題解決の時期について、1930年当時

のイギリスの一人当たり国民所得と比べて8倍以上になっ

た時点という仮説をそれほど厳密に受け止めなくてもよ
いと思う(2)o

ところでケインズの畑眼が光っているのはむしろもう

一つの論点にかんしてである。彼のいうところはこうで

ある一ポスト経済社会への移行は、絶対的必要を充足

するための労働時間を大幅に短縮して人類を労働から解

放することになるだろう。その結果人類は、大幅に増え

た自由時間を享受できるだろう。これは確かに大いなる

恩恵である。しかし経済問題が、人類発生以来一生命

発生以来と彼はさらに強調している－人類にとって

「第一義的な最も切迫した問題」であり、その解決のた

めに「あらゆる衝動ともっとも根深い本能を働かせ」て

きた問題であったということはつまり、大部分の人々の

人生において、経済問題こそ最も重要な目的であったと

いうことである。だから経済問題の解決は、反面におい

て、人類の生活から「伝統的な目的を刺うことになる。

このことからどういう状況が生じるだろうか○

ケインズは、この問題を､英米の富裕層の夫人たちと

生涯働きづめに働いた一人の雑役婦という、およそ対照

的な境遇にある人々を取り上げて考察している。裕福な

夫人たちを例に挙げて語られるのは、精神病理的な行動

である。われわれには生存のために奮闘する習慣が染み

ついているため、働く必要がなくなっても、新しい状況

に適応できず、必要もないのにこれまでどおりの活動を

繰り返すという「神経衰弱」的な行動をとるというので

ある。ここには、個人の精神病理と社会病理とのあいだ

の関連を見る興味深い視点が打ち出されている。この点

は後でまた取り上げる。もう一つ､一人の雑役婦の夢を素

材に語られるのは、人間の条件にかんするパスカル的な

考察である。自由時間というのは、ごく少数の人間以外

の大多数の者にとっては、夢見ているうちこそ花であっ

て、いざ実現してしまうと、なんのことはない、また難

問に、それも今度は暇をどのようにつぶすのかという人

生究極の問題に直面させるものでしかないというのである。

「余暇を心待ちにしている他の人たちと同じように、

彼女は自分の時間をラジオに耳を傾けて過ごすことが、

どのように素敵なことかと想い描いていた－彼女の詩

には次のような二行連句も見られる。

讃美歌と快い音楽が天国には響きわたっていること

でしょう、

しかし私は歌うことには縁がないのです。

しかし人生が耐えられるのは、歌うことができる人たち

にとってだけであろう一そして、われわれのうちで歌

うことができる者は何と少ないことだろう!｣13)

引用文のラジオを、TVやビデオや映画その他のお好

みのエンターテインメントに変えれば、これはわれわれ

の社会にもそのままあてはまるだろう。いつの時代であ

れ、「歌うことができる者」は少ない以上、「歌うことに

縁がない」大多数の人間にとっては、人生の耐えがたい

空虚さは「ラジオに耳を傾けて過ごす」他ないのである。

不要化した労働への執着とエンターテインメントの受

動的消費。後に見るように、ここにはポスト経済社会分

析に重要な意味を持つ着想が含まれている。しかし、ケ

インズはこの着想をこれ以上深めることはなかった。彼

はいつもの楽天性をここでも発揮して、人類は「経験を

積めば」この恐るべき問題を解決できるだろうとあっさ

り結論している(4)oもっとも、この解決が、社会の前衛

である富裕階級が送っている生活様式と全く異なるもの

であり、道徳律の転換さえ含むラディカルなものである

と強調しているのをみると、彼が実際には問題解決に相

当長い時間がかかると考えていた可能性はある。その場

合には、彼がそれほど楽観的であったとはいえないことに

なろう。いずれにせよ、このあたりで次に進むことにする。

り、はるかに深刻であった。というのも彼らは、経済問

題からの解放をはじめとする外的拘束の弱化によって、

自律や個性という、これまで西欧的人間性を導く理念で

あったものが崩れ去ってしまうのではないかと考えたか

らである。こうした危機意識は、彼らが末人に対して投

げつけた手厳しい言葉のうちに示されている。曰く「慢

心しきったお坊ちゃん」（オルテガ)、曰く「ひなたぼっ

こする犬」（ヘニス)、曰く「末人、すなわち最も低俗で

衰弱した人間、理想も向上心ももたず、ただたっぷり食

い、立派な身なりをして良い家に住み、医者と精神科医

から十分な手当を受ける畜群人間」（レオシュトラウ

ス）等々 侭)。要するに、末人というのは、自律的、個性

的な人間になるために支払うべき労苦を免れ、豊かな社

会の中で安逸な生活に浸り周囲の動きに流されているだ

けなのに、「着膨れした自尊心」（ニーチェ）のせいで、

’

I

｜
’

ひとかどの自律的個性的な人間であると自惚れている相

当倒錯的な人間に他ならない。

このイメージが、ポスト経済社会の支配的人間類型の

一面を伝えていることは確かである。しかし、そもそも

末人誕生（？）の場である「ツァラトゥストラ』冒頭で、

ツァラトゥストラが行った反語的演説に対して、聴衆が

｢われわれにその末人をくれ」と応える情景が描かれて

いるように、ポスト経済社会には、「末人」と軽侮され

ようと、喜んでそこに入りたいと願わせるような魅力が

ある。この魅惑が何に由来し、どれほどの力を持つもの

なのかを理解しない限り、末人論は無力な道学者風のお

説教にしかならないだろう(§1．コジェーヴとハックスリー

の議論が、この点にかんして出色であるのは、どれほど

異様であろうと、彼らの描くポスト経済（ないし歴史）

社会像が、実はわれわれがその成果を大いに満足しなが

〈二＞ケインズは、神経衰弱が社会に広がるというよう

な病理的事態はポスト経済社会への過渡期に特有のあくま

で一時的な現象だとしか考えかつたけれども、もしそうで

はなかったら、どうだろう。つまり、それが人類史の終点

に位置する社会形態への人間の恒久的な適応形態になると

すれば、どうだろうか。あるいは、そこまではいわないと

しても、過潤澗力溪きつける問題がケインズの考えたほど

簡単に片づくものでなければどうだろう。人間性はそれ

によってどのような影響をこうむることになるだろうか。

こうした問題意識をもって現代社会における個人の行方を

考えた論者たちはほぼ例外なく、ニーチェが「ツアラトウ

ストラ』で造形し、「末人」と命名した人間類型を参照軸と

して議論を組み立ててきた。フロイトやウェーバー、ハイ

デガー、オルテガ、シュトラウス、アーレントやマルクー

■
ゼ等々 、西欧的人間性の独自の価値とその危機につい

考えた思想家の大半がこの流れに属すから、その立場

雑多であるが、彼らが、ポスト経済社会の根本的な問
性を見出す場所は、基本的にケインズと同じである。
なわち、経済問題という外的な強制から解放される時

｢歌うことに縁がない」大多数の人間にとって、どの
うに自由時間を過ごすのかという問題が、きわめて深
な問題になるというのである。
しかし「末人」論者たちの抱いた懸念は、ケインズ

ら享受している現代文明の根本傾向をまっすぐ延長した

線上にあるものだということを、はっきり認識させてく

れるためである。

コジェーヴはアラン・ブルームによって「20世紀最大

のマルクス主義者」と評されたが、この評価に反対する

て
は
題
す

、

人でも、彼が20世紀で最も特異なマルクス主義者であっ

たという評価には賛成するだろう。彼の特異さを理解す

るのに注釈は要らない。1957年にコジェーヴがデュッセ

ルドルフで行った講演には「マルクスは神であり、フォー

よ
刻

よ
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つまり人間性の完成は人間性の消滅に他ならないのであ

る一コジェーヴがポスト歴史的生活様式と見ていたア

メリカン・ウエイ・オブ・ライフにはこうした矛盾がつ

きまとった。「人間は彼らの記念碑や橋やトンネルを建

設するとしても、それは烏が巣を作り蜘蛛が蜘蛛の巣を

張るようなものであり、蛙や蝉のようにコンサートを開

き、子供の動物が遊ぶように遊び、大人の獣がするよう

に性欲を発散するようなものである｡」ポスト歴史社会

における人間の動物性への退行という、あまり愉快では

ない見通しからコジェーブを救った（？）のは、1959年

の日本旅行における日本式スノビズムとの出会いであっ

た。江戸時代の鎖国期にすでに成立していた日本型ポス

ト歴史社会（｢どのような内戦も対外的な戦争もない生

活｣）は、独特の形式主義（日本式スノビズム）により

動物性と一線を画す厳しい規律を強制することに、他の

どこよりもうまく成功した。ポスト歴史的なものである

以上、人間的内容に欠けている点では、アメリカン・ウ

エイ・オブ・ライフも日本式スノビズムも同じだが、日

本の「混じりつけなしのスノビズム」は少なくとも形式

保持という一点で動物性への退行、すなわち「本来の人

間性の決定的な無化」を阻止できる一「どのような動

物もスノップではありえない」1－という利点をもって

いる。そうである限り、日本と西洋との交流を通して、

日本式スノビズムがポスト歴史社会の普遍的モデルにな

る可能性が高い…….。どこまで本気か分からないが、と

もかくコジェーヴは彼の議論をこのように結んでいる。

アメリカ文化の止まるところを知らないように見える

世界制覇過程を目の当たりにしているわれわれにとって

は、初版の見方の方が実感に合うともいえるが、いずれ

にせよ、彼の議論の要点が日本式スノビズムとアメリカ

ン・ウエイ・オブ・ライフの優劣比較などにないことだ

けは確かである。ケインズと同じくコジェーヴにとって

も、ポスト経済ないし歴史社会への移行という事態は、

人間性あるいは人間の条件そのものの問い直しを迫る人

類史上未曾有の大転換であった。しかも彼の場合、この

大転換は、ケインズがみたほどの猶予さえ与えられてお

らず、すでにわれわれを巻き込んで進行中の過程なので

あった。

ドは預言者である」という、何とも人を食った副題がつ

けられているが、その意味は、ヘンリー・フォードこそ、

20世紀唯一のマルクス主義者であり、マルクスの夢であっ

た共産主義社会を実現した人物だということなのである。

共産主義革命は最も発達した資本主義国で起こるという

マルクスの予言からすれば、これはある意味では確かに

理にかなった見方なのかもしれない。しかし、それが最

も先進的な資本家によって実行されたと主張するところ

が、この講演のみそである。しかし、それではロシア革

命や中国革命というのはなんだったのか。「ヘーケル読

解入門」第二版（1968年）に追加された有名な注では、

この点は次のようにあっさり片づけられている。

「ところで（1948年から1958年までの間に）合衆国と

ソ連とを数回旅行して比較してみた結果、わたしはアメ

リカ人が豊かになった中国人やソビエト人であるような

印象を受けたのだが、それはソビエト人や中国人がまだ

貧乏な、だが急速に豊かになりつつあるアメリカ人でし

かないからである。アメリカ的生活様式はポスト歴史の

時代に固有の生活様式であり、合衆国が現実に存在して

いることは、人類全体の『永遠に現在する」未来を予示

するものであるとの結論に導かれていった｡」（上妻精・

今野雅方訳、国文社、1987年、246頁）

要するに、共産主義の最終段階は、アメリカ合衆国に

おいてすでに実現されており、これからの歴史は、この

モデルの世界への拡散、すなわち世界のアメリカ化とい

う、ある意味で自動的な過程にすぎず、中国やソ連の共

産主義革命にしても、「時代錯誤的な多数の遺物を除去」

して、世界のアメリカ化という不可避の歴史的過程を推

進するものでしかなかったというのである。こうした特

異な歴史観を支えていたのは、周知のように承認論であ

る。これによれば、「本来の歴史」は「人間（『階級』）

が承認を求めて互いに闘争し、労働により自然に対して

闘争する場」であるから、もはや闘争もなく可能な限り

労働もしないですみ、しかも望むものは何でも手に入れ

られる状態になれば、歴史は終わったのである。しかし、

人間性というものが、人間間の承認を求める闘争と自然

との闘争を通じて形成されてきたのだとすれば、闘争も

労働も必要なくなるポスト歴史社会においては、「本来
の人間」は消滅し、動物性に戻るといわざるを得ない。

〈三〉オルダス．ハックスリーの「素晴らしい新世界』

は、この過程の果てに現れる世界を、想像力によって生

き生きと描き出した特異な作品である。ここにもフォー

ドが登場するが、今度は預言者ではなく、新しい社会の

創設者（もはや新世界で神は信じられていないので神で

はない）としてである。ヘンリー・フォードの哲学に基

づいて組織されている「素晴らしい新世界」においては、

人々 は、十字ではなくT字を切り、イエスではなくフォー

ドの名を唱えて祈る。紀元もキリスト生誕の年ではなく

T型フォードの生産が始まった年を起点とする。ポスト

経済社会において人間が直面する問題がこの社会では明

断に認識されていて、人々 の生活は徹頭徹尾、どうすれ

ば退屈を避けられるのかという問題意識にそって組織さ

れている。その原理はこうである。

「さてーこれこそ進歩である－老人も働く、老人

も性交する、老人にも暇はない、快楽から離れる暇はな

い、座り込んで考えたりする暇がない」（ハツクスリー

『素晴らしい新世界｣、松村達雄訳、講談社、1974年、69
頁、原著1932年)。

生活時間をびっしりと気晴らしで埋め尽くし、ものを

考える暇などないようにすること、これが生活組織の原

理である。だが「もしかりに、たまたま運悪く、ぎっし

り詰まった彼らの気晴らしにポカリと」穴があいて退屈
や陰気の虫力額をもたげるようなことになれば、どうす
るか。心配には及ばない。その時は、夢の世界へと誘い、
すべてを忘れさせてくれるソーマをのめぱよぃ。そうす
れば、「日々の労働と気晴らしという堅固な大地」に戻っ
てこれる。そしてまたフィーリという触感映画一バー

チャル・リアリテイ1－を見て、「ふんわかピチピチ
した娘から娘へと.’・電磁気ゴルフコースからコース
へと」渡り歩き、「快楽から離れる暇がない」生活を送
るのである。「ほどほどの疲れない労働を七時間半、そ
れからソーマの配給とゲームと無制限な性交とフィーリ。
これ以上何を注文できるかね？｣(7)

この世界の生活組織原理は「労働と気晴らし」である
とされているが、労働には気晴らし以上の意味はないと
はっきり言われているから、結局のところ、気晴らしが
唯一の原理であるということになる。気晴らしとしてで
あれ、労働がなぜ必要かというと、何もすることのない

暇な時間が増えると、人々 は何をしてよいのか分からな

い－実は何もしたいことがない－ため不安に駆られ、

「その暇から何とかして逃れようとせずにはいられ」な
くなり、結局、ソーマにたよることになる。こうして幸
福をもたらすどころか、むしろ不安の種を与えるだけだ
から、労働時間の大幅な短縮などしない方が人々のため
になるのだと、ハツクスリーは新世界の指導者の一人、
ムスタファ・モンドに語らせている。ケインズも過渡期
には週15時間くらいの労働をみんなで分かち合うのがよ
いといっていたが、議論の趣旨は同じである。
しかし理由は何であろうと、基本的に必要のなくなっ

た労働を続けさせると、不必要なものやサービスを過剰
に作り出すことにならないだろうか。そうならないよう
にするためには、「神経衰弱」対策として、あるいは空
虚な時間を作らないための埋め草として行われる労働は
一体何の生産に向ければよいだろうか。これに対しては、
「素晴らしい新世界』が解答を与えている。気晴らしの
種を生産するエンターテインメント産業に労働が向けれ
ばよいというのである。新世界の住人がフイーリやソー
マによって「快楽から離れる暇がない」生活を送るとい
うハツクスリーの記述を文字通りに読みさえすれば、こ
れは明らかである。実際、主人公である野蛮人の数奇な
運命を作りだすのに大いにかかわった旅行業にしても、
ソーマやフイーリを作る産業にしても、話の展開から考
えて、巨大産業であると思われる。しかし、さらに示唆
に富んでいるのは、野蛮人の自殺という悲劇的な結末へ
と至る顛末である。悲劇は、中心から隔離された辺境で
育ったおかげで「世界の有意味性」を信じている野蛮人
が、末人そのもののような人々－彼らは「『愛とは何か？
創造とは何か？憧慢とは何か？星とは何か？」－最後
の人間はそのように間うてまばたきする」というニーチェ
の末人像を妨佛とさせる、愛も憧れも知らない人たちで
ある－が住む新世界の中心に連れてこられることから
始まる。両者の住む現実は全く異なるから、野蛮人と新
世界の住人の間にはおよそ意志疎通が成立しえないのだ
が、この蠅酪そのものが、意味など端から求めない新世
界の住人にとっては娯楽の種となる。その結果、野蛮人
はマスコミ・ヒーローとなるが、彼が世界との棚鰭を自
覚し苦悩を深めれば深めるほど、世界の側は、彼の行動
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る傾向（ジハード）の間の闘争であると規定し、このジ

ハード対マックワールドに変わる選択肢を打ち出せない

限り、近い将来、世界のマックワールド化が成立するだ

ろうと予言しているが、彼のいうマックワールドはハッ

クスリーの「素晴らしい新世界」に驚くほどよく似てい

る。バーバーによれば、マックワールドとは、アメリカ

ン．ウエイ．オブ．ライフを唯一最高(onebestway!)

のライフスタイルとして売り込むポップカルチャー（音

楽、ビデオ、映画、劇場、書籍、食物、ファッション、

テーマパーク、ショッピングモールなど）の産物である。

マックワールドのイデオロギーは、伝統的イデオロギー

と違い、MTVやCNN、ハリウッド映画の映像を媒体と

して宣伝される。バーバーはこれをビデオ化されたイデ

オロギー、すなわちビデオロジーvideologyと呼んでい

るが、これはイメージを媒介とするため独断的な印象を

をますます面白がり、野蛮人はますます悩みを深めると

いう悪循環が成立してしまう。母の死を嘆き、愛に悩む

彼の苦しみはすべて、世間の人々 にとっては娯楽の種と

なり、その一挙手一投足に注目が集まる。彼が苦悩の中

で自虐的に自らを鞭打つ様子が盗み撮られ、フイーリ作

品として全世界で上映され、大当たりをとる。観客は彼

の痛みを共に身体で感じて一共感ではない！－大いに楽

しみ、挙げ句の果てには、ヘリコプターで野蛮人のとこ

ろへ大挙して押しかけ、映画で見たようすをライブで再

現（1）しろと要求する。大騒ぎの中で理性を失った野

蛮人は観客とともに喧喋の一夜を過ごした後、ついに自

殺する。TVを中心とする現代のマスコミの実態を見て

いるわれわれには、半世紀以上前に書かれたとは到底思

えないほどリアリテイに満ちた物語であるが、この話は、

エンターテインメント産業が社会の基軸産業となってぃ

〈四〉安永浩は、「境界例と社会病理」（1980年）（安永

浩著作集4「症状論と精神療法』、金剛出版、1992年）

において、文明史を三段階に分け、各段階の闘争形態と

主導価値規範に応じて、個人がさらされる葛藤の質も異

なり、精神病理のかたちも異なるという興味深い文明論

を展開している。それによれば、生存闘争を第一義とし

｢集団の倫理」にしたがう第一段階から、経済問題を最

優先課題とし、「自由、平等、責任を伴う『個人の絶対

価値｣」をその教条とする経済ないし所有の闘争の段階

へと向かう移行期の葛藤テーマは「支配的呪縛から個人

の独立へ」となるはずで、古典的な分裂病の発病経過と

発病後の病態力撮も典型的にこのテーマに適合する。分

裂病者の病前性格は、呪縛を最もうけやすい一面と、し

かも独立を指向し続ける一面と、さらにその葛藤を克服

しぬくだけの強さに恵まれなかった一面との三面を兼ね

ラ、スケートボードとクルマ、それにテーマパークやショッ

ピングモールなど、個人のファッションから余暇の過ご

し方、都市再開発の手法に至るまで、アメリカン．スタ

イルが世界中を席巻していることを見れ感そもそもマッ

クワールド化の進展に疑問をはさむ余地など始めからな

いように思われる

ところでマックワールドにはどういうタイプの人間が

住むことになるのだろうか。この点に関して、マーク・

リラは非常に興味深いことをいっている(MarkLilla,
ATaleofTwoReactions,NewYorkReviewof

Books,May141998.インターネットで入手)。彼に
よれば、60年代の文化革命と80年代のレーガン革命は、
一方が快楽主義、他方がプロテスタント的禁欲倫理を掲
げ、権威や家族、個人の道徳にかんして真っ向から意見
が対立するため、およそ水と油のように相容れないもの

備えているからである。われわれは現在、「快感ないし

心理的満足｣、「本能的、実感的満足が優先的要求として

追求される」第三段階に入りつつあるが、現在の過渡期

の葛藤テーマは、以前の段階のような強力性（｢命をや

るかとるか｣、「富か乞食か｣）を欠いているが、隠微に

人間本来の健康性を裏切り、しかもそれを自覚しがたい

という、たちの悪い性格をもつ。

「自明に与えられていた自由、自律の幻想が「どこか

で」うらぎられ始める。情報の『不足」ではなくその浸

透と氾濫に悩まされ始める。すがるべき権威はもはやな

く、ある意味では以前よりずっと放任されている。これ

は本質的には、人間の『自由』が『○○からの自由」と

いう形を失い、虚無の真空の中に解体しようとする危機

状況であるとも言い得る｡」（前掲書146頁）

このかたちの葛藤に最も陥りやすいタイプは、自由の

幻想にたっぷり浸ってしまう（しまえた）一面と、感覚

的本能的満足欲求の強いという一面と、時代のかもし出

す隠微な危険を克服、回避する性能の乏しさという一面

との三面をもつ。しかしこうした素質者（中心気質者）

力鞁綻したとしても、葛藤の性格から考えて、古典的分

裂病のような激烈な形はとらず、「よりだらだらと遷延

的」で、悩みのテーマも「俗人」的、未熟で、一見「軽

症」風なかたちをとると考えられる。現代における境界

例、あるいは少なくとも境界例型特徴の弥漫的出現は、

と見られているが、実は両方とも、アメリカの民主主義
的個人主義力嗅なる対象に対してとった二つの反応なの
であって、必ずしも矛盾するものではない。実際、両革
命の成果のはじめての結晶である現代アメリカの若い世
代は、禁欲倫理と快楽主義という二つの道徳を楽々と調
和させている。彼らは、レーガン派のユートピアである、
規制から解放されたグローバル市場で週日はまじめに働
き、週末になると60年代文化革命の産物である、解放さ
れた道徳的文化的雰囲気に浸って楽しむのである。彼ら
は働きすぎるほど働くが、その目的は、束の間の快楽や
社会的地位や尊敬を得ることである。道徳的に放縦だが
労働は勤勉に規律正し<行うという、こうした新しいタ
イプの人間が「素晴らしい新世界」にみごとに適応した
ポスト経済人homopost-oeconomicusの先駆けをな

すものなのか、それとも一時的な現象なのかは、まだ分
からない。しかしリラの議論は、少なくとも、人間類型
の変化が起こりつつあるのではないかという疑問を真面
目に取り上げるよう、促すものである。こうした考えを
持っているのはリラだけではない。フランスの政治哲学
者マルセル．ゴーシエや日本の糊II医学者安永浩や鈴木
茂なども、彼とは多少異なる視点からではあるが､やは
り現在、変化が進行中だと考えている。最後に、彼らの
所説を簡単に検討して、この変化がはらむ問題の広がり
と深さを視野に収めることにしたい。

与えない。こうして世界のマックワールド化は、ビデオ

ロジーがかき立てるアメリカン・ウエイ●オブ●ライフ

への憧れ、すなわち自由で平等なアメリカ人の送る豊か

な生活への憧れに発する自発的帰依としてソフトに進行

するのである。これに対応して、マックワールドの中心

はもはやハードな商品製造業ではなく、遠隔通信技術と

情報および娯楽ソフトが一体化したインフォテインメン

ト・テレセクターinfotainementtelesectorが占めるこ

とになるo(9)

ビデオロジーが世界のマックヮールド化を進めている

というバーバーの仮説は、統計数字によって裏付けるこ

とができる。彼自身は、ハリウッド製映画が世界のどの

国でもほぼ例外なく集客数ベスト,0の大半を占めるとい

う事実をマックワールド化を示す指標として挙げている

が、98年10月26日付け『ヘラルド．トリビューン』の

｢世界はアメリカの文化侵略を歓迎している」という記事

によると、アメリカのソフトウエアおよびエンターテイ

ンメント製品の国際的な販売高は農産物や飛行機やロケッ

トなどを抑えアメリカの全産業部門中トップで、602億

ドルに上る。しかもこの部門にかんする限りアメリカの

国際収支は圧倒的に黒字である。これは、マックワール

ド化の進展を示す端的な指標といえよう。しかし、今さ

らこうした数字を持ち出すまでもなく、ジーンズとTシャ

ツにスニーカー、ハンバーガーとプライド．チキンにコー

る社会を舞台にしてはじめて成り立つものだろう。

エンターテインメント産業に注目したのは、ハックス

リーの洞察力を示すものである。実際、エンターテイン

メント産業が労働力の大半を雇う最大の産業であれば、

誰が商品を買うのかという問題は、気晴らしの問題と同

時に解決される。なぜなら、人々 は昼間は暇つぶしの種

である商品を生産するために暇つぶしに働き、夜になれ

ば自分たちの作った商品を消費して暇をつぶすことにな

るからである。人々 はもう空虚な時間を前に震える必要

もなければ、自分が「歌うことに縁がない」人間である

ことを怖れる必要もない。これまでと同じようにこれか

らも「仕事と遊戯」に打ち込んでさえいればよいのだ。

この世界の指導者は、ケインズのように経済活動から非

経済的な活動に人々 の活動をどのように切り換えていけ

ばよいのか、などという難問に頭を悩ませることもない。

何も変えなくてよい。今まで通りみんなで経済成長を追

求してゆきさえすればよい。そうすれば、エンターテイ

ンメント産業がさらに発展し、生活はますます快楽に満

ちたものになってゆくのである－「これ以上何を注文

できるかね？」(8)

アメリカの政治哲学者ベンジヤミン・バーバーは、現

代世界の動きを規定しているのは、アメリカ文化が世界
を同質化してゆく傾向（マツクワールド化）と、それに
対して民族や宗教という「伝統」を拠り所にして反発す
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人の人間と見ることを学ぶこと、いいかえれば、他人か

らみれば、自分は何者でもない、たんなる一人の人間に

すぎないということを学ぶことである。自分から距離を

とり、他人の目で自分を客観的に見ることを学ぶという、

社会化のこの第二の側面は、公共感覚を身につけ、市民

になるために不可欠の教育であった。しかし家族制度の

のであると指摘し、こうした類似が生じる理由を、現代

の日本人がみな「多かれ少なかれ境界例患者に類似した

内的空虚感をかかえこんでいる」ことに求めている。

境界例をめぐる安永や鈴木の考察は、マルセル・ゴー

シエの現代人をめぐる考察と共鳴するところが多い。ゴー

シェも、最近四半世紀にフランス社会に生じた変化一

こうして推論された病態と素因に対応する。

安永の第三段階がわれわれのポスト経済段階に対応す

るものであることは明らかだろう。二つの議論をまとめ

ると問題の要点はこうなる。すなわち、この段階におい

ては、社会全体としてのっぴきならないかたちで取り組

まざるを得ない、かつての経済問題のような問題がなく

なる。そのため、誰もが服すべき社会規範というような

ものは実質的に不要化し強制力を失ってしまう。その結

果、これまで外部から多かれ少なかれ強制される規範を

頼りに生きてきた「歌うことに無縁な」普通の人間は、

何をしたらよいのか分からなくなってしまう（前線昏迷)。

外的強制から解放されると自律的に価値を選び取ること

が可能になるが、逆説的なことに、他律的規範力梢失し、

自律性の価値が至上化されるとともに、自律性の基盤が

あやしくなってしまうというのである。

虚空に漂う現代人の危機にかんするこうした物語その

ものは古典的なもので、これまでも繰り返し語られてき

た。安永はデュルケイムのアノミー論を参照しているが、

ケインズの議論も末人論も多かれ少なかれこれの変奏で

ある。しかし安永の議論は、古典的な議論と大きく異な

る。古典的議論は全体主義に焦点を合わせていた。「歌

うことに縁のない」大多数の人々 は、拠るべき規範もな

い虚空の中で自律的に生きるという重い課題を担いきれ

ないので、外部の圧倒的権威に全面服従し一体化するこ

とで、暖昧な自我や稀薄な現実感の埋め合わせを図ろう

とするが、これは全体主義権力を成立させる危険がある

というのである（｢自由からの逃走｣)。これに対し、安

永の第三段階には、自律か他律かという選択肢の前で立

うとする試みとして注目に値する。中心気質者というの

は、正常な、平均的子供の天真燗漫といったタイプを中

心とし、周辺に類てんかん気質やヒステリータイプ、嗜

癖に陥りやすいタイプなどを含む気質である。全体に共

通する本質は、自然児的な面、生物学的規定面が優越し

ていることである。その精神生活は本能的、身体感覚的

快・不快に左右される面が大きく、世界との間の精神的

距離は分裂気質者や躁うっ気質者より短く、ほとんど膚

接的である。精神生活において具体的次元を出にくい反

面、原始的恐怖や迷信の世界に親和する一面をもつ。こ

の気質が「中心」気質と呼ばれるのは、誰でも子供の頃

は中心気質であり、他の気質者においてもこの気質が基

盤にひそんでいるからである。中心気質者（ないし誰の

心の基盤にもある中心気質的な面）は、明暗・強弱のはっ

きりした体験形式をとるタイプ（子供のように熱中しや

すく飽きやすい、原始的に単純明快な価値分別）である

から、単調、一様、安全で安定した現代社会に内攻した

不満をうっ積させやすい。その結果生じる典型的な破綻

の形式は発作的爆発ないし意識そのものの消し去り

(｢キレル」！）である。境界例で最も目立つのはつかの

間の安定からパニックもしくは暴発へのほとんど発作的

な移りゆき、こらえ性のなさであるから、これはまさに

中心気質型破綻を思わせる。

鈴木茂は、安永論文が書かれてからほぼ20年が経過し

た現在、精神医学の世界では境界例概念は退潮し、その

かわりに「スキソイド・自己愛・心的外傷・人格の多重

化・間主体性といった諸テーマ」が浮かび上がっている

という。しかし、これは安永の議論の価値を損なうもの

解体とともに、この機能は家族から失われてしまった。

その結果、現代人の特徴は「自己への密着」adh6rence

dsoi(ナルシシズム!)という、およそ公共心をもつ

ために必要な資質の対極に位置するものになってしまっ

た。だがここで、家族に代わって学校が社会化機能を果

たしているのではないかという反論が出るかもしれない。

これに対しゴーシエは、教育は一定の社会化を前提して

はじめて成立しうるのだから、二つの機能を学校が同時

に引き受けるのは難しい、まして学校自身が「家族化」

とでも呼びうるもののせいで教育に四苦八苦しているの

が現状なのだからいっそう難しい、と答えている。

家族や学校の危機、あるいは現代フランス人の新たな

病理についてゴーシエが書いていること－異常な潔癖性

や自分の体臭への恐怖の蔓延、孤独を恐れるが他人と接

触するのも怖いというアンビバレントな態度の一般化、

ナルシシズム、アイデンティティの稀薄化など一は、現

代日本でもお馴染みのものばかりである。これは、従来

の人間類型の変化という事態が、日本社会の特殊性に由

来する局地的な現象ではなく、ポスト経済社会への移行

という人類史的な出来事に伴う普遍的現象であることを

端的に示すものだと考えてよいと思う。

すでに見たように、ケインズはポスト経済段階への移

行をうまく成し遂げるためには、新たな段階にふさわし

い洗練された生活術を教育する必要があると考えていた。

教育を重視するこうした考え方自体は間違っていないと

思う。しかしゴーシェが指摘しているように、そしてわ

れわれ自身日々目の当たりにしているように、今日、教

育や社会化を担ってきた当の家族や学校自身が地殻変動
のまっただ中にある。ここから考えると、彼の認識は少々

楽観的すぎたようである。ポスト経済社会への移行は
｢人類の真に恒久的な問題」の始まりであるという言葉

長期的経済危機にもかかわらず、社会から闘争が消え
pacification，個人から葛藤が消えapaisement、社会的
に個人的にも改良主義的気分が蔓延して、野心が全般的
に引き下げられているように見えるという事態一が、人
間類型の変化を表す徴候ではないかと考え、個人主義の
歴史を再検討して、安永同様、個人類型の三段階論を提
示している(MarcelGauchet,Essaidepsycologie
contemporaine,I,LeD6bat,no.99,1998)。彼は、第
三段階に属す現代人を、社会の発展そのもののおかげで、
自分が社会の中に生きていることをあえて無視すること
ができるようになった最初の世代であると特徴づけてい
るが、これは安永の議論とぴったり重なる。
社会とのつながりを無視し、自己に密着する現代人と

いう新しいタイプの個人の登場に関して、ゴーシエが最
も注目しているのが、家族の地位の変化である。1965年
から75年にかけて、フランスの民法の三分の一が平等主
義の論理に沿って書き換えられた結果、家族は私事に属
する事柄になり、公的な事柄にかかわる制度ではなくなっ
た（家族制度の解体d6sinstitutionnalisationdela
famille)。家族制度の解体は民法改正によって突然もた
らされたわけではなく、その背後には社会的紐帯の国家
への集中という一六世紀以降西欧で進んできた長い歴史
過程があるのだが、この言葉の意味は、家族がこれまで
のように社会的紐帯の維持と確立という点からみて重要
な集団ではなくなり、社会秩序を支える歯車という役割
も果たさなくなったということ、そして個人と個人の純
然たる感情的な関係に基づく自発的な集まりになったと
いうことである。これは、今後長い間、その衝撃波を遠
くへ広げてゆくことになる「人類学的革制であるとゴー
シェはいっているが、この革命によって、家族の社会化
機能が失われたことに注目しなければならない。社会化
には二つの側面がある。一つは他人と共生することを学
ぶことであり、もう一つは自分を他人と同じたんなる一

っすくむ個人はもはや登場しない。自らのアイデンティ

ティの輪郭が不明確であることに悩む個人はもはやいな

い。それを悩みの種とするほどの自律性指向さえないの

である。「断片的自己を意識することなく、分裂や投射

性同一視を通じてそれを生き・・・その時その時の具体

的次元において無原則的対処を繰り返」（鈴木茂『境界

事象と精神医学』、岩波書店、1999年）して、現代社会

に適応してしまう新しいタイプの個人が大量に出現する。
安永は、現代日本におけるこうした境界例型特徴の弥

漫の背景を、中心気質という新しい概念を提起して考え

ているが、これはポスト経済人の椛造を本格的に考えよ

ではない。なぜなら、「これらの患者に共通する訴えは、

境界例患者と同様に、「生きていることのむなしさ』で

あり、仲間集団や家への帰属意識の困難ないし皮相性で

あり、ほぼ同一の問題がそれぞれ別の視点から追求され

ている」ということだからである（鈴木前掲書「新装版
にあたってのあとがき｣))。

問題の核心が、ここには、この上なく明瞭に引き出さ

れている。「生きていることのむなしさ｣。鈴木は、「巧

みなおしゃべり、感覚主義、刹那（現在偏重）主義、変
身性、非自立性、虚実（遊びと現実）のけじめの喪失な
ど｣、現代日本社会の特徴が、境界例患者の特徴そのも

は、ケインズ自身より強く受け止めなければならない。
ゴーシェは、現代社会が迎えている転換は、ポスト経
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済社会への移行を震源とするだけではなく、宗教的、政

治的、道徳的な地殻変動にも由来する、広く深いもので

あると指摘している(MarcelGauchetetal.,Malaise

danslad6mocratie,LeD6bat,no.51,1988)。政治に

おいて、近代個人の自律性は常に他律性に依拠して形成

されてきたと彼はいう。自律を可能にする禁欲的態度に

しても、神や善や美が超越的なものとして存在するとい

う前提に支えられていたし、もっと日常的には伝統の権

威や義務の社会的優先などによって維持されていた。だ

から個人主義が政治的に勝利し、自由や平等、自律など

の価値が認められるということは、それまで自律性形成

を支えてきた他律性を解体することだったのである｡18

世紀末以来、同じことが道徳でも教育でも個人の心理に

おいても起こった。道徳的規則や教育の原則が力を持ち

えたのは、超越的なもののオーラのおかげだったが、啓

蒙がオーラを吹き飛ばしてしまったのである。こうして

今や、人生とは畢寛暇つぶしにすぎず、それを支えてき

注 しかし、この娯楽で疲れたりしないように、心を配る｡」

吉沢伝三郎訳、ニーチェ全集第9巻、31頁）

(8)シトフスキーは、経済発展に伴い、人間の満足のかた

ちが、不快の原因になるものを除去することによって

得られる満足（たとえば食べることによって空腹とい

う不快感の原因を除去して得られる満足）から、刺激

によって退屈から解放されることによって得られる満

足（快楽）へと移行するという議論を展開している。

これは経済発展とともにエンターテインメント産業が

発展してきたアメリカの現実に基づいて、ポスト経済

社会においては、人々を退屈から解放する刺激を与え

るエンターテインメント産業が基軸産業になるであろ

うことを理論的に明らかにしたものと考えてよいと思

う。cf.TiborScitovsky,TheJoylessEconomy,

OxfordUniversityPress,1976.id.,Humandesire

andeconomicsatisfaction,WheatsheafBooks,

である。cf.RoyHarrod,Thepossibilityof

economicesatiety,inTopicalcomments,Macmil-

lan,1961,pp.7-12)

(5)オルテガ『大衆の反逆｣、神吉敬三訳、筑摩書房、

1995年、原著は1930年。WilhelmHennis,

Tocqueville'sperspective,inP.A.Lawlered.,

Tocqueville'sPoliticalScienceClassicEssays,

Garland,1992.LeoStrauss,Thethreewavesof

modernity・inAnintroductiontopoliticalphi-

losophy,WayneStateUniversityPress,1989.

(6)消費社会が攻撃的なコマーシャル攻勢によって拡大す

ることは確かである。しかし、アメリカン・ウエイ・

オブ．ライフの享受者という意味での「消費者」（ポ

スト経済人の原型）になるという経験の意味は、たん

にものを買うことにつきない。それは「過去を超越す

る行為であり、新たな社会的地位を認識する行為」で

(1)ミンスキーの次の指摘はわれわれの見方を支持してい

る。「資本資源を必要とする人類のそれらの欲求を完

全に満足させる可能性についてのケインズの考えには、

循環論法が含まれている。また彼の個人的な基準と哲

学が、議論の中に入り込んでいる。しかし、生命や健

康にとって基礎的な食物、住居、そしてその他の財．

サービスに対する絶対的な欲求を普遍的に充足させる

ことは、今日のアメリカやヨーロッパなどの豊かな国々

の能力で、十分に手の届くところにある。（ケインズ

が執筆していた当時、この目標はこれらの国々の技術

能力によって達成可能であるか、あるいはそれに近い

ところにあった｡)｣(H.P・ミンスキー「ケインズ理

論とは何か｣、堀内昭義訳、岩波書店、1988年、原著1

975年)。

(2)参考のため、統計数字を挙げておく。イギリスの一人
1986.]。

(9)ベンジヤミン・バーバー「ジハード対マックワールド｣、

三田出版会、1997年。

⑩人間開発報告書98年版によれば、世界全体における広

告費は最小限でも4350億ドルと見込まれる。その結果、

世界的に同質の消費者階層が「グローバル・エリート」

や「グローバル中流階級｣、「グローバル・ティーンズ」

として成立している。彼らは一つの「グローバル・ス

ペース」に住み、同じビデオや音楽を吸収し、映画や

TVが映し出す金持ちや有名人のライフスタイルを真

似て、「グローバル・ブランド」を消費するという同

じパターンの消費生活を送っている。

あり、経済的な労苦から解放された新世界「アメリカ」

への参入を象徴する行為なのである。素晴らしい新世

界アメリカが「商品」－包装紙、缶、ブランド、広告
なども含む一を通して世界中の人々に及ぼす神秘的な

魅力については、ユーウェンの語るチェコからのアメ

リカ移民アンナ・クーサンの生涯が生き生きしたイメー
ジを与えてくれる。S.&E.ユーウェン「欲望と消費｣、
晶文社、1988年、を参照のこと。

)同書260頁。このあたりのハツクスリーの記述は、「ツァ
ラトゥストラ」の次の箇所のパラフレーズである。
｢ときおり少量の毒、それは快い夢を見させる。そし
て最後に大量の毒、ある快い死のために。／人はなお

労働する。というのは、労働は一種の娯楽であるから。

た価値や意味や権威も虚構にすぎないという認識が、少

数の哲学者や指導者が独占する特権的知識ではなく、常

識となってしまった。現代人が抱える空虚感はここに由

来する。ではどうすればよいのか。古典的な自律が再び

可能になるように超越的なものを再興すべきなのか。ゴー

シェは、かつての価値や規範の体系の崩壊が和避であっ

たことを認めた上で、道徳の領域でも教育の領域でも、

新しい体系を作り出さねばならないといっている。しか

し、これは大変な課題である。なぜなら、強制力の根拠

を、人間社会の始まり以来（1）その根拠となってきた

宗教や伝統の超越性や集団の拘束力に求めずに、価値や

規範の体系を創り出すというのは、自律性発展の画期的

に新しい段階へと進むことだからである。われわれは今、

二重、三重の意味で大転換期を迎えているのである。こ

こでは、その全貌に迫るために必要な要素のごく一部を、

大して整理もできぬまま投げ出すようなかたちになって

しまったが、せめてわれわれが直面している問題の大き

さなりとも伝えることができていればと思う。ともあれ、
ひとまずここで本稿は閉じることにしたい。

当たりGDPは1930年から1994年にかけて、5195ドル

から16371ドルへとほぼ3.2倍に増加した(1990年ドル

基準)｡1930年のイギリスの数字を最も豊かなアメリ

カの1994年の数字と比べても4.3倍強にしかならない。

だから8倍という数字を文字通りに受け止める限り、

ケインズの基準は達成されていない。cf.Angus

Maddison,Monitoringtheworldeconomyl820-

1992,OECD,1995.

(3)ケインズ「わが孫たちの経済的可能性｣、宮崎義一訳、

ケインズ全集第九巻、東洋経済新報社、1977年）

(4)ケインズが考えていたのは、洗練された生活術を教育

することであった。ケインズのポスト経済論を忠実に

受け継いだハロッドも同じことを言っている。すなわ

ち、哲学や詩、音楽、視覚芸術に喜んで打ち込むよう

な人はいつも少数派でしかありえない。暇を持て余し

た人々 が面倒を引き起さないようにするには、余暇を

使う術を彼らに教育しなければならない。今後20年間

にアメリカ合衆国が直面する「もっとも重要な経済問

題」は、経済活動からますます解放されてゆく時間を

1

(7

有益に過ごすために必要な精神的手段を市民が漉得で

きるよう、教育、中でも芸術的な分野の教育に最高の
質の資源をどうやって振り向けてゆくのかということ

１
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●書 評

朝倉広教・内田日出海著

『ヨーロッパ経済一過去からの照射一』勁草書房、1999年

タイトルから明らかなように、本書の特色はEU統合

の進展という形で凝集しつつある現在のヨーロッパ経済

を「中世以来の過去から光をあてて」いる点にある。す

なわち、再び凝集しようとしているヨーロッパを前に、

過去における「凝集と分裂のダイナミズム」を探ろうと

いうのである。

歴史を描くにあたってはっきりとした視点をもつこと

の意義は論じるまでもないが、ヨーロッパの凝集と分裂

を軸としたところに、本書の意義があると同時にその大

胆さを見て取れる。まず、ヨーロッパの凝集性という側

面についてかなりの紙幅がさかれているために、中世と

現代が強調され、ヨーロッパの分裂期とされる近世及び

近代の部分が軽くなっている。本書に挿入されているヨー

ロッパの地図も、中世におけるバルト海・北海商業と地

中海商業の隆盛を示すものと現在のヨーロッパ統合の状

況を示す図の二つであり、まさに、中世と現在とに強く

見受けられるヨーロッパとしての凝集性を強調する格好

になっている。

一方、中世が強調される叙述には、もう一つの大胆さ

を看取できる。すなわち、ともすると中世経済とそれ以

降の経済との間に断絶があるかのようにみなされがちで

あるが、本書は、むしろ、ヨーロッパ中世世界に後の近

代資本主義の種子を見いだそうとしているのである。そ

れゆえ、中世世界については、中世的特徴よりも資本主

義の指標とみされる具体的な事実に注目しつつ、近世・

近代との連続性へと議論が移っていく格好になっている。

つまり、中世から近世・近代へと移りゆくヨーロッパを、

地域的凝集から分裂へというプロセスという側面でおさ

えると同時に、そうしたプロセスが資本主義経済へと進

む連続的なプロセスの中に位置することを描こうとして

いるのである。ここに、本書における二つ目の大胆さを

見て取れるだろう。

全体の構造を簡単に紹介すると、まずヨーロッパの空

那須大学柳 敦

間的枠組み（序章）と長期の時間軸で見たヨーロッパ

(第1章）に関して考察したあと、中世ヨーロッパ経済

の基本構造（第2章）から中世盛期における商業ダイナ

ミズム（第3章）と移っていく。第2章と第3章は中世

世界の凝集性と資本主義社会への連続的なプロセスを論

じている。第4章は近世、第5章は近代、第6章は帝国

主義から第2次世界大戦までを扱い、資本主義社会への

対応としてのヨーロッパの分裂について、その開始から

終焉へと至る過程が論じられている。最後に、第7章か

ら第9章は統合という再凝集プロセスに挑んできたヨー

ロッパの姿が描かれている。

本書は凝集→分裂→再凝集という道を歩んできたヨー

ロッパという側面を強調しながら、近年の研究成果が数

多く紹介されている点で、非常に興味深いものである。

ただ、一読すると、ヨーロッパ経済の歴史的変遷という

よりも、ヨーロッパ経済構造あるいは経済システムの歴

史的変遷を跡付けたという感が強い。確かに、長期的時

間軸の部分で、長期的な変動局面の移り変わりは明らか

にされているのだが、全体として、質的側面、とりわけ

質的変化が強調されるために、量的な変化が見えてこな

い。もちろん、ポジティブ(A局面）かネガティブ(B

局面）かという局面だけの問題であると言えばそれまで

だが、同じA局面としてもその局面が経済社会に与えた

影響の程度には違いがあるはずで、この点は各時代にか
かわる記述部分において質的様態・変化だけではなく量

的側面にふれる形で補う必要があるのではないだろうか。
一方、凝集という側面が強調されるにともない、分裂

のダイナミズムが十分に描かれていないように感じられ
た。例えば、近世初頭において凝集性の強いヨーロッパ
が分裂していったことは確かだが、分裂のメカニズムあ

るいは分裂のダイナミズムについて国家あるいは王権の
強化をもって説くというのでは不十分にならざるを得な
い。それゆえ、世界システム論による説明が行われ、

－71－

「中核」としてのヨーロッパの特徴として内部において

競争の激化する集団核という点力嘩げられている。だ瀧

ヨーロッパがいわゆる「中核」となっていくプロセスと

「中核」を維持し「辺境」を辺境化あるいは固定化しつ

つ「中核」としての地位を維持していくプロセスについ

ての十分な説明を欠くために、集団核とは言え、ヨーロッ

パ外の「辺境」に対する、時にアグレッシプとも言える
ダイナミズムが表面に出てきていない。ヨーロッパの内
発的変化という側面でとらえられることで、ヨーロッパ
外の要因によるヨーロッパの質的変化が隠れてしまって
いるのである。ヨーロッパが「中核」として世界経済を
再編していくとは言え、ヨーロッパ外の「辺境」からの
影響あるいは外圧によって、ヨーロッパのありかたもま
た、変化したのではないだろうか。

さらに、分裂し競合しあう集団核としての「中核」で
あったとはいえ、非ヨーロッパ地域とヨーロッパ地域と
いう形でとらえれば、一体性を欠くヨーロッパの分裂期
においてもヨーロッパの歴史的、地理的アイデンティティー
に基づくある程度の共通性は保持されていたはずである。
それゆえ、ヨーロッパの統合という再凝集プロセスにつ
いて、国民経済間の競争というシステムの破綻によって

生じたものという点を強調するのに異論はないが、同時

に、国民経済間の競争の中においても失われなかったヨー

ロッパの共通性が再び顕在化してくる点もまた強調しな

いと、分裂していたものが一体化していくにあたっての

凝集力たるものが見えてきにくいのではなかろうか。

また、近世においてヨーロッパの分裂が開始されてい

くプロセスについて世界システム論を援用しているので

あるから、分裂の終焉についても、再度、世界システム

論を援用して論じるべきではあるまいか。ヨーロッパの

統合という再凝集は、内部で分裂している集団核として

の「中核」の終焉なのか、あるいは世界システムにおけ

る「中核」のありかたの変容によるものなのか、それと

も両方なのだろうか。

最後に、本書は、固有名詞についてそれぞれの地域や

国の当該時代の発音・表記が忠実に採用されている点に

も特徴がある。こうした姿勢を貫くこうとすることが、

かなりのエネルギーを必要とする作業であることは言う

までもなく、著者たちの苦労を称賛しておきたい。なお、

245頁でふれられている「カシス・ド・ディジョン」の

綴りは@'CassisdeDision''ではなく、"Cassisde

Dijon''だろう。

－72－

i

1

’

I
＃

i



－

●学会報告
一

1997年度会計報告

(1997年4月1日-1998年3月31日）

1998－1999度活動報告

《
室事■ 理

日時

場 所

出席者

謹事

1999年1月29日㈲12:00-13800

早稲田大学大隈会館1階「楠亭」
小金、諏訪、西川、堀川各理事

(1)1997年度の活動報告

(2)1997年度の会計報告

(3)新入退会員承認の件
塚原康博、辻忠夫、岩根典夫、西川良一、平井新の各氏5名の退会が承認された。この時点で会員数
は138名。

(4)坂本慶一理事の理事退任願いが承認された。

《収入》 《支出》

大会・理事会関係費

通信費

事務費

Bulletin19号印刷・製本代

翻訳料

書籍代

アルバイト代

598,966

361,630

18,000

6,000

64,000

38

前期繰越

会費（郵便振替分）

会費（大会当日納入分）

会費（銀行振込）

早大大会・懇親会補助

利子収入

31,722

68,960

6,699

337,000

28,000

4,620

10,000

今
云

1999年1月29日（金）13:00-14:0O

早稲田大学3号館第一会議室
(1)1997年度の活動報告

(2)1997年度の会計報告

(3)新入退会員承認の件

■総

日時

場所

議事 小計

次期繰越

487,001

561,633

計1,048,634 1,048,634計

■研究報告会

日時1999年1月29日（金)14:00-16:00
場所早稲田大学3号館第一会議室
報告者清水和己（早稲田大学）論題／「フランソワ・ペルーにおける制度概念」

水島茂樹（福岡大学）論題／「もう一つのフオーデイズム概念再論」
《資産》

149,714

134,464

200,425

手元現金

普通預金残高

定期預金残高

■第6回日仏経済学会議「21世紀初頭の東。東南アジア」
日時1998年10月8日嗣-10日(士）
場所サンマロ

77,030郵便振替口座残高
一一一■一一一一一一一一一一一一

561,633計1講演会

日仏会館との共催

日時1998年12月21日（月）
場所日仏会館

報告者パトリック・フリダンソン論題／「フランスの自動車産業は変わったか?」
、

雌
癖

『

座〃催仁確劃ﾝｬL
仁

''I劣〆一

義一可域&皇，健雷を脚
、 幹

乞 噌
上‘,、〃

IF一

’■ 協賛

日仏会館シンポジウム「日本におけるフランス年」
日時1998年12月18日田-20日（日）
場所日仏会館

■ 出 版
I

1998年11月15日、『BULLETINj第20号「特集：日本におけるフランス年」を発行。

四
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仏 経済学会役

(1999年11月-2000年10月）

員日 投稿規程

l.本『BULLETm」への投稿は、原則として会員によるものとする。

2．原稿の分量は、原則として1万6000字(400字×40枚）以内とする(図表等を含む)。

3．使用言語は、日本語・仏語のいずれでもよい。

4ワード．プロセッサーによって作成された原稿とともにフロッピーディスクを提出されたい。

5．別紙に仏語での表題を書き添えること。

6．投稿論文の掲載可否は、編集委員会にて決定する。

会長 岡 山隆
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東京都新宿区西早稲田1-6-l

早稲田大学大学院経済学研究科西川研究室気付
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